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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期

決算年月 2022年７月 2023年７月 2024年７月 2025年７月 2026年７月

売上高 (千円) 6,507,090 7,426,081 8,680,037 8,984,171 9,908,530

経常利益 (千円) 491,204 1,132,764 767,217 656,824 1,022,092

当期純利益 (千円) 317,317 488,582 526,092 475,639 735,517

持分法を適用した場合の
投資利益又は投資損失(△)

(千円) △19,525 △204,685 △217,079 60,745 174,146

資本金 (千円) 36,695 36,695 36,695 36,695 36,695

発行済株式総数 (株) 2,035,000 2,035,000 2,035,000 2,035,000 10,175,000

純資産額 (千円) 3,599,074 4,089,778 4,618,488 5,095,907 7,575,491

総資産額 (千円) 7,846,368 9,102,254 8,938,804 9,578,630 12,156,308

１株当たり純資産額 (円) 2,490.71 2,830.30 639.24 705.32 767.14

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
― ― ― ― 20.00
(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益 (円) 219.60 338.12 72.82 65.83 97.99

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 45.9 44.9 51.7 53.2 62.3

自己資本利益率 (％) 9.5 12.7 12.1 9.8 11.6

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 9.74

配当性向 (％) ― ― ― ― 20.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 73,381 △11,191 1,834,962 △305,797 946,691

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △371,647 △262,107 △289,956 △120,390 △2,511,266

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 662,681 149,649 △1,040,383 37,616 2,246,634

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 1,204,880 1,081,231 1,585,854 1,197,283 1,879,342

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
171 175 188 210 224
〔12〕 〔13〕 〔13〕 〔13〕 〔16〕

株主総利回り (％) ― ― ― ― ―
(比較指標：―) (％) (―) (―) (―) (―) (―)

最高株価 (円) ― ― ― ― 1,316

最低株価 (円) ― ― ― ― 930
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(注) １．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．第32期から第35期の１株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施していないため、記載しており

ません。

３．第32期、第33期及び第35期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するもの

の、当社株式は非上場であるため、期中平均株価を把握できませんので記載しておりません。また、第34期

については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。第36期については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第32期から第35期の当社株式は非上場であるため株価収益率を記載しておりません。

５．主要な経営指標等のうち、第32期及び第33期については会社計算規則(平成18年法務省令第13号)の規定に基

づき算出した各数値を記載しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定による監査証明を受けてお

りません。

６．第34期、第35期及び第36期の財務諸表については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（昭和38年大蔵省令第59号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、

栄監査法人により監査を受けております。

７．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数（季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社

員を含まず）の人員を〔 〕内に外数で記載しております。

８．2026年３月４日付で普通株式１株につき５株の株式分割を行っております。第34期の期首に当該株式分割が

行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。

９．第32期から第36期の株主総利回り及び比較指標は、2026年７月29日に東京証券取引所スタンダード市場に上

場したため、記載しておりません。

10．最高株価及び最低株価は、東京証券取引所スタンダード市場におけるものであります。

ただし、当社株式は、2026年７月29日から東京証券取引所スタンダード市場に上場されており、それ以前の

株価については該当事項がありません。
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２ 【沿革】

当社は、1991年３月、福島県双葉郡富岡町において、創業者の佐藤順英が発電プラント機器のメンテナンス及び

設備改善工事を主たる目的として、当社の前身である「東設エンジニアリング株式会社」を設立いたしました。

 
＜事業の変遷と主力事業の展開＞

設立後、当社は原子力発電所における機器点検（非常用発電機や制御棒（※１）等）や設備改善提案工事を中心

に事業を展開してまいりました。

2011年３月の東日本大震災に伴う東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所（以下、「福島第一

原子力発電所」という。）事故の発生以降は、一日も早い鎮静化が求められる中、同発電所の事故収束に向けた対

応作業に、現場を熟知した当社が従事し、その後も継続して廃炉作業に取り組んでおります。これらの廃炉作業

は、現在における当社の主力事業となっております。

 
震災後においては、原子力発電所の稼働停止に伴う事業環境の変化を踏まえ、雇用の維持・創出を目的として、

再生可能エネルギー事業への参入を決定いたしました。具体的には、木質バイオマス発電所（現在は国内最大発電

量）の開発に着手するとともに、比較的短期間で事業化が可能な太陽光発電事業についても、原子力被災地を中心

に展開しております。

 
 ※１：制御棒とは、原子炉の出力を制御するために、原子炉内の中性子数を調整するための棒状又は板状の機器

 
当社設立以後の沿革は、次のとおりであります。
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年月 概要

1991年３月 東設エンジニアリング株式会社（現 当社）を福島県双葉郡富岡町に設立（資本金：105万円）

1992年４月 東設エンジニアリング株式会社の商号をエイブル設備株式会社（現 当社）に変更

 原子力発電所設計会社から設計委託を請け事業開始

1992年８月 プラント配管・設備保守点検作業を開始

1993年７月 京セラ特約店として住宅用太陽光パネル設置を目的とした株式会社エコクリーンを設立

1995年11月 エイブル設備株式会社の商号を株式会社エイブルに変更

1997年４月 本社を福島県双葉郡大熊町に移転

1997年８月 柏崎事業所を開設

2002年９月 東京電力柏崎刈羽原子力発電所の機器メンテナンスを目的として新潟クリエイティブ工業株式会社を

グループ会社化

2004年９月 東芝プラントシステム株式会社原子力部門で主に制御棒等を点検している株式会社三和工機をグルー

プ会社化

 東京事務所を開設

2007年６月 三菱重工業株式会社より原子力発電所関連工事の受注を契機として同社神戸造船所における業務対応

の強化を目的として神戸営業所を開設

2010年７月 株式会社エコクリーンの商号を株式会社ABLテクノロジーに変更

2011年３

月～12月

東日本大震災の発災及び福島第一原子力発電所事故発生（2011年３月11日）に伴い、電源確保、冷却

作業等の事故鎮静化対応等、冷温停止状態(2011年12月)まで様々な対応に従事（仮事務所を福島県い

わき市に設置）

2012年１月 福島第一原子力発電所の冷温停止後、各種廃炉作業に継続的に従事

2012年６月 本社所在地が福島第一原子力発電所事故により帰還困難区域となったため、福島県双葉郡広野町に広

野事務所を開設し本社機能及び工場を移転

2013年10月 再生可能エネルギー事業を開始

メガソーラー発電所『ソーラーパークひろの』（出力 413.3kW）の運転開始。営農型太陽光発電を含

め総発電量５MWを2013年から2020年にかけて順次運転開始

2014年８月 株式会社三和工機、新潟クリエイティブ工業株式会社、株式会社ABLテクノロジーを吸収合併

2015年２月 木質バイオマス発電所の新設を目的として、完全子会社であるエイブルエナジー株式会社（現 エイ

ブルエナジー合同会社）を設立

2017年２月 安定的な事業運営体制の構築及びリスクの分散を目的として、エイブルエナジー株式会社をエイブル

エナジー合同会社に組織変更　同時に、関西電力株式会社（50％出資）、株式会社九電工（現 株式

会社クラフティア）（５％出資）の出資を受け、関連会社化（当社45％出資）

2017年４月 エイブルエナジー合同会社の完全子会社として、福島バイオマスロジスティックス合同会社を設立

2018年10月 介護事業を開始

福島県いわき市に「元氣ジムいわき小島町」を開設

2019年３月 株式会社高柳工業より鉄骨工事請負に関する事業を譲受

千葉県木更津市に木更津工場を開設

2020年６月 福島第一原子力発電所１・２号機排気筒解体を遠隔操作ロボットにより完遂（内閣総理大臣賞受賞）

2021年８月 再生可能エネルギー開発を目的として、秋田県鹿角市に鹿角事務所を開設

2021年９月 地域新電力事業を目的として、大熊るるるん電力株式会社を設立（20％出資）

2022年４月 福島いわきバイオマス発電所(出力112MW)が運転を開始
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年月 概要

2022年５月 料飲事業（レストラン及びバンケット用の料理提供）を開始
 

 秋田県鹿角市に「レストランGarden」を開設

2022年７月 「元氣ジムいわき中央台」を開設

2024年２月 居宅支援事業所「エイブルケアプラン」を開設

2024年４月 大熊町大川原地区に大川原事業所を開設

2024年５月 秋田県鹿角市における風力発電所の事業化を目的として、完全子会社であるかづのグリーンエネル

ギー株式会社を設立

2024年８月 商号を株式会社ビーエイブルに変更

2025年６月 「ビーエイブル訪問看護ステーション」を開設

2025年９月 株式会社ＩＨＩより出資を受ける

2025年９月 「元氣ジムいわき小名浜」を開設

2025年11月 電力小売事業を開始

2025年11月 再生可能エネルギー由来の電力を発電することを目的として設立された合同会社佐野バイオマス発電

に出資（出資比率19.9％）

2026年３月 島根営業所開設

2026年４月 仙台営業所開設

2026年４月 秋田県鹿角市に「鹿角データセンター」を開設

2026年７月 東京証券取引所スタンダード市場に株式を上場

2026年８月 第三者割当増資を実施し、資本金194,990千円となる。
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３ 【事業の内容】

当社は、設立以来、発電プラント機器のメンテナンス事業を主軸として業績を伸ばしてまいりましたが、2011年

３月11日の東日本大震災発災、及び、福島第一原子力発電所事故の発生を経て、その社会的責任を貫徹し、地域社

会の復興に少しでも貢献したいとの思いから、現在は工事事業、再生可能エネルギー事業、その他事業の３事業を

展開しています。

 
（工事事業）

工事事業は、当社設立以来の中核事業であり、特に福島第一原子力発電所における廃炉作業を主力としておりま

す。東日本大震災以降、当社は同発電所における事故収束作業及びその後の廃炉作業に継続的に従事しており、現

在では元請として各種廃炉作業を受注するなど、当該分野において重要な役割を担っております。当社は創意工夫

に基づく工法提案やロボティックス技術の開発を通じて、付加価値の高い工事に取り組んでおります。

さらに、東京電力ホールディングス株式会社の柏崎刈羽原子力発電所、中部電力株式会社の浜岡原子力発電所、

東北電力株式会社の女川原子力発電所といった、様々な原子力発電所を中心としたプラント建設工事及び定期点検

工事、BWR型原子力発電所（※２）の耐震補強工事など再稼働に向けた準備工事を行っております。

また、一般産業分野においては、産業プラント設備に関する配管・設備の保守点検、改修工事、新設工事等を

行っているほか、京葉・京浜工業地域を中心として、鉄骨の製作から現地での建方までを一貫して行う鉄骨工事及

び一般構造物工事等を展開しております。

2011年３月11日の東日本大震災発災、及び、福島第一原子力発電所事故の発生以降、当社は、同年12月16日に政

府によって発電所の事故そのものは終息に至った（冷温停止状態の完了）宣言が行われるまでの間、同発電所にお

ける原子炉の冷却及び安定化を目的とした各種支援業務、ならびに事故鎮静化業務（圧力容器と格納容器の温度が

100度以下となる2011年12月25日迄の作業）に従事しました。その後も現在に至るまで、同発電所の廃炉作業に継続

的に携わっております。

その過程において、作業員の放射線被ばく低減を目的として、遠隔操作ロボットによる同発電所１・２号機共用

排気筒の上部解体工事に取り組みました。当該工事においては、当社独自のアイディアでグランドデザインを描

き、既製品のみでは対応が困難な現場特有の課題を切断機構・制振機構・無線システム・常時放射線監視システム

等を組み合わせて解決するため、既製品部材とメーカーの特注品を組み合わせた遠隔操作ロボットの構成を採用し

ております。当社はこれらの装置について、基本構想から基本設計、詳細設計、部品調達、組立、モックアップに

よる検証、現場での作業に至るまで一貫して対応し、当該解体工事を完遂いたしました。本件は国内外から高い評

価を得て総理大臣賞を受賞しております。このような実績を背景に当社ではロボティックス技術及び新工法を活用

した廃炉作業の受注拡大につなげております。
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遠隔操作ロボットによる排気筒の解体

 

３Dモデルによる検討～製作・組立～モックアップ試験

 
福島第一原子力発電所の廃炉作業については、40年以上にわたり継続することが見込まれております。国及び東

京電力ホールディングス株式会社においても、継続的に廃炉に取り組む方針が示されております。

当社としても、当該廃炉事業を重要な事業領域と位置付け、これまで培ってきた技術力、人材及び現場対応力を

活かしながら、必要な経営資源を適切に投入し、継続的に取り組んでまいります。

なお、当社は震災前より原子力プラントの保守点検業務に従事しておりましたが、東日本大震災及び福島第一原

子力発電所事故の発生後は、事故収束対応及び廃炉作業に経営資源を重点投入してまいりました。その後、原子力

発電所の再稼働の進展に伴い、再稼働準備工事や再稼働後の定期検査工事を通じて、原子力プラントの保守・点検

業務にも再び取り組んでおります。

また当社は、停止していた原子力発電所の再稼働に向けた準備工事や、再稼働後の原子力発電所における定期検

査工事にも従事しております。これらの工事においては、発電所の安全性と信頼性を確保するため、厳格な検査や

補修作業を実施し、安定的な運転の継続に寄与しています。再稼働後のプラントは毎年、定期的に定期検査が実施

EDINET提出書類

株式会社ビーエイブル(E41918)

有価証券報告書

  8/128



され、その中で当社の技術が必要とされる機器の点検が行われております。

さらに、海外においては、安全性の向上及び避難範囲の限定を特徴とする小型モジュール原子炉（SMR）が注目さ

れております。当社は、小型モジュール原子炉向けの検査装置の開発についても、国内メーカーと連携し、これま

で培った技術力を活かした製品提供を行っております。

 
当社は、原子力関連工事に加え、一般産業分野においても事業を展開しております。プラントに関する一般産業

分野においては、京浜・京葉地区の石油化学プラント等における各種鉄骨構造物の製作及び据付工事、一般産業プ

ラントに係る鉄骨加工及び建方工事を行っております。また、プラント分野にとどまらず、大型レジャー施設やイ

ベントなどのモニュメントの骨組等の製作も手掛けております。

また、プラント関連工事に加え、各種産業施設等における解体工事についても対応しており、一般産業分野にお

ける事業基盤の拡大を図っております。

一般産業分野においては、今後、千葉県富津市に新工場の建設を計画しており、これにより生産能力の向上が見

込まれております。今後は、当該設備の稼働により、受注対応力の強化及び事業規模の拡大を図ってまいります。

 
（再生可能エネルギー事業）

再生可能エネルギー事業については、当社が発電プラントの設備工事で培ってきた発電に関するノウハウを活か

し、電力のエキスパートとして、再生可能エネルギー発電所の建設、オペレーション、メンテナンスに携わってお

ります。

東日本大震災発災後に、当社は廃炉作業に従事する社員の雇用維持及び事業の多角化を目的として、再生可能エ

ネルギー事業への参入を決定しました。具体的には、福島県浜通り地域において、合計で５MWの太陽光発電所を開

発し、2013年から2020年にかけて順次運転を開始しております。当該発電所については、用地取得から系統接続、

建設、メンテナンスまでを一貫して自社で実施しております。

また、持分法適用関連会社であるエイブルエナジー合同会社が運営する福島いわきバイオマス発電所（国内最大

級である112MW規模の木質バイオマス発電所）は、2022年４月より運転を開始しており、当社は発電設備の運転業務

及び日常保守業務等を担っております。自社設備である太陽光発電所の売電収入に加え、数年後以降には、当該発

電所の運営会社から、有償減資及び配当等による収益を見込んでおります。

また、当社は、同発電所における運営支援を通じて蓄積した知見・ノウハウを活かし、他の木質バイオマス発電

所に対するオペレーション＆メンテナンス業務の展開を進めてまいります。

さらに、同じく持分法適用会社である合同会社佐野バイオマス発電では、進行年度より発電所の建設を開始する

予定であり、当社は、そこでも長期のオペレーションとメンテナンスの契約を締結しております。また、陸上風力

発電所のメンテナンス事業においては、ＧＥベルノバ・インターナショナル・エルエルシー製（以下、「ＧＥ製」

という。）の機種を中心にメンテナンスを実施するとともに、その他機種への水平展開も図っており、安定的な収

益源としております。当該業務の受注にあたっては、第三者機関による審査及び承認が必要であり、参入障壁の高

い事業領域となっております。当社は現在、55基のメンテナンス業務を受注しており、国内にはＧＥ製風車が数百

基以上設置されていることから、今後の受注拡大余地は大きいものと考えております。

また、陸上風力発電の開発についても複数案件を推進しており、最も早い案件では環境アセスメントの手続きに

着手しております。

国内ではまだ実用化の事例がない「波力発電」についても実用化に向けた研究開発に取り組んでおり、海上試験

において発電することまで確認ができており今後大きな期待が持てます。

当社は、福島県双葉郡大熊町の「2050ゼロカーボン宣言」に地元企業として貢献することを目的として地域新電

力会社である「大熊るるるん電力株式会社」を通じて電力小売事業に参入しております。その後、当該事業で培っ

た知見を活かし、当社が開発した再生可能エネルギー発電設備により発電したクリーンな電力を、地元である福島

県浜通り地域を中心とした地産地消化の推進を目的として、2025年11月より電力小売事業を開始しております。ま

た、当事業年度は、電力小売事業の立ち上げ期として、事業基盤の構築を中心に進めてまいりました。進行年度に

おいては、いわき市との連携協定に基づき、当社の関連会社が運営するいわきバイオマス発電所で発電した電力

を、特定卸供給制度を活用して地域に供給するなど、地産地消型の電力供給を推進するとともに、顧客基盤の拡大

に取り組んでまいります。

 
（その他事業）

その他事業については、「地域貢献を通じて共に成長する事業」と位置付け、当社が培ってきた「安全」「地域

貢献」という当社の理念に根差した事業を通じて社会課題への対応と地域に信頼される企業を目指しております。
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介護事業においては、高齢化の急速な進行や、担い手不足が地域でも深刻な課題となっています。当社は、事業

活動を行う中で、インフラ整備だけでなく、地域で暮らす人々の生活そのものを支える分野への貢献が必要である

と考え、福島県浜通り地域を中心に、2018年から機能訓練型デイサービス、居宅介護支援事業、訪問看護事業など

を展開しております。

また、秋田県鹿角市において市及び地元商工会からの要請を受け地域活性化を目的として地元食材を活用した料

飲事業を2022年５月から開始しております。

 
※２：BWR型原子力発電所（Boiling Water Reactor：沸騰水型原子炉）とは、原子炉で水を直接沸騰させ、その蒸

気でタービンを回して発電する方式であり、東京電力ホールディングス株式会社が採用している原子力発電

所の型式
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これらの事業に関するセグメント等の関係性、及び、これら事業の商流は、下記図記載のとおりとなります。

セグメント 分野 事業内容 内容

工事事業

廃炉・原

子力分野

廃炉作業

福島第一原子力発電所で発生した放射性物質の放出による

事故に伴う同発電所の廃炉作業を行っています。当社の強

みである遠隔操作ロボットを活用した工事に注力しており

1・2号機の排気筒（120ｍ）の上部解体を遠隔操作により

成功させ2020年に内閣総理大臣賞を受賞しています。福島

第一原子力発電所内で発生するがれきの減容処理設備の設

置工事・オペレーション＆メンテナンス作業を担当するな

ど廃炉に向けた様々な工事業務を担っています。

原子力プラント配管・

設備の保守・交換作業

原子力プラントの付帯設備の工事で機器や装置、配管など

をリニューアルする工事や、原子力発電所の保守メンテナ

ンス工事を多数手がけています。

特に当社は、原子力発電所内の重要設備（非常用設備、制

御棒駆動装置等）のメンテナンス専門技術を有しているこ

とが強みとなって、再稼働プラントにおいては毎年、定例

の工事が発生します。

一般産業

分野

プラント配管・設備の

保守・交換作業

産業プラント設備の保守点検や改修工事、新設工事

鉄骨工事・一般構造物
京葉・京浜工業地域をメインに鉄骨の製作から現地での建

方までを行っています。

再生可能エネルギー事業

発電所建設、オペレー

ション＆メンテナンス

当社が出資する関係会社の木質バイオマス発電所のオペ

レーション＆メンテナンスを実施しています。その他、風

力発電所のオペレーション＆メンテナンスは風車メーカー

より請け負っています。また、当社が出資する関係会社の

木質バイオマス発電所の建設工事の受注に向けて準備を進

めています。

再生可能エネルギー

電源開発事業

風力発電所の開発を中心に木質バイオマス発電所、小水力

発電所などの開発も行っております。

日本ではまだ実用化されていない、波力発電の技術開発は

今後期待される事業です。

再生可能エネルギー

発電事業

開発した太陽光発電設備による発電事業を行っておりま

す。

電力小売事業

市場（日本卸電力取引所）からの電力調達にて2025年11月

より電力小売事業を開始しております。現状は、当社及び

関連会社が保有する再生可能エネルギー発電設備により発

電された電力は、FIT制度に基づき一般送配電事業者であ

る東北電力ネットワーク株式会社へ売電しており、当該電

力を当社の小売事業において直接活用することはできませ

ん。このため、当社の電力小売事業においては市場からの

電力調達を基本としておりますが、特定卸供給制度を活用

して、地産地消型の電力供給も開始しました。

その他事業

介護事業

株式会社ルネサンスとフランチャイズ契約を締結し、福島

県いわき市内３箇所で介護事業「リハビリ特化型デイサー

ビス元氣ジム」を運営しています。その他、当社直営で居

宅介護支援・特定相談支援事業、訪問看護事業も行ってい

ます。

料飲事業

当社は、地域活性化を目的として、地産地消・地域連携を

重視して、地元産食材の活用や地域事業者との連携を図り

ながら、現在、秋田県鹿角市のホテルにおいて料飲事業

（レストラン及びバンケット）を運営しております。

また、こうした地域との連携を基盤として、鹿角市で進め

ております再生可能エネルギー事業等においても地域経済

に貢献できる事業を目指してまいります。
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（事業系統図）
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金又は
出資金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
又は被所有
割合(％)

関係内容

(関連会社)      

エイブルエナジー合同会社 福島県双葉郡広野町 1,000

木質バイオマス
発電所設備の運
転・電力の供
給、販売等

40

発電所保守業務等
の受託
役員の兼任２名
業務委託、出向

福島バイオマスロジス
ティックス合同会社

福島県双葉郡広野町 500 燃料倉庫の賃貸
40
(40)

役員の兼任２名
業務委託

合同会社佐野バイオマス発
電

群馬県館林市 1,000

木質バイオマス
発電所設備の運
転・電力の供
給、販売等

20
発電所運転保守業
務等の受託
職務執行者の兼任

 

(注)１．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、本報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

 
（１）経営方針

当社は、社是として「利他」を掲げています。これは、株主をはじめとするすべてのステークホルダーから信

頼と安心が得られるように最善を尽くす、ということです。また、事業運営を通じて、すべての人々に対して思

いやりを持って接する姿勢を重視するものです。

現在、当社は、人類がこれまで経験したことのない原子力災害への対応として、福島第一原子力発電所の廃炉

事業に取り組んでいます。また、地球環境を守り持続可能な社会の実現に向けて、再生可能エネルギーの開発及

び運営を行っています。さらに、地域社会の活性化に貢献する取り組みとして介護や食の事業にも取り組んでい

ます。

これらの事業活動を通じて、社員一人ひとりが社会的意義や仕事へのやりがいを感じ、物心両面において幸せ

を感じることが、当社の重要な経営目的の一つであります。

当社は、この考えを基盤として、経営理念として「全従業員の物心両面の幸せを追求すると共に人類・社会の

進歩発展に貢献する」を掲げています。事業を通して、共に働く仲間の物心両面の幸せを追求すると共に社会、

業界及び地域の発展に貢献することを目指しています。このような取り組みを継続することが、結果として企業

価値の向上につながり、株主をはじめとするステークホルダーからの信頼に応えるものになると考えています。
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この「社是」及び「経営理念」に基づき、以下のとおり、経営環境の変化を踏まえて、経営の基本方針として

中期経営計画（2025～2027年度）を定めています。

 
（２）当社事業を取り巻く経営環境

① 工事事業

ア　廃炉・原子力分野

福島第一原子力発電所の廃炉作業については、東京電力ホールディングス株式会社が策定した「第５次総

合特別事業計画」が、2025年12月26日に原子力損害賠償・廃炉等支援機構の了承を経て、2026年１月９日に

政府（経済産業省）へ申請され、同年１月26日に許可されています。当該計画においては「廃炉事業の長期

化を前提に、人員・体制を強化すること」が明確化されており、国の指導の下、今後も福島第一原子力発電

所の廃炉作業は継続的に推進されると見込まれます。

福島第一原子力発電所の廃炉については、政府が決定した「東京電力HD（株）福島第一原子力発電所の廃

止措置等に向けた中長期ロードマップ」に基づいて進められており、このロードマップでは、「廃止措置

（廃炉）完了目標時期：2041年～2051年」「事故（2011年）から 約30～40年 を要する長期事業」と明記さ

れています。

また、廃炉費用について、経済産業省（資源エネルギー庁）では「福島第一原子力発電所の廃炉費用の負

担の在り方について（2016）」において、賠償・除染とは別に、廃炉に要する費用として、「廃炉費用：約8

兆円程度、対象期間：約30～40年」と推計しています。東京電力ホールディングス株式会社では、原子力損

害賠償・廃炉等支援機構に積み立てた廃炉等積立金を、経済産業大臣の承認に基づき、毎年取り戻すことに

より廃炉工事を進めており、2026年４月６日に2026～2028年度の取戻計画として年2,600～3,000億円規模が

承認されています。

当社は福島県浜通り地域に拠点を置く地元企業として、福島第一原子力発電所の廃炉作業への貢献が期待

されており、こうした事業環境のもと、廃炉関連工事における受注機会は拡大しております。
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出典:東京電力ホールディングス株式会社/原子力損害賠償・廃炉等支援機構「廃炉等積立金の取戻しに関する計画の概要」を基に当社作成
 

出典：「東京電力ホールディングス株式会社廃炉に向けたロードマップ」を基に当社作成

 
また、福島第一原子力発電所以外にも、全国において原子力発電所の廃炉が計画されており、その予定基

数は、2026年１月時点で計18基であり、廃炉費用の総額は約１兆円規模が見込まれています。福島第二原子

力発電所や浜岡原子力発電所において廃炉に向けた準備が進んでおり、今後、受注機会が拡大していく状況

にあります。

 

出典：資源エネルギー庁「原子力政策に関する最近の動向について」（2026年３月31日）を基に当社作成

 
原子力分野においては、今後の再稼働に向けた準備工事を進めているほか、再稼働した原子力発電所にお

ける定期検査工事の受注・施工も行っています。AIの普及等による将来的な電力需要の増加やCO2削減に向け

た社会的要請を背景として、原子力発電所の役割は今後一層重要性を増すと考えられ、当社にとっても受注

機会の拡大が見込まれる事業環境にあります。

また、核燃料廃棄物の処理及びリサイクルを目的としたプラントの建設が竣工間近となっており、今後は

当該プラントのメンテナンス事業の機会が増大する見通しです。

海外に目を向けると、安全性の向上及び避難範囲の限定を特徴とする小型モジュール原子炉（SMR）の建設

が始まり、今後増加する傾向にあります。当社は、国内メーカーと連携し、小型モジュール原子炉向け検査

装置の開発に取り組むとともに、ロボット技術を活用した製造・メンテナンス分野への参画を進めていま

す。現時点での開発サポートサービスの売上規模は限定的であるものの、将来的な国内外におけるSMR関連事

業への参入を見据え、技術基盤の構築を進めております。
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イ　一般産業分野

千葉県木更津市にて鉄骨加工を行っておりますが、京葉臨海工業地域及び京浜工業地帯の地の利を生かせ

る好立地にあります。設備投資需要の動向を踏まえ、新しい工場の建設やリニューアル工事が増える環境に

あります。

そのようなことを踏まえ、次々年度には千葉県富津市に工場を新設移転し生産能力を増やす予定です。

なお、富津工場への機能移転後の木更津工場跡地については、系統用蓄電池事業やデータセンター事業等

への活用を検討しております。現時点で具体的な事業計画は確定しておりませんが、既存資産の有効活用を

図る方針であります。

 
② 再生可能エネルギー事業

第７次エネルギー基本計画（2025年２月）に基づく2040年の発電電力量は1.1～1.2兆kWhと想定され、その４～

５割を再生可能エネルギーが担うと想定されています。将来の再エネ電気の価格を一般的と言われている想定値

の12～18円/kWhとすると、市場規模は５～11兆円と試算されます。

 

出典：資源エネルギー庁「エネルギー基本計画の概要（令和７年２月）」を基に当社作成

 
ア　太陽光発電

太陽光発電事業は、発電設備の設置場所及び電力系統への接続が確保できれば比較的事業化しやすい特性

を有しています。一方で、エネルギー密度が低く、一定規模の発電量を確保するためには広大な用地を必要

とすることから、景観への影響や地域住民の理解といった点が課題となっております。

また、近年はこうした課題を背景に、立地条件や地域特性を十分に考慮した事業判断が求められていま

す。

 
イ　木質バイオマス発電

木質バイオマス発電事業は、再生可能エネルギーの中でも出力が安定しており、天候等の影響を受けにく

いベースロード電源としての特性を有しています。当社は、関連会社が運営する木質バイオマス発電所に対

し、オペレーション＆メンテナンス（運転・保守）業務を受託しております。

木質バイオマス発電事業の継続にあたっては、燃料となる木質資源の長期にわたる安定調達体制の構築と

発電所設備の安定運転の双方が重要となります。当該事業においては、燃料調達については関西電力株式会

社が中心となって対応し、当社は主として発電設備のオペレーション及びメンテナンスを担うなど、各社が

役割分担しながら事業を推進しております。

オペレーションやメンテナンスにおいては、高度な技術力や有資格者の確保が重要な課題となりますが、

これまで培ったプラント技術を活かし、安定運営に貢献しております。

EDINET提出書類

株式会社ビーエイブル(E41918)

有価証券報告書

 17/128



 
ウ　陸上風力発電

陸上風力発電事業は、十分な風況が確保され事業が成立する地域が限定されるため、広範囲に及ぶ候補地

域の中から開発対象地域を選定する必要があることから、事業化までに長期間を要する特徴があります。ま

た、事業の推進にあたっては、森林伐採や猛禽類などにかかわる調査、ならびに大型機材搬入のための道路

拡幅工事などが必要となるほか、地域住民の理解及び合意形成が不可欠となります。

このため、事業性を判断するまでの調査・開発段階において相応のコスト及び時間を要し、開発リスクは

比較的大きいものの、開発が完了し運転開始に至った場合には、長期かつ安定的な収益が見込まれる事業で

あり、当社にとって成長を支える重要な事業の一つと認識しております。

また、福島県においては、2023年以降、594基（1.95GW）の陸上風力発電所の建設が計画されており、近隣

３県（宮城県、山形県、新潟県）を含めると、1,046基（3.64GW）の陸上風力発電所の建設が計画されており

ます。このような事業環境を踏まえ、当社は、陸上風力発電分野を中長期的な成長が見込まれる事業領域と

して認識しております。（出典：経済産業省「風力発電所一覧（発電所環境アセスメント情報）」を基に当

社集計）

 
エ　小水力発電

小水力発電事業は、適地となる地点が限られていることに加え、水利権の取得や関係者との調整が必要と

なるため、開発にあたっては一定の時間と労力を要する特徴があります。一方で、発電規模は比較的小さい

ものの、渇水等の影響を受けない限り、安定した電力供給が可能であり、長期にわたって安定的な運転が見

込まれる電源です。

このため、大規模な電源としての位置付けではないものの、地域特性を活かした分散型電源として、安定

的収益を確保できる事業であると認識しています。

 
オ　系統用蓄電池

再生可能エネルギーの導入拡大に伴い、電力需給の調整手段として系統用蓄電池（電力会社の送配電網

（電力系統）に直接接続され、電力の需給バランスを調整するために運用される大規模な蓄電設備）が注目

されています。系統用蓄電池事業は、適切な設置用地及び系統接続が確保できれば比較的短期間に事業化が

可能である一方、収益性は電力市場の動向やアグリゲーターの運用方針に左右される特性があります。

このため、市場環境や事業スキームを見極めたうえでの事業化判断が重要となる事業であると認識してい

ます。

 
③ その他事業

ア　介護事業

介護事業は、高齢化の進展を背景として、今後も安定的な需要が見込まれる分野であります。一方で、介

護人材の不足は全国的な課題となっており、サービスの質を維持・向上させるためには、専門人材の確保及

び定着が経営課題となっています。

 
イ　料飲事業

料飲事業を取り巻く経営環境としては、健康志向の高まりや地元産食材への関心の増加といった追い風が

ある一方で、地域における人口減少や過疎化の進行、ならびに人材不足、とりわけ調理人材の確保が課題と

なっております。また、地域内における同業他店との差別化や、安定的な固定客の確保も重要な経営課題で

あり、効率的かつ持続可能な店舗運営が求められております。
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（３）将来のありたい姿と経営戦略

当社は、これまで述べてきた経営環境の変化を踏まえ、５年後（第40期）に目指す姿を見据えた中期経営計画

（2025年度～2027年度）を策定しています。本計画に基づき、当社は、これまで培ってきた工事技術を基盤とし

て、創意工夫による開発力を発揮し、「事業基盤の強靭化」と「再生可能エネルギー事業の拡大」を重点施策に

位置付け収益性の向上を図ってまいります。

あわせて、「その他事業を通した社会貢献」として介護及び料飲事業についても、地域ニーズに即した形で着

実な成長を目指してまいります。

また、持続的な成長を支える強固な経営基盤の整備を目的として、ビジョンステートメントとして「人を信

じ、人を愛し、未来を創る」を掲げています。社員一人ひとりが自らの無限の可能性を信じ、仲間との信頼関係

を基盤に、全社一体となって価値創出に取り組むことを目指し、新たな重点施策として「事業活動を根底で支え

る人財投資を中心とした強固な経営基盤の整備」を推進してまいります。

また、エネルギー事業を通して、世の為、人の為に尽くすことを目指し、社会課題の解決と地域社会への貢献

を果たしてまいります。

当社は、創業以来、社名に込めた「be able」の精神を大切にし、困難な課題に対しても主体的に挑戦する企業

文化を育んでまいりました。その結果、原子力発電所内における工事においても、元請事業者として発注者から

指名を受ける機会が増加しています。今後も、これまでに培った設備工事技術及び現場対応力を基盤として、事

業基盤の強靭化を進めるとともに、雇用機会の創出や地場産業の育成など、地域社会との共創を推進してまいり

ます。

さらに、再生可能エネルギー事業の拡大を通じて脱炭素社会の実現に貢献するとともに、介護・料飲事業等の

その他事業を通した社会的価値の創出に取り組み、社会的価値と経済的価値の両立による企業価値向上と持続的

成長を目指してまいります。

これらの取り組みにより、人類社会の進歩発展に貢献し、「世の為人の為に役立つ企業」であり続けることを

当社の将来像としています。
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（４）具体的経営戦略

当社は、営業利益率及び経常利益率について、それぞれ10％以上を経営目標としています。当該目標の達成に

向けては、各部門において戦略及びアクションプランを策定し、具体的なKPIに落とし込んで運用しております。

例えば、差別化提案の推進を目的として、顧客から競争入札によらず個別に指名を受けて受注する案件（以下、

「特命受注」という。）の拡大を重視しており、以下の指標をKPIとして設定し、受注構造の高度化を図っており

ます。

 第35期 第36期

高難易度案件又は新規工法を伴う提案
による特命受注件数：年間５件以上
（受注金額5,000万円以上）

４件 ６件

大型案件（受注金額１億円以上）の受
注金額比率：50％以上

53％ 57％

元請による受注金額比率：55％以上 61％ 52％
 

 
① 工事事業

ア　廃炉作業

廃炉作業においては、付加価値の高い特命案件の受注拡大を重要な営業戦略としております。特に、創

意工夫による工法提案やロボティックス技術を活用した高難易度案件への対応により、競争優位性のある

分野での受注拡大を図っております。

営業部門においては、提案型営業を推進し、顧客の予算計画段階から参画することを目的として、四半

期に１件以上の提案案件創出をKPIとして設定しております。また、顧客との継続的な関係構築を目的とし

て、営業担当者による日次訪問活動を実施しております。

施工面においては、軽微なトラブルの抑制による品質向上及び原価低減を重視しており、迅速な対応に

よる顧客信頼の維持向上に努めております。加えて、放射線管理課による現場パトロールを日次で実施

し、放射線被ばくリスクの低減及び施工効率の向上を図っております。

これらのKPI及びアクションプランについては、経営計画と連動して運用し、継続的な収益性向上に取り

組んでおります。

福島第一原子力発電所の廃炉作業において、安全性の確保、作業効率の向上及び作業員の被ばく低減を

最重要課題と位置づけております。当社は、ロボティックス技術の活用や工法の改善等、創意工夫による

技術的差別化を図ることにより、付加価値の高い工事を提供し、元請工事の受注拡大を目指してまいりま

す。

また、AI等の先端技術の活用も視野に入れ、より高度な工事提案を行うことで受注機会の拡大を図りま

す。さらに、長期にわたる廃炉作業の特性を踏まえ、毎年安定的に受注が見込まれる工事を積み上げるこ

とで、売上の拡大及び安定化を図ってまいります。

加えて、福島第一原子力発電所で培った技術及び施工経験を活かし、他の廃炉プラントにおいても提案

型営業を軸とした各種KPIに基づき積極的に受注活動を展開し、事業領域の拡大を図ってまいります。

また、廃炉作業はこれまで誰も経験したことのない分野でありながら、現場を熟知したうえで、従来技

術と先端技術を融合させた対応が求められます。このため廃炉作業の現場では、管理型人材ではなく、プ

ロジェクト完遂型人材が不可欠です。創業時からチャレンジ精神を持って取り組んできた当社の社風は、

この点で大きな強みとなっています。

 
イ　稼働予定・稼働プラント

当社は、BWR型原子力発電所における炉内作業や制御棒の点検等、原子力発電所の重要設備に関する専門

性の高い特殊な作業に強みを有しています。

今後は、この強みを活かし、BWR型原子力発電所の稼働予定プラントにおける再稼働関連工事に積極的に

取り組むとともに、稼働後の定期検査においては、定期的に実施される定例工事として安定的な受注を目

指してまいります。そのためには、労働災害や品質トラブルは未然に防止し、安全性及び品質を確保する

ことが重要であると認識しております。このため、安全・品質管理に関するKPIとして、安全・品質パト

ロールの毎日実施、事前検討会及び事後検討会の実施、ならびに危険予知会議を作業開始前、中間時及び

工事終了時に実施することとしております。
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ウ　再処理工場（青森県）

青森県六ケ所村の使用済核燃料の再処理工場については、建設工事が終盤を迎えていることから、当該

工事に対する積極的な営業活動を行ってまいります。

また、竣工後を見据え、同施設におけるメンテナンス作業についても、元請工事としての受注を目標に

取り組んでまいります。

 
エ　一般産業工事

一般産業工事においては、木更津市に所在する鉄骨加工工場を富津市へ移転し、生産設備の拡充及び生

産効率の向上を図ることで、付加価値の高い製品の製造体制を構築してまいります。

これにより、生産能力の増強を図るとともに、京葉・京浜地区の顧客ニーズに柔軟かつ迅速に対応でき

る体制を整備してまいります。

 
オ　小型モジュール原子炉

当社は、国内メーカーより小型モジュール原子炉向け検査装置の開発業務を受注しており、今後成長が

見込まれる小型モジュール原子炉分野への取り組みを進めております。

今後も、これまでに培った原子力分野における技術力及びロボット技術を活かし、小型モジュール原子

炉関連事業への継続的な参画を目指してまいります。

 
② 再生可能エネルギー事業

ア　陸上風力発電所メンテナンス工事

国内においては、陸上風力発電所の増加に対して、メンテナンスを担う技術者が不足する状況にありま

す。

当社は、今後増加が見込まれる陸上風力発電所のメンテナンス工事を受注できる体制の構築を進めると

ともに、専門技術力の強化を図ることで、参入障壁の高いメンテナンス事業の拡大を目指してまいりま

す。

 
イ　木質バイオマス発電所オペレーション＆メンテナンス事業

当社が出資するエイブルエナジー合同会社の木質バイオマス発電所の運営実績を基盤として、技術者層

の拡充及び有資格者の育成を進め、運転・保守に関する技術力の向上を図ってまいります。

これにより、他の木質バイオマス発電所へオペレーション＆メンテナンス事業の水平展開を可能とする

体制を構築してまいります。

 
ウ　再生可能エネルギー電源開発

現在、木質バイオマス発電所について複数の開発計画があり、そのうち佐野発電所については2028年９

月の運転開始を予定しております。なお、当該発電所のオペレーション＆メンテナンスの契約を当社が受

託しており、これらの実績も活用して更なる開発を進めてまいります。

また、風力発電所についても複数地点で開発を進めており、地産地消を基本とし、地域と共に成長する

事業展開を重視しています。

さらに、小水力電源や廃食油を活用した発電等についても進めており、電源開発後はオペレーション＆

メンテナンスを担う方針です。

加えて、再生可能エネルギー事業においても、当社は、開発初期段階における調査・事業性評価から、

事業スキームの構築、事業組成、運転開始後のオペレーション＆メンテナンスに至るまでをアレンジでき

る一貫体制の構築を進めております。特に、風力発電及び木質バイオマス発電に係るメンテナンス業務に

ついては、必要な技術力、資格、人材及び取引先からの承認等が求められることから参入障壁が相応に高

く、これらの分野における知見の蓄積とあわせて、当該一貫体制を通じて他社との差別化を図ってまいり

ます。

再生可能エネルギー事業においても、当社は開発から事業スキームの構築、事業組成、さらにオペレー

ション＆メンテナンスまでをアレンジできる一貫体制を整えています。これにより、他社との差別化を図

るブルーオーシャン戦略を推進しています。
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その他事業（介護事業及び料飲事業）については、当社の主力事業である工事事業及び再生可能エネル

ギー事業を支える地域基盤の強化を目的とし、地域社会との関係強化及び人材の定着・活性化を目的として展

開しております。これらの事業は、当社の経営理念である「全従業員の物心両面の幸せを追求すると共に、人

類・社会の進歩発展に貢献する」に基づき、地域課題の解決に資する事業として実施しているものでありま

す。

ア　介護事業

介護事業については、高齢化が進行する福島県において、理学療法士等の専門人材による運動機能の維

持・回復を目的としたデイケアサービスを提供しております。本事業は、地域における社会的ニーズに応

えることで、潜在的な需要を喚起し、当社の事業地域への展開・定着を図ってまいります。

イ　料飲事業

料飲事業については、地元産食材の活用や地域事業者との連携を図ることにより、鹿角市で進めており

ます再生可能エネルギー事業等においても、地域経済に貢献できる事業を目指してまいります。

 
（５）対処すべき課題と成長戦略

当社が、経営戦略を進めていく上で、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題ならびに成長戦略は、以下

のとおりです。

① 原子力にかかわる工事

・福島第一原子力発電所の廃炉作業においては、安全確保が最優先事項であり、労働災害及び放射線災害を未

然に防止することが重要課題となります。このため、当社は、安全教育の徹底及び安全意識の継続的な向上

を図るとともに、現場確認を徹底し「絶対安全」を基本方針として全社員及び協力会社に周知しています。

・放射線災害（過剰被ばく、身体汚染及び内部被ばく等）を防止するため、放射線管理部と工事部が綿密に連

携し、作業手順及び工法の事前確認を行うなど、放射線管理体制の強化を図っています。

・廃炉作業を安定的に遂行するためには、各作業に必要な知識及び技能を有する人材の育成と、技量の高い協

力会社の確保が不可欠です。当社は、教育体制の充実及び協力会社との関係強化を通じて、安定的な施工体

制の構築を進めてまいります。

・BWR型原子力発電所において震災後初となる定期検査が実施されるプラントや、再稼働準備中の原子力発電所

に対しては、積極的に工事受注を図る方針であり、これに対応するため、必要に応じて地元拠点の設置等、

施工体制の整備を進めてまいります。

・小型モジュール原子炉分野については、既に開発分野での受注実績があることから、今後は部品製造等にも

対応可能な技術力の習得を進め、事業領域の拡大を目指してまいります。

・AIを活用したメンテナンス工事の効率化を推進し、他社との差別化を図ってまいります。

 
② 一般産業工事事業

・一般産業分野においては、人手不足を背景として、技能職人の育成及び協力会社の確保が喫緊の課題とされ

ています。当社は、魅力ある職場環境の整備を通じて、新規人材の採用及び育成を進め、受注拡大に対応で

きる体制を構築してまいります。

・労働災害防止の観点から、危険予知活動の徹底を図るとともに、品質管理体制の一層の強化により、高品質

な製品及び工事を安定的に提供できる体制を整備してまいります。

 
③ 再生可能エネルギー事業

・再生可能エネルギー事業においては、木質バイオマス発電所の運営に必要となる各種国家資格を有する人材

の確保及び育成が重要な課題であり、社員の資格取得を計画的に進めてまいります。

・陸上風力発電所のメンテナンス分野では、技術者不足が恒常的な課題となっていることから、人員の増強及

び教育を通じて技術力の向上を図ってまいります。

・再生可能エネルギーの電源開発にあたっては、事業化の成否を見極めることが重要であり、開発リスクを適

切に管理するため、成功可能性の高い案件を慎重に選別してまいります。

・また、電源開発には、地域住民の理解及び協力が不可欠であることから、地域との共生を重視した事業推進

を行ってまいります。

・再生可能エネルギー設備のメンテナンス分野においては、AIの活用等を通じた効率化及び高度化による創意

工夫に加え、当社は開発から事業スキームの構築、事業組成、さらにオペレーション＆メンテナンスまでを

アレンジできる一貫体制を活かし、他社との差別化を図るブルーオーシャン戦略を推進してまいります。
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④ その他事業

・介護事業においては、利用者に寄り添い信頼関係を構築することが重要であり、社員のホスピタリティー、

思いやりの心を重視した人材育成を行ってまいります。その一環として、社内勉強会やコミュニケーション

の活性化を通じて、社員の人格面の成長を促進してまいります。

・看護師、理学療法士、介護士、ケアマネージャー等の有資格者については、現時点では一定数を確保してお

りますが、今後の事業拡張に対応するため、計画的な増員を進めてまいります。

・料飲事業については、地域の信頼及び評判が事業の成否に大きな影響を与えることから、地元自治体や商工

会等との連携を重視し、地元食材の活用等を通じて、産官学や市民の交流の場となるよう、地域と共生する

事業運営を行ってまいります。

・その他事業においては、地域で開発した再生可能エネルギーの活用による地域活性化についても検討を進め

てまいります。

 
⑤ 財務

・成長資金の確保

再生可能エネルギー事業の開発には、長期間にわたる投資が必要であり、投資回収までにも相応の期間を

有することから、安定的なキャッシュ・フローの確保が重要な財務課題となります。

当社は、純資産及び負債のバランスに配慮した財務運営を行い、不測の事態にも対応可能な健全な財務体

質の維持を図ってまいります。

 
⑥ 環境及び地域社会への対応

・環境への配慮

再生可能エネルギーの開発にあたっては、法令上の環境アセスメントの対象外となる場合であっても、自

主的な調査を実施し、自然環境への十分な配慮を行ってまいります。

・地域との共生の推進

地域社会と継続的にコミュニケーションを通じて、事業の意義や目的を共有し、地域と連携した事業推進

を進めてまいります。
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社のサステナビリティに関する考え方及び取組みは、次のとおりであります。なお、文中の将来に関する事項

は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。

 
(１）サステナビリティに関する基本的な考え方

当社は、「全従業員の物心両面の幸せを追求すると共に、人類・社会の進歩発展に貢献する」という経営理念

のもと、原子力発電所をはじめとする発電施設におけるプラント工事を中心に事業を展開しております。事業活

動においては、“創意工夫で現場を科学する”ことを基本姿勢とし、安全かつ安定したプラントの維持・運営に

貢献することを重視しています。

また、地球温暖化への対応や持続可能な社会の実現に向けて、再生可能エネルギーの開発・運営をはじめとす

る新たなビジネスソリューションの提供にも取り組んでいます。さらに、遠隔操作ロボットやAIの活用等の先端

テクノロジーを活用した技術開発を推進することにより、省資源や環境負荷低減といった社会課題の解決に貢献

してまいります。

これらの取り組みを通じて、社会的価値の創出と企業価値の向上を両立させることが、当社の持続可能な成長

につながるものと考えております。この考え方のもと、当社ではサステナビリティへの取り組みを推進するとと

もに、人的資本及び知的財産への投資を重要な課題として位置付けております。

 
(２）ガバナンス

当社は、サステナビリティに関する取り組みを推進するため、取締役会を中心としたガバナンス体制を構築し

ております。取締役会は、サステナビリティ全般に関するリスク及び機会の監督について責任と権限を有してお

り、経営会議及びリスク・コンプライアンス委員会で決議された事項の報告を受け、当社のサステナビリティの

リスク及び機会への対応方針及び実行計画等についての監督を行っております。

また、代表取締役社長 佐藤順英を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会においては、当社のサステ

ナビリティに関するリスク及び機会に対応するための実行計画の立案、目標の進捗管理を行い、その内容を取締

役会へ報告しております。

 
なお、当社のコーポレート・ガバナンス体制の詳細につきましては「第４ 提出会社の状況 4 コーポレート・

ガバナンスの状況等(1)コーポレート・ガバナンスの概要 ② 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理

由」に記載のとおりであります。
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(３) 戦略

当社は、社是である「利他」の精神に基づき、サステナビリティ経営の推進を通じて、持続可能な社会への貢

献と持続的な企業価値向上の両立を目指しております。その実現に向けて、当社の事業活動及び経営環境を踏ま

え、特に優先的に取り組むべき重要課題をマテリアリティとして特定し、それぞれの課題に対する具体的な取り

組みを推進しております。当社が特定したマテリアリティは、以下のとおりであります。

取り組みテーマ マテリアリティ 取り組み

事業活動を通じた地球

環境の維持・保全への

寄与

電力インフラの創出及び維持・管理

における安全性・効率性の確保

確実な施工及び保守を通じて、発電所の安全か

つ安定した運転に貢献する。

原子力施設の安全で効率的な運用へ

の寄与

廃炉作業において放射性物質を適切に管理・除

去し、着実な廃炉の遂行を通じて環境保護に貢

献する。

代替エネルギーの推進拡大 太陽光・バイオマス・風力・水素・波力発電等

の再生可能エネルギーによる電源の開発、建

設、運転、保守を推進するとともに、小型モ

ジュール原子炉向け検査装置の開発を通じて多

様な持続可能なエネルギー供給に取り組むこと

で、地球環境の保全ならびに気候変動対策に寄

与する。

作業者の安全確保・省力化・効率化

技術の向上と運用拡大

廃炉作業に携わる作業者の安全を最優先とし、

危険作業を代替するロボット等の技術開発及び

実用化を進め、効率的かつ持続可能な作業環境

を構築する。

事業活動を通じた地域

復興への寄与及び地域

社会との共生

再生可能エネルギー開発による地域

の活性化

地域特性に合った再生可能エネルギーを開発

し、地産地消型のエネルギー供給を行うこと

で、地域社会の活性化・地方創生に貢献する。

豊かな社会生活の支援 介護サービス「リハビリ特化型デイサービス元

氣ジム」及び地域連携型の料飲事業を通じて、

地域住民の生活の質の向上に貢献する。

地域社会の健康な生活維持への貢献 居宅介護支援事業の拡充を通じて、地域住民の

健康維持及び自立した生活を支援する。

人的資本の強化、なら

びに多様性の確保

安心・安全で働きがいのある職場環

境の整備

社員が高い志とやりがいを持ち、相互に信頼関

係を深めながら能力を最大限発揮できるよう、

社員ファーストの考えのもと、健康及び安全に

配慮した働きやすい職場環境の整備を推進す

る。

人的多様性の確保 性別・年齢・国籍・障がいの有無などにかかわ

らず、多様な人材が活躍できる社内体制を構築

し、多様性を尊重する組織文化の定着を図る。

人材の育成 DX・IT等の活用による多様なスキル習得機会を

提供するとともに、「人として正しいことを正

しいままに貫く」という価値観を重視した倫

理、フィロソフィーの教育を継続的に実施す

る。

知的財産への投資 ビジネスノウハウ及び専門技術の蓄積を進める

とともに、遠隔操作ロボットや3Dスキャナ等の

テクノロジーを活用した技術開発や、顧客との

協働による新たなビジネスソリューションの創

出に取り組む。

基本的人権と個性の尊重 ステークホルダー及びサプライチェーン全体に

おいて、人権を尊重する方針及び施策を策定・

実行し、事業活動における人権尊重の徹底を図

る。
 

なお、本書提出日現在において具体的な指標・目標は設定しておりませんが、今後継続して検討してまいりま

す。

 
(４) リスク管理
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当社は、サステナビリティに関連するリスク及び機会の識別、評価、全社的な管理について、取締役会の主導

の下、代表取締役社長を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会を設置し、当該委員会を中心とした体制

を構築しております。（詳細については、「第４　提出会社の状況　４　コーポレート・ガバナンスの状況等」

をご参照ください）

リスク・コンプライアンス委員会においては、定期的にリスク及び機会を抽出し、影響度及び発生可能性の評

価を行っております。特に重要と判断されるリスクについては、必要に応じて外部専門家の意見も踏まえた上

で、対応方針及び対策の検討を行っております。当該委員会について審議・検討された内容については、適時、

取締役会に報告され、取締役会において具体的な施策の実施に関する意思決定が行われる体制としております。

 
(５) 人的資本に関する戦略

当社は、「（３）戦略」において記載したとおり、「人的資本の強化、ならびに多様性の確保」をサステナビ

リティ経営の推進における重要なテーマの一つとして位置付け、各種取り組みを進めております。

当社では、社員一人ひとりが当社の成長を支える重要な存在であるとの認識のもと、「人を大切にする企業」

を目指し、多様な人材が仕事と家庭を両立しながら、最大限の能力を発揮できる職場環境及び企業風土の醸成に

取り組んでおります。

また、多様性の強みを活かした組織風土の醸成は、当社社是及び経営理念の実現に資するものと考えており、

性別、国籍、新卒・中途採用等を問わず、多様な個性、経験、能力及び価値観を有する人材の中核人材への登用

を進めております。

本書提出日現在、人的多様性の確保に関する人材育成方針及び社内環境整備方針、ならびに具体的な指標や目

標は定めておりませんが、多様な人材がその能力を十分に発揮できる職場環境等の整備は、当社の中長期的な企

業価値の向上に資するものと認識しております。今後は多様性の内容にかかる具体的な目標設定や、進捗状況の

開示等について検討してまいります。
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３ 【事業等のリスク】

 
当社の事業等に関するリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項を

記載しています。なお、当社は、これらのリスクについて、顕在化の可能性及び顕在化した場合の影響とその時期に

ついて分析し、各リスクの重要性を把握・評価した上で、発生の回避及び万が一発生した場合でも、業績及び財務状

況に与える影響を最小にすべく、具体的対応を検討・実施しています。

本項においては、将来に関する事項が含まれていますが、当該事項は本書提出日現在において判断したものです。

 
（１）外部環境に関するリスク

当社の事業（工事事業、再生可能エネルギー事業（以下、再エネ事業という）、その他事業）は、原子力政

策をはじめとするエネルギー政策の変化等により影響を受けるため、「外部環境に関するリスク」として、エ

ネルギー政策の変更等に関するリスクに加え、事業（工事事業、再エネ事業、その他事業）毎に、事業を取り

巻く外部環境について記載します。

 
①エネルギー政策の変更に関するリスク

（発生頻度：中、発生時期：特定時期なし、影響度：大）

当社は、電気事業者の発電設備工事を主体としており、電気事業者は、政府が５年毎に見直しを行う「エネ

ルギー基本計画」のエネルギー政策等に基づいて、電源設備の拡大と系統設備の整備を進めるため、当社の業

績及び財政状態は「エネルギー基本計画」のエネルギー政策等の影響を受けることになります。

2025年２月に閣議決定された「第７次エネルギー基本計画」においては、「政府の最重要課題である、福島

の復興・再生に向けて、政府の責務として福島第一原子力発電所事故処理に最後まで取り組むこと」、また

2040年に向けた政策の方向性として、「DXやGXの進展による電力需要増加が見込まれる中で、エネルギー安定

供給と脱炭素を両立する観点から再生可能エネルギーを主力電源として最大限導入する」方針が示されまし

た。また、原子力発電については、これまでの「原子力依存度の低減」という文言が削除され、「再生可能エ

ネルギー、原子力などエネルギー安全保障に寄与し、脱炭素効果の高い電源を最大限活用することが不可欠で

ある」ことが記載され、カーボンニュートラル実現に不可欠であることに加え、低廉で安定的な電力の供給、

レジリエンス強化の観点からも重要な電源として位置付けられました。

このようなエネルギー政策等を踏まえ、当社は事業基盤である「工事事業」について、原子力発電設備の再

稼働・廃炉工事を中心として取り組んできています。また、収益構造の多様化を目的として「再エネ事業」の

拡大にも努めてきています。

しかしながら、エネルギー政策は、気候変動の進行状況や多国間の合意・国際的な議論、政権交代を含む国

内の政治動向、資源価格等の経済環境、発電設備の安全性、国際紛争、諸外国の金融政策等、様々な事象の影

響を受けます。エネルギー政策に変更等が生じた場合には、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。

 
②－１ 工事事業における原子力・廃炉政策等に関するリスク

（発生頻度：中、発生時期：特定時期なし、影響度：大）

エネルギー政策のうち、地元企業として当社が深くかかわっている福島第一原子力発電所の事故処理・廃炉

に関して、東京電力ホールディングス株式会社は、被災者への賠償を滞らせないよう、また廃炉や除染などの

事故対応の費用を計画的に確保することを目的として、「総合特別事業計画」を原則３年毎に策定し、国の認

可を得て事故処理・廃炉等を進めています。

また、東京電力ホールディングス株式会社は、適正かつ着実に廃炉作業を進めることを目的として定められ

た原子力損害賠償・廃炉等支援機構法（平成23年法律第94号）に基づき、廃炉等積立金を廃炉等に要する費用

に充てる「廃炉等積立金取戻し計画」を毎年作成し経済産業大臣の承認を得ながら廃炉工事を進めています。

さらに、東京電力ホールディングス株式会社は、廃炉工事の具体的内容と今後の見通しを「廃炉中長期実行プ

ラン」として毎年公表し、計画的に廃炉作業を進めています。

廃炉工事は、燃料デブリ取出し等これまで経験のない工事工法の開発を伴い、また身体汚染や汚染水の漏洩

等のトラブル発生による作業停止など、種々の要因により計画通りに廃炉措置の工事等が進捗しない可能性が

あり、それに伴う工事計画の変更・発注時期の変更等により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

しかしながら、エネルギー政策の変更及び原子力・廃炉政策等に関するリスクについては、計画性・予見性

が高く、年度毎に事業計画の見直しを行うことにより、リスク項目の変化への追随が可能であり、影響を極め
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て低く抑えることができるものと認識しています。

また、当社は、福島第一原子力発電所の廃炉作業において、燃料デブリ取り出しに伴う干渉物撤去等の工事

に加え、使用済燃料取出しに伴う使用済燃料プール内の瓦礫処理、取出後の燃料を貯蔵するキャスクの運搬等

の工事や、汚染水対策工事、廃棄物処理関連工事等、幅広く多種多様な工事に取り組むことにより、特定の工

事変更に伴う影響低減を図っております。

さらに、廃炉以外にも新規制基準対応の安全対策工事や再稼働準備工事、東京電力ホールディングス株式会

社以外の電気事業者の工事、原子力以外の一般産業工事や再生可能エネルギーの開発に事業展開し、収益源の

多様化を図ることによりリスクを低減しております。

一般産業工事において、現況は設備の改修・更新工事需要は堅調であるものの、外部環境として社会経済状

況の変化から工事需要の減少した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 
②－２ 再エネ事業における業界動向等に関するリスク

（発生頻度：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

再エネ事業の開発において、環境保護の規制強化等による風力設備の開発コスト上昇やバイオマス燃料コスト

の上昇、他社のバイオマス発電所における爆発火災事故発生を踏まえた保険料率の上昇、安全規制の強化による

開発費の高騰、燃料供給会社の倒産リスク、景観等に関する県条例制定の動きなど、太陽光発電設備・風力発電

設備やバイオマス発電設備の開発・工事が計画通りに進捗できず、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。

このため、当社は代替事業地点が確保できるよう多様な地点での開発調査や燃料供給会社の多様化を進めるこ

と等により、リスクヘッジを図っています。

再エネ事業の発電事業に関して、当社が運営する太陽光発電所は、「電気事業者による再生可能エネルギー電

気の調達に関する特別措置法」（FIT制度 再生可能エネルギー固定価格買取制度）の認定を受けた設備による発

電事業を行っており、現行制度では一度適用された買取価格は当該法で定める期間内において変更されることは

ありません。しかし、経済産業省・資源エネルギー庁による再生可能エネルギー固定価格買取制度の見直しの検

討など、エネルギー政策及びその他当社事業に関連する各種法令等が変更された場合には、当社の業績及び財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。

また、太陽光発電は、発電出力が天候の影響を受ける自然変動電源であり、電力需給バランスを保ち電力供給

の安定化を図ることを目的として、運転開始後における無制限・無補償の出力制御を受け入れることが系統への

接続要件となる出力抑制ルール拡充の制度改定（2015年１月）により、想定を上回る出力制御が実施された場合

には、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

また、再エネ事業における電力小売事業に関しては、その販売電力量は経済・景気動向等の外部環境の影響を

受けるほか、電力小売全面自由化（2016年４月開始）に伴う新規競合他社の参入等による競争環境の変化、電力

取引市場における卸電力取引の動向、相対取引の価格動向等により影響を受ける可能性があります。新規参入者

の急増は、電力販売価格の下落を招く可能性があり、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 
②－３ その他事業における業界動向等に関するリスク

（発生頻度：低、発生時期：特定時期なし、影響度：小）

介護事業は、2000年４月の介護保険制度の施行以来、在宅サービスを中心に老後生活を支える仕組みとして定

着してきています。今後も団塊世代の高齢化に伴い、利用者は増加基調にあり、介護市場は規模拡大が予想され

ています。これにより毎年多くの新規事業者が介護事業に参入しており、競争の激化により利用者確保が困難と

なる場合には、業績や財務状況に影響を与える可能性があります。

このため、当社は綿密な市場調査に基づいて健康事業を展開するとともに、利用者の満足度向上に資する施策

を講じることで、利用者確保に努めています。

 
 
（２）事業運営に関するリスク

① 特定の取引先等への依存に関するリスク

（発生頻度：中、発生時期：特定時期なし、影響度：大）

当社は、東京電力ホールディングス株式会社の取引依存度が高い（東京電力ホールディングス株式会社との直

接取引額では、同社からの工事の総額が当社売上の50％程度、同社のグループ企業も含めた総額は当社売上の
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70％程度）ことから、福島第一原子力発電所の廃炉の計画変更等によって、当社の事業、業績及び財政状態は影

響を受ける可能性があります。

このため、当社は福島第一原子力発電所の廃炉作業においても、特定の工事計画に変更等があっても、その影

響が限定された範囲にとどまるよう、特定の工事にだけ取り組むのではなく、燃料デブリ取出し関連工事、使用

済燃料取出し関連工事、汚染水対策工事、廃棄物処理関連工事など、多種多様な廃炉作業に幅広く取り組むとと

もに、東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発電所の新規制基準対応の安全対策工事・再稼働準備

工事等、廃炉措置工事以外の工事にも取り組んでいます。

また、東京電力ホールディングス株式会社以外に、東北電力株式会社女川原子力発電所、北陸電力株式会社志

賀原子力発電所、中国電力株式会社島根原子力発電所、日本原子力発電株式会社東海発電所、日本原燃株式会社

等にも進出し、工事を進めることで収益源の多様化を図っています。

さらに、 特定の取引先や特定の業種への依存を避けるため、廃炉・原子力以外として、千葉県木更津市を事業

拠点とする一般産業工事や、再エネ事業の開発にも事業展開して、特定取引先等への依存リスクの低減を図って

います。

 
② 投融資事業の不採算リスク

（発生頻度：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大）

当社は、風力発電やバイオマス発電等の再エネ事業の開発において、原則として開発事業のプロジェクト関連

契約や融資関連契約の締結確度が高まり事業性が見込めるような段階になった時点で特別目的会社（SPC）を設立

し、そこに出資を行い、事業化を加速します。SPCに出資後に急な環境の変化で事業化を断念した場合等において

は、当該出資のリスクが顕在化し、損失を計上することになります。このような場合には当社の業績及び財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。

リスクとしては、再エネ事業の開発中止のほか、再エネ事業の開発投資決定後の為替の急激な変動、資機材・

人件費の高騰や、投資事業における稼働率の低下等が考えられます。また、波力発電設備の研究開発や一般産業

部門の工場建設等における出資のリスクが顕在化し、損失を計上するような場合も考えられます。

当社は、事前の市場・技術調査や段階的な研究開発計画において慎重な検討や検証を重ねることにより、リス

クヘッジを図るとともに、リスクの確認と運用状況のモニタリングを実施しています。

 
③ 契約に関するリスク

（発生頻度：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大）

事前の契約審査が不十分で、設備設置工事において、設備故障等の不可抗力の事象が請負責任になる可能性が

あります。当社は、新規契約案件等について事前に契約書類の法務審査を実施することや受注検討会の実施等に

より、不可抗力の事象が請負責任化するリスクを低減するため契約内容の精査等に努めています。

 
④ 長期契約等に関するリスク

（発生頻度：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

当社は、再エネ事業の運転保守（オペレーション＆メンテナンス）基本契約等において、長期請負契約を締結

する場合があります。

長期請負契約等に基づく収益認識においては、見積原価総額、見積収益総額、契約に係るリスクやその他の要

因について重要な仮定を用いて見積る必要があり、この見積りは変動する可能性があります。価格が確定してい

る契約の予測損失は、その損失が見積られた時点で費用計上していますが、見積りは変動する可能性があるこ

と、また、当該契約に関する当初の見積りを見直す必要が生じる場合は、当社の事業、財政状態及び業績に影響

を及ぼす可能性があります。

このため、当社は長期契約締結においては、エスカレーションなどを加味した長期契約とすることで、契約締

結内容においてリスク回避をしていく計画でおります。

 
⑤ 代表者への依存リスク

（発生頻度：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大）

当社の代表取締役社長である佐藤順英は、当社の創業者であり、創業以来、経営者として経営方針や経営戦略

を決定するとともに、組織運営上の中核的役割を担っております。また、同氏は当社の支配株主であり、当社の

経営に関する重要な意思決定に対して一定の影響力を有しております。

今後何らかの理由により佐藤順英の業務執行が困難になった場合には、当社の業績及び財務状況等に影響を及
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ぼす可能性があります。当社では、他の経営陣や幹部への権限委譲を行うことで依存度合いを薄めてまいりま

す。

 
⑥ 有利子負債依存度に関するリスク

（発生頻度：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

当社は、運転資金、研究開発資金、風力発電事業の実現可能性の調査・検証等に対応するため、有利子負債に

よる資金調達を行っております。

今後、金利の急激な変動や金融情勢の変化、財務制限条項（コベナンツ）の影響等により、計画どおり資金調

達ができない場合には、当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

このため、当社では、特定の金融機関に依存することなく、案件ごとに複数の金融機関へ融資を打診し、融資

シェアバランスを考慮した調達先選定と、金融機関との良好な関係構築に努めることで、現時点では資金調達余

力を確保しております。

 
⑦ 借入金の財務制限条項に関するリスク

（発生頻度：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

当社の借入契約の一部には財務制限条項が付されており、万が一これらの条項に抵触した場合には、期限の利

益を喪失し、一括返済を求められる可能性があるため、事業運営に影響を及ぼすリスクがあります。当社の経常

利益は黒字を継続しており、財務制限条項に抵触する水準に対して十分な余裕のある状態にありますが、当社で

はこの状態を維持しつつ有利子負債の計画的な返済を進めるとともに、金融機関との安定的な関係維持に努める

ことにより、当該リスクの低減を図っております。

 
⑧ 重大な不適合発生のリスク

（発生頻度：中、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

当社の施工不良等による設備損傷、又は据付設備が性能基準を満たさない等、重大な品質不適合が発生し、工

期遅延やコスト増加の発生リスクがあります。

このため、当社では、「不適合ゼロ」に向けた取り組みとして、詳細な施工要領書を作成し、関係者全員で作

業前に行う事前検討会において読み合せを行う等、工事品質の維持向上を図っております。

また、過去の不適合事例を関係者へ教育・啓発活動を行うとともに、品質保証体制を強化し、不適合発生の未

然防止に取り組んでいます。

 
⑨ 重大な労働災害発生のリスク

（発生頻度：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大）

重大な労働災害（死亡災害、重篤な災害、許容被ばく線量の超過等）については、これまで当社で発生したこ

とはありませんが、今後工事の施工中に、当社の責任により重大な労働災害が発生する可能性は否定できませ

ん。

当社は、重大災害の未然防止を図るために、中期経営計画の重点ポイントとして「絶対安全戦略」を掲げ、軽

微な事象であっても原因究明と再発防止策を実施し、災害ゼロに向けて水平展開を図ることや、「放射線管理基

本計画書」に基づき厳格な被ばく線量管理を実施すること等により、重大事故発生の未然防止を図っています。

また、関係者への安全教育や啓発活動を行うとともに、三現主義（現場・現物・現実を重視する是正・再発防

止の基本原則）を確実に実施するため、安全管理・放射線管理の体制強化を図っています。

なお、ヒヤリハットのような軽微な事象であっても、当日作業後に一斉メールで情報共有することを実施して

います。日々の作業状況の報告により、報告漏れや隠ぺいが起きない風通しの良い企業風土の醸成に努めていま

す。

 
⑩ バイオマス発電所の重大災害発生リスク

（発生頻度：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大）

当社が事業運営に関係するバイオマス発電所の運営会社（エイブルエナジー合同会社（以下「エイブルエナ

ジー社」という。））のバイオマス発電所は、爆発火災事故が発生している他社のサイロ式バイオマス発電所

（サイロから木質燃料を自動搬送し、ボイラで連続的に燃焼させる方式）とは異なり、燃料は木質ペレットを燃

料として用い、燃料倉庫から一定量のペレットをトラックで輸送し、ボイラの燃料供給装置に一定量のペレット

を順次供給するバッチ処理方式の設備です。
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また、燃料倉庫は細かく区切り火災が延焼しない構造であり、各ブロックには消火設備・温度センサーを設置

し、中央制御操作室で常に監視している等、類似災害の発生に対しては十分な対策を講じております。

しかしながら、大量の木質ペレットを扱うバイオマス発電所であり、万が一火災事故等が発生した場合には、

施設の損傷に止まらず、万一周辺地域まで被害が及んだ場合には、エイブルエナジー社とともに当社に対する信

頼性の低下や多額の損害賠償請求などが発生する可能性があり、エイブルエナジー社だけでなく、当社の事業、

業績及び財政状態に重大な影響が及ぶ可能性があります。

このため、エイブルエナジー社の火災保険の付保は勿論のこと、当社は、関係者への防火教育、設備巡視、計

画的な点検清掃等を徹底して実施するよう指導し、爆発火災事故等の重大災害の発生防止を図っています。

 
⑪ 情報管理・セキュリティに関するリスク

（発生頻度：中、発生時期：特定時期なし、影響度：大）

当社は、サイバー攻撃・システム障害・作業ミスや社内ルール違反等により、当社の事業運営に支障が生じた

場合や、当社が保有する機密情報/個人情報が流出した場合には、社会的信頼が失墜し、事業運営に影響を及ぼす

可能性があります。

当社は高度化・巧妙化するサイバー事案に関して、セキュリティ教育・啓発活動の実施、２重のファイヤ

ウォールシステムによる防御対策、事業継続計画（BCP）として基幹システムの定期的なバックアップ実施など、

情報管理とセキュリティ対策を徹底し、リスク低減に努めています。

 
⑫ 調達活動に関するリスク

（発生頻度：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

当社の調達活動では、工事事業における工事施工中の資機材価格・労務費の高騰等により、工事原価が増加す

るリスクがあります。

また、資材価格の高騰によって労務費が圧迫され、適正な労務単価の確保が困難になる場合や、取引先の財政

悪化や経営破綻など、取引先（サプライヤー）信用リスクが顕在化した場合には、当社の業績及び財政状態に影

響を与える可能性があります。

このため、当社は新規契約案件等について契約内容の事前審査を実施するとともに、受注検討会において工事

原価の慎重な検討を実施しています。

また、工法改善による資材・労務力の低減や、協力工事業者・資機材供給業者と情報共有し連携強化を図るこ

と、定期的な信用調査や信用リスクに応じた取引限度額の設定など、信用リスク管理の施策により、リスクの回

避・最小化に努めております。

電力小売事業における調達活動として、現在は一般社団法人日本卸電力取引所より電力を調達しています。将

来はエイブルエナジー社の発電電力を特定卸供給によって東北電力ネットワーク株式会社より調達する予定で

す。一般社団法人日本卸電力取引所における取引価格は、国際情勢を反映した原油、天然ガス等の資源価格の動

向、季節や時間帯の電気の需要動向、太陽光発電の稼働状況、原子力発電所の稼働状況等、様々な要因によって

変動します。

当社は、市場価格高騰リスク対策として市場価格連動メニューにて販売しています。また価格ヘッジ取引によ

るリスク軽減も今後行っていきます。現状は、同取引所の取引価格が大きく変動した場合でも、当社の業績・財

政状態に影響を及ぼす可能性は小さいと考えています。但し、今後、低圧需要家や高圧需要家向けに従量制料金

メニューを導入しこれを採用する需要家が増えていった場合は市場の取引価格の高騰が当社の業績及び財務状況

に影響を及ぼす可能性があります。

また、電力小売事業における電力調達量に関しては、当社は一般送配電事業者の送電ネットワークを介して電

力を供給するため、一般送配電事業者の定める託送供給約款等に基づき、需要想定と実際の需要量を、それぞれ

30分毎に一致させる義務（計画値同時同量制度）を負っています。事前に計画した需給量と実際の需給量の差分

は、インバランス（料金）として一般送配電事業者との間で精算されることになります。当社は、需給管理シス

テムを用い、時間毎の需給バランスの最適化を図っておりますが、同時同量を達成できない場合において精算す

るインバランス料金が多額に生じる場合、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 
⑬ 外注業者及び外注管理に関するリスク

（発生頻度：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

当社は、工事事業の外注業務において法令違反等を含む契約不適合等が判明した場合、その管理責任を問われ

る又は信頼性の著しい毀損が生じることにより、当社の事業運営、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ
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ります。

このため、当社は外注先の協力企業社員を含めて当社で教育を実施するとともに、受注検討会において外注管

理を徹底しております。

また、外注先による工事施工にあたっては、外注工事毎に当社社員を配置する体制により、適切な外注工事管

理を行うことで、リスク低減を図っております。

 
⑭ 債権回収リスク

（発生頻度：低、発生時期：特定時期なし、影響度：小）

原子力分野の工事事業においては、顧客は大企業であることから債権回収リスクは小さいと考えています。但

し、再生可能エネルギー分野の工事、メンテナンス事業や電力小売事業においては、顧客が中小企業となる場合

も多く、顧客の財務状況によっては債権回収不能となるリスクが存在します。契約前、及び契約後も定期的に顧

客の与信管理をしっかり行うことで債権回収リスクの低減に努めて参ります。電力小売事業において債権回収不

能が起こった場合は、回収に努めるだけでなく電力供給を停止することを契約に盛り込むことでリスク低減を図

るようにしています。

 
⑮ 販売活動におけるレピュテーションリスク

（発生頻度：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

原子力分野の工事事業において、安全文化・核セキュリティ文化の取り組みが不十分な場合や、介護事業にお

ける重大不祥事が発生した場合等には、企業ブランド価値毀損や、信用失墜のリスクがあります。

このため、当社では、「人として正しいことを正しいままに貫く」という考えを経営の基本とし、関係者への

教育・啓発活動を継続的に実施するとともに、「コンプライアンス行動規範」を制定し周知・啓発活動を実施し

てリスク低減に努めております。また、原子力分野の工事事業では顧客満足度調査によるお客様評価の把握や、

健康事業において利用者様のご意見を伺う活動の実施等により、レピュテーションリスク低減を図っておりま

す。

 
⑯ 人材不足に関するリスク

（発生頻度：中、発生時期：特定時期なし、影響度：小）

当社は、新しい事業分野に進出し、事業規模を拡大していくため、また、既存事業の継続・拡大を図るために

高度な専門性を有する多様な人材を採用することが重要と考えています。しかし、少子化等の要因により、新卒

及び中途での人材の採用が困難になった場合や、著しい人材流出の発生により、人材不足に陥る可能性がありま

す。このような場合には、当社の将来的な事業活動に影響を及ぼす可能性があります。

このため、当社では多様な人材を採用するために人事処遇制度の見直しを図るとともに、多様なチャンネルに

よる採用活動の展開、広報活動の充実等により企業知名度の向上に努めております。

また、教育・研修制度の充実や働きやすい環境づくり等の離職防止策の実施や協力企業の発掘等により、外注

先の協力企業の労働力確保も含め、当社の動員力の強化に努めております。

今後も採用活動の強化に努め、働き方改革や育児支援を実施することで、リスクの回避・影響の最小化を図り

ます。

 
⑰ 人材育成に関するリスク

（発生頻度：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

当社は、成長の機会が与えられないことによる社員のモチベーション低下や、業務遂行に必要な能力・スキル

が獲得出来ないことによる工事の遂行力・効率・品質の低下、生産性の低下による納期遅延等により、事業運営

に支障をきたす可能性があります。

このため、当社では技術継承を図る取り組みとして、社員が自分の技量・力量を「スキルアップシート」を用

いて評価・分析し、技術・知識の向上を図る取り組みを実施するとともに、研修や資格取得の機会を提供し、社

員のモチベーションと生産性の向上に繋げ、リスクの回避・影響の最小化を図っております。

 
（３）法的規制・訴訟に関するリスクについて

① 法令違反・訴訟に関するリスク

（発生頻度：低、発生時期：特定時期なし、影響度：大）

当社が事業活動を行うには、「建設業法」、「労働者派遣法」、「労働安全衛生法（電離放射線障害防止規
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則）」、「労働基準法」、「職業安定法」、「電気事業法」、「介護保険法」及び関連する各種法令による規制

を受けております。

また、当社は、建設業許可等のほか、介護保険法に定める必要な届出をしております。

当社が事業活動を継続する上で特に重要な許認可は、工事事業における「一般建設業許可」であります。当社

売上高に占める工事事業の割合は高く、一般建設業許可が取り消された場合には、主要な事業活動の継続が困難

となるため、当社の事業運営、業績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

 
現時点の許認可等の取得状況は，下表のとおりです。

許認可等の名称 特定　建設業許可 一般　建設業許可 産業廃棄物収集運搬業

所管官庁等 東北地方整備局 東北地方整備局 福島県相双地方振興局

許認可等の内容

土木工事業、とび・土工工

事業、管工事業、舗装工事

業、解体工事業、建築工事

業、鋼構造物工事業、板金

工事業、熱絶縁工事業

国土交通大臣許可（特-3）

号

①塗装工事業、消防施設工

事業、水道施設工事業

国土交通大臣許可（般-

3）　号

②機械器具設置工事業、電

気工事業

国土交通大臣許可（般-8）

号

産業廃棄物収集運搬

許可番号　第00705208917号

有効期限 2027年２月27日
①2027年２月27日

②2031年６月４日
2029年５月８日

法令違反の要件

及び主な許認可

取消事由

不正入札等不誠実な行為が

あった場合は業務停止等の

処分（建設業法第28条）

不正な手段による許可の取

得や役員等の欠格条項違反

等に該当した場合は許可の

取消（同法第29条）

不正入札等不誠実な行為が

あった場合は業務停止等の

処分（建設業法第28条）

不正な手段による許可の取

得や役員等の欠格条項違反

等に該当した場合は許可の

取消（同法第29条）

産業廃棄物収集運搬業の申請者が暴

力団員等に該当する、もしくは暴力

団員等がその事業活動を支配する者

に該当するときは許可の取消（廃棄

物の処理及び清掃に関する法律第14

条の３の２第１項）

産業廃棄物収集運搬業の施設又は事

業者の能力が環境省令で定める基準

に適合しなくなったとき、又は生活

環境の保全上必要な条件に違反した

ときは許可の取消（同法第14条の３

の２第２項）
 

 
許認可等の名称 登録小売電気事業者 労働者派遣事業 食品衛生法営業許可

所管官庁等 資源エネルギー庁 厚生労働省 秋田県大館保健所

許認可等の内容
登録小売電気事業者の登録

登録番号：A0828

労働者派遣事業の許可

許可番号　派07-100002

飲食店営業、菓子製造、そうざい製

造

指令館福環-112-11、112-12、111-

19、111-28、112-75

有効期限 ― 2029年１月31日 2028年５月31日、2028年11月30日

法令違反の要件

及び主な許認可

取消事由

電気事業法又は電気事業法

に基づく命令の規定違反

（契約条件の不当表示、誤

認を招く営業等）、供給能

力が確保できない、供給計

画や事故などの報告義務違

反や虚偽報告を起こした場

合など登録取消要件に該当

するに至ったとき。

法令で定める欠格事由に該

当したとき。

法令に基づく命令若しくは

処分に違反したとき。

許可の条件に違反したと

き。

（労働者派遣法第14条）

違反事実から判断して、営業を継続

させることが不適当である場合。

危害発生の状態は継続しているよう

な場合。

営業停止期間が長期に及ぶような場

合。

過去に同種の違反事実があり、再

度、違反の可能性が高い場合。

（食品衛生法第60条）
 

 

許認可等の名称
指定地域密着型サービス事

業所

指定居宅介護支援事業等に

係る事業所の指定

指定居宅サービス事業に係る事業所

の指定
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所管官庁等 厚生労働省／いわき市 厚生労働省／いわき市 厚生労働省／いわき市

許認可等の内容

地域密着型通所介護　介護

予防通所介護相当サービス

5介第298号

指定居宅介護支援

5介第576号

訪問看護

介護予防訪問看護

７高第90号

有効期限 2029年８月31日 2030年１月31日 2031年５月31日

法令違反の要件

及び主な許認可

取消事由

法令で定める取消要件に該

当するとき。（介護保険

法　第115条の45の9）

同左 同左

 

現時点において、当該許認可等が取消しとなる事由は発生しておりません。しかしながら、将来、法令違反そ

の他の事由により一般建設業許可をはじめとする重要な許認可等が取り消された場合、又は更新が認められな

かった場合には、主要な事業活動の継続に重大な支障が生じる可能性があります。また、行政処分による営業停

止や社会的信用の低下等により、当社の業績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

また、現時点において、当社の業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす訴訟等は提起されておりません。当社

は、法令及び契約等の遵守に努めておりますが、法令等に対する違反の有無にかかわらず、事業活動において訴

訟の提起を受ける可能性があります。重大な訴訟が提起された場合、当社の業績及び財政状態に影響を与える可

能性があります。

さらに、電力小売事業に関連する電気事業法については、電力システムに関する詳細制度設計、制度見直しの

議論が継続的に行われており、その内容によっては、当社の業績及び財政状態に影響を与える可能性がありま

す。

このため、当社では、電力システム改革の検証に伴う制度設計の検討状況を注視するとともに、「コンプライ

アンス行動規範」を制定して関係者への教育・周知・啓発活動を継続的に実施し、リスク低減に努めておりま

す。

 
② 環境保護等の規制リスク

（発生頻度：中、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

当社は、再エネ事業として風力発電施設等の開発事業を行っています。当社は、開発地点の事業化にあたっ

て、当該地域における過去の環境アセスメント実施履歴の調査や自主調査等により環境アセスメントにおける必

要対処項目の事前確認を行っています。しかしながら、事前調査では想定されていない必要対処項目が発生した

場合や、環境アセスメントにかかる法令又は条例の改訂が行われた場合には、事業化時期、開発規模又は開発可

否等に影響を及ぼし、又は環境アセスメントに要する費用の増加する可能性があります。このような場合には、

当社の事業、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 
（４）その他のリスクについて

① 自然災害・気候変動・感染症に関するリスク

（発生頻度：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

当社は、国内に事業所・工場・営業所・研究開発拠点等の施設を有しています。日本は地震・津波・台風など

多くの自然災害に見舞われており、今後も大規模な自然災害により、取引先（サプライチェーン）や顧客も含め

て、事業活動に影響を受ける可能性があります。

さらに、気候変動に起因して、渇水・長期的な気温上昇や洪水などの自然災害が一層深刻化する可能性があり

ます。

このような自然災害により、当社施設が直接損傷を受けた場合、事業活動が中断するだけでなく、多額の修理

費の発生など多くの損失が発生する可能性があります。また、感染症の流行などにより社員が就労不能となった

場合、工事施工力の低下等の混乱が生じる可能性があります。

すべての潜在的な損失に対して保険が付保されている訳ではなく、自然災害その他の事象により、当社の業績

及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

これらのリスクへの対応として、当社は事業継続計画（BCP）の策定による事業中断リスクへの対応力強化等を

図っております。また新たな事業所等設置にあたっては、ハザードマップなど地域特性を設計・計画に反映する

とともに、気象情報から事前の災害対策を実施した上で、必要に応じて損害保険を付保することにしています。

 
② 関連会社の業績の悪化に関するリスク
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（発生頻度：低、発生時期：特定時期なし、影響度：中）

当社は、関連会社に対して出資を行っております。これら関連会社の業績が事業環境の変化等により悪化した

場合、当社が保有する投資の回収可能価額が帳簿価額を下回ると判断されるときは、減損損失を計上する必要が

生じる可能性があります。

現時点では、関連会社は長期の売電契約や複数の燃料調達ルート等により安定した事業運営を行っており、減

損が発生する蓋然性は高くないと認識しておりますが、外部環境の変動等により当社の業績に影響を及ぼす可能

性があります。

なお、当該関連会社はいずれもプロジェクトファイナンスにより資金調達を行っており、当社は追加出資や債

務保証などのスポンサーサポート義務を負うものではありません。そのため、当社の損失リスクは出資金額の範

囲内に限定されています。

また、当該関連会社であるエイブルエナジー社においては、燃料の安定供給保証・その為替レート・売電価格

等について変動リスクがあるため、長期契約の締結等により、リスクヘッジを図っています。

当社の関連会社への出資額は、エイブルエナジー合同会社2,595百万円、合同会社佐野バイオマス発電457百万

円であり、再生可能エネルギー分野における発電事業等を行っています。

 
③ 株式の流動性に関するリスク

（発生頻度：低、発生時期：直近1～2年、影響度：小）

当社は、2026年７月に東京証券取引所スタンダード市場への上場を果たし、自己株式の処分及び売出しによっ

て当社株式の流動性の確保に努めておりますが、当社の新規上場時における流通株式比率は、33.5％となってお

ります。

このため、株式市況等の要因により流通株式比率が向上しない、あるいは低下する可能性があり、これらの場

合には当社株式の市場売買が停滞すること等により当社株式の需給関係に影響を及ぼす可能性があります。

当社は、これらのリスク低減を図るため、状況に応じて既存大株主への一部売出しの要請、当社の事業計画に

沿った成長資金の増資による調達を勘案し、流動性の向上を図ってまいります。

 
④ 人権問題の発生に関わるリスク

（発生頻度：低、発生時期：特定時期なし、影響度：小）

当社は、人権問題（パワーハラスメント、セクシャルハラスメント、外国人労働者への差別等）が発生した場

合には、人材の能力が十分発揮できないばかりでなく、当社の社会的信用が低下し、顧客からの発注停止などに

より、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

このため、当社は関係取引先からの情報収集や調査、関係者とのコミュニケ―ションの過程で、「コンプライ

アンス行動規範」等からの逸脱行為があると判断した場合には、是正に必要な措置などを講じます。

また、社内外に内部通報制度を整備して迅速な情報収集と健全な企業風土の醸成に努めております。

 
⑤ 内部統制に関するリスク

（発生頻度：低、発生時期：特定時期なし、影響度：小）

当社は、今後さらなる事業拡大を図るため、コーポレート・ガバナンスが有効に機能するとともに、内部統制

の体制整備が必要不可欠と認識しています。業務の適正性及び財務報告の信頼性確保のための内部統制システム

の適切な整備・運用、さらに法令・定款・社内規程等の遵守を徹底しておりますが、事業の急速な拡大により、

内部統制の体制整備が追いつかない状況が生じる場合には適切な業務運営が困難となり、当社の業績及び財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。

このため、当社は今後の事業規模拡大に応じた内部統制の体制を構築できるよう、管理部門や内部監査室の人

材を強化するとともに、コーポレート・ガバナンスの重要性について教育研修を実施することにより社内の共通

認識とし、内部統制の管理体制の一層の充実を図っております。
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１) 経営成績等の状況の概要

当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとお

りであります。

 
① 財政状態及び経営成績の状況

イ　財政状態

（資産の部）

当事業年度末における総資産は、前事業年度末に比べ2,577百万円増加し、12,156百万円となりました。

これは主に、現金及び預金が682百万円、契約資産が236百万円、土地が310百万円、リース資産が154百万

円、建設仮勘定が680百万円、関係会社出資金が457百万円それぞれ増加したことによるものであります。

有形固定資産の増加は、beABLE研究開発センターの建設、富津市における工場新設用地の取得や、廃炉関連

工事の受注拡大に対応するための特殊車両の導入等によるものであります。また、関係会社出資金の増加は、

佐野バイオマス発電所の建設に向けた合同会社への出資によるものであり、いずれも将来の事業拡大を見据え

た投資であります。

 
（負債の部）

当事業年度末における負債は、前事業年度末に比べ98百万円増加し、4,580百万円となりました。

これは主に、未払法人税等が135百万円、長期借入金が1,118百万円、リース債務（固定負債）が141百万円増

加した一方で、短期借入金が600百万円、未払金が623百万円減少したことによるものであります。長期借入金

の増加は、主としてbeABLE研究開発センター建設に係る設備投資資金の調達によるものであります。

 
（純資産の部）

当事業年度末における純資産は、前事業年度末に比べ2,479百万円増加し、7,575百万円となりました。

これは主に、当期純利益の計上等により繰越利益剰余金が720百万円増加したことに加え、新規上場に伴う公

募による自己株式の処分等により、資本剰余金が1,334百万円増加するとともに、自己株式が406百万円減少し

たことによるものであります。

 
ロ　経営成績

当事業年度における国際情勢は、中東地域を巡る地政学的リスクの高まりを背景に、原油価格やエネルギー市

場の動向が不安定に推移するなど、エネルギー供給に対する懸念が継続する状況となりました。

国内においては、政府のエネルギー政策において原子力発電の位置づけがより明確化され、安全性の確保を大

前提としながら、原子力発電は電力の安定供給を支える重要なベースロード電源として活用する方針が示されて

おります。

このように我が国を取り巻く経済・エネルギー情勢の不確実性が進む中、外需に過度に依存しない内需主導型

の成長と、安定的なエネルギー供給体制の構築が、これまで以上に我が国の重要な課題となっております。

 
こうした中、当社の主力事業である福島第一原子力発電所の廃炉工事は、国のエネルギー政策及び復興政策の

中核を成す極めて重要な取り組みとして位置づけられており、社会からも高い関心が寄せられております。政府

からは、廃炉を安全・着実かつ計画的に進める方針が示されており、当社としても、この社会的意義の大きい事

業を、誠実かつ確実に遂行してまいります。

また、原子力分野全体では、柏崎刈羽原子力発電所６号機等が再稼働しており、こうした環境変化は、これま

で原子力発電所の各種メンテナンス工事や廃炉工事を通じて培ってきた当社の技術力、現場対応力、品質・安全

管理の経験を、今後さらに幅広い原子力関連分野で活かす機会が拡大していく状況と捉えております。

一方、再生可能エネルギー分野においては、我が国における太陽光発電や風力発電の活用が引き続き進展する

中で、環境や景観への配慮、地域との合意形成といった課題も顕在化しております。こうした状況を踏まえ、地

域との信頼関係を基盤とし、地産地消や地域貢献を重視する当社の理念に基づいた、柔軟かつ着実な取り組み

が、エネルギーの安定供給と地域社会の持続的な発展に向けて、今後一層求められております。

 
このような事業環境のもと、主力である工事事業においては、福島第一原子力発電所の廃炉関連工事の着実な

進捗に加え、同発電所の廃炉に伴う廃棄物処理関連の大型工事を連続して受注したことにより、売上高及び収益
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は前年同期を上回る水準となりました。

また、福島第一原子力発電所向け廃炉関連工事以外の原子力分野においても、島根原子力発電所２号機の再稼

働後初となる定期検査に係わる点検・保守工事の受注など、業績に貢献いたしました。

さらに、福島第一原子力発電所の高線量環境下における線量調査で自社開発のロボット技術を活用するなど、

廃炉事業の進展に貢献いたしました。

再生可能エネルギー事業においては、風力発電関連メンテナンス業務等の拡大により売上高は前年同期を上回

りました。一方で、当事業年度より開始した電力小売事業については、運営体制の整備など事業基盤の構築を進

めたものの、事業立ち上げ段階で顧客数が限定的であったことから、運営費用が収益を上回り、セグメント全体

の営業利益は前事業年度を下回る結果となりました。翌事業年度は、脱炭素化に向けたいわき市との連携協定の

もと、特定卸供給制度を活用したバイオマス発電による電力の供給を拡大し、早期黒字化と収益拡大を図ってま

いります。

その他事業においては、介護事業、料飲事業共に地域密着型のサービス展開により安定した売上を確保すると

ともに、地域貢献を通じた企業価値の向上に寄与いたしました。

 
これらの結果、当事業年度の売上高は9,908百万円（前年同期比10.3％増）、営業利益は1,009百万円（同

50.4％増）となり、売上高営業利益率は10.2％（前年同期7.5％）となりました。経常利益は1,022百万円（同

55.6％増）、当期純利益は735百万円（同54.6％増）となり、増収増益を達成することができました。

 
セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

工事事業は、福島第一原子力発電所向け廃炉関連工事を中心に受注及び工事進捗が堅調に推移したことによ

り、売上高は8,619百万円（前年同期比9.8％増）、セグメント利益（営業利益）は1,601百万円（同40.0％増）

で、セグメントの売上高利益率は18.6％となりました。

 
再生可能エネルギー事業は、風力発電関連メンテナンス業務の拡大等により売上高は998百万円（前年同期比

7.3％増）となりました。一方で、将来の収益拡大に向けた電力小売の事業基盤構築費用が先行したことにより

セグメント損失（営業損失）は14百万円（前年同期はセグメント営業利益１百万円）となりました。

 
その他事業は、健康事業における地域密着型のサービス拡充により売上高は291百万円（前年同期比45.0％

増）、セグメント損失（営業損失）は96百万円（前年同期はセグメント営業損失98百万円）となりました。今後

も地域への貢献と収益力の向上を通じ、企業価値の向上に努めてまいります。
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② キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の期末残高は、前事業年度末に比べ682百

万円増加し、1,879百万円となりました。

当事業年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果獲得した資金は946百万円（前事業年度は305百万円の支出）となりました。これは主に税引

前当期純利益1,010百万円を計上したこと等によるものであります。

 
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、2,511百万円（前事業年度は120百万円の支出）となりました。これは主に

有形固定資産の取得による支出1,868百万円、関係会社出資金の払込による支出457百万円を計上したこと等に

よるものであります。

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果獲得した資金は、2,246百万円（前事業年度は37百万円の収入）となりました。これは主に

自己株式の処分による収入1,740百万円、長期借入による収入1,476百万円、短期借入金の純増減額△600百万

円を計上したこと等によるものであります。
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③ 受注及び売上の状況

ａ．生産実績

　 当社が営む事業の性格上、該当事項はございません。

 
ｂ．受注実績
 

セグメントの名称

前事業年度
（自 2024年８月１日
至 2025年７月31日）

（千円）

当事業年度
（自 2025年８月１日
至 2026年７月31日）

（千円）

受注実績 受注残高
受注実績 受注残高

金額 増減率(％) 金額 増減率(％)

工事事業 8,230,005 3,775,946 8,660,946 5.2 3,817,876 1.1

再エネ事業 1,168,787 242,743 890,033 △23.8 134,517 △44.6

その他事業 200,877 ― 291,254 45.0 ― ―

セグメント計 9,599,671 4,018,690 9,842,233 2.5 3,952,394 △1.6

差異調整額 ― ― ― ― ― ―

計 9,599,671 4,018,690 9,842,233 2.5 3,952,394 △1.6
 

(注) １．セグメント間取引はありません。

２．受注総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の受注額及びその割合は次のとおりであります。

相手先

前事業年度
（自 2024年８月１日
至 2025年７月31日）

（千円）

当事業年度
（自 2025年８月１日
至 2026年７月31日）

（千円）

受注額
（千円）

割合（％）
受注額
（千円）

割合（％）

東京電力ホールディングス株式会社 5,208,294 54.3 4,782,411 48.6

株式会社日立プラントコンストラクション ― ― 1,000,176 10.2
 

　なお、前事業年度における株式会社日立プラントコンストラクションの受注額は、受注総額に対する割合が100分の

10未満であるため記載を省略しております。

 
ｃ．売上実績
 

セグメントの名称

前事業年度
（自 2024年８月１日
至 2025年７月31日）
（千円）

当事業年度
（自 2025年８月１日
至 2026年７月31日）
（千円）

増減率(％)

工事事業 7,852,556 8,619,016 9.8

再エネ事業 930,736 998,259 7.3

その他事業 200,877 291,254 45.0

セグメント計 8,984,171 9,908,530 10.3

差異調整額 ― ― ―

計 8,984,171 9,908,530 10.3
 

(注) １．セグメント間取引はありません。

　　２．売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は次のとおりであります。

相手先

前事業年度
（自 2024年８月１日
至 2025年７月31日）

当事業年度
（自 2025年８月１日
至 2026年７月31日）

売上高
（千円）

割合（％）
売上高
（千円）

割合（％）

東京電力ホールディングス株式会社 4,842,025 53.9 5,178,420 52.3

株式会社日立プラントコンストラクション ― ― 1,002,405 10.1
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　なお、前事業年度における株式会社日立プラントコンストラクションの売上高は、売上高総額に対する割合が100分

の10未満であるため記載を省略しております。

 
(２) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、提出日現在において、当社が判断したものであります。

 
① 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

この財務諸表の作成に当たりまして、決算日における資産・負債の決算数値及び偶発債務の開示並びに会計期間

における収益・費用の決算数値に影響を与える見積り項目について、過去の実績や状況に応じ、合理的と考えら

れる様々な要因に基づいた見積りと判断を行っておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるた

め、これらの見積りと異なる場合があります。これらの財務諸表作成のための基本となる重要な事項につきまし

ては、「第５　経理の状況　１　財務諸表等　(1）財務諸表　注記事項　（重要な会計上の見積り）」に記載し

ております。

 
② 経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

イ．経営成績等

当社の財政状態及び経営成績は、「４　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析　（１）経営成績等の状況の概要　①財政状態及び経営成績の状況　②キャッシュ・フローの状況」に記

載のとおりであります。また、当社の経営成績に重要な影響を与える要因については、「３　事業等のリス

ク」に記載のとおりであります。

 
ロ．経営成績に重要な影響を与える要因

当社を取り巻く経営環境は、「３　事業等のリスク」及び「４　経営者による財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析　（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容　

①　重要な会計方針及び見積り」に記載している各要因が当社の経営成績に重要な影響を与える可能性がある

ものと認識しております。

 
ハ．資本の財源及び資金の流動性

当社の運転資金需要の主なものは、工事の施工に要する外注費等の工事原価及び販売費及び一般管理費等の

営業費用であります。また、投資活動による資金需要の主なものは、beABLE研究開発センターの建設をはじめ

とする設備投資及び再生可能エネルギー事業における開発投資であります。

　当社は、財務基盤の健全性を維持しつつ成長投資を推進することを基本方針としております。運転資金につ

いては主として営業活動により獲得した資金及び金融機関からの借入金を活用し、設備投資資金及び成長投資

資金については、営業活動により獲得した資金に加え、金融機関からの借入金及び株式市場から調達した資金

を活用し、充当してまいります。

 
ニ．経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社は、売上高、営業利益、経常利益及び当期純利益を、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的

な指標としております。

当事業年度の業績は、売上高9,908百万円、営業利益1,009百万円、経常利益1,022百万円、当期純利益735百

万円となりました。

売上高は、主力事業である工事事業が牽引し、特に廃炉関連工事が順調に推移したことで増収となりまし

た。営業利益は、新規性や開発要素を含む案件の増加に伴い売上原価が前事業年度よりも増加したものの、増

収効果に加え、販売費及び一般管理費を前事業年度並みの水準に抑えられたことにより大幅な増益となりまし

た。また、当期純利益は過去最高益となりました。

 
ホ．セグメントごとの財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

セグメントごとの経営成績につきましては、４経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況の分析（1）経営成績等の状況の概要 ①財政状態及び経営成績の状況 ロ経営成績に記載のとおりであり
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ます。 財政状態及び経営成績の状況に関する当社の認識ならびに分析・検討の内容は、以下のとおりであり

ます。

 
（工事事業）

工事事業におきましては、福島第一原子力発電所の廃炉作業において、廃棄物処理関連工事などが順調に

推移したことに加え、福島第一原子力発電所以外の原子力関連工事の受注拡大が進んでおります。今後も、

廃棄物対策、汚染水対策及び燃料デブリ取出しに向けた準備工事など、廃炉作業の各分野において継続的な

工事需要が見込まれるものと認識しております。

今後も引き続き、安全、品質の確保を第一として当社がこれまで培ってきた高線量環境下での施工管理力

やロボット技術等の強みを活かし、安定的な受注の確保と収益基盤の拡充に取り組みます。

 
（再生可能エネルギー事業）

再生可能エネルギー事業におきましては、福島いわきバイオマス発電所及び風力発電設備におけるオペ

レーション＆メンテナンス工事を通じて、安定的な収益基盤を確立しております。また、電力小売事業につ

いては当事業年度に事業基盤が構築されたので、いわき市との連携協定のもと、特定卸供給制度を活用した

バイオマス発電による電力供給の拡大を進めてまいります。

今後は、再生可能エネルギーの導入拡大を背景として、オペレーション＆メンテナンス業務の需要増加が

見込まれるとともに、電力小売事業を含めた事業領域の拡大により、中長期的な成長が期待される事業分野

であると認識しております。

 
（その他事業）

その他事業におきましては、リハビリ特化型デイサービス「元氣ジム」や居宅介護支援事業所「エイブル

ケアプラン」に加え、2025年６月より訪問看護事業所「ビーエイブル訪問看護ステーション」を開設してお

ります。多角的なサービスの展開により顧客数を着実に増加させており、地域貢献を通じた企業価値の向上

にも寄与しております。

今後は、高齢化の進展に伴う介護・看護ニーズの増加を背景として、地域に寄り添うサービスの拡充と質

の向上を図ることで、さらなる地域貢献と事業成長が期待される分野であると認識しております。
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５ 【重要な契約等】

（財務上の特約が付された金銭消費貸借契約）

 
財務上の特約が付された金銭消費貸借契約を締結しております。契約の概要は以下のとおりであります。

契約締結日 相手先の属性
2025年７月末

債務残高

2026年７月末

債務残高
弁済期限 担保

財務制限

条項※２

2014年３月10日 地方銀行 308百万円 235百万円 2029年９月25日
有
※１

要件２、３

2021年12月28日
都市銀行及び

地方銀行
860百万円 724百万円 2031年12月30日 無 要件１、３

2025年３月31日 地方銀行 - 1,346百万円 2041年３月25日 無 要件２、３

 

※１．担保の内容については「注記事項（貸借対照表関係）※４ 担保資産及び担保付債務」に同様の情報を開示

しているため、記載を省略しております。

※２．各金銭消費貸借契約に付された財務制限条項の特約要件は下記のとおりであります。

要件１．各年度の決算期末日の貸借対照表における純資産の部の金額を、直前の決算期末日における貸借対照表

の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

要件２．各年度の決算期末日の貸借対照表における純資産の部の金額についてプラスの値を維持すること。

要件３．各年度の決算期における損益計算書に示される経常損益を２期連続して損失としないこと。
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６ 【研究開発活動】

当社は、福島第一原子力発電所の廃炉、地域復興及びカーボンニュートラルの実現に向け、研究開発活動を推進

しております。2027年７月期に竣工し運用を開始するbeABLE研究開発センターを中核拠点として、遠隔操作技術、

ロボット・自動化技術、波力発電をはじめとする再生可能エネルギー技術の研究開発に加え、風力発電やバイオマ

ス発電等の新たな事業機会の創出及び事業化に向けた取り組みを推進しております。同センターは、ロボット開発

及び再生可能エネルギー分野の研究開発拠点として、地域課題の解決と新たな技術創出を担う施設として活用して

まいります。

 
主な研究開発の内容は以下のとおりです。なお、当事業年度における当社の研究開発費の総額は178,599千円と

なります。

 
（１）遠隔操作関連技術

福島第一原子力発電所の廃炉作業における安全性向上と被ばく低減を目的として、協働同期ロボットを活用

した瓦礫分別技術、高線量環境下における映像確認・放射線量測定や自動運転などの遠隔操作技術の開発を進

めております。

 
（２）ロボット・自動化技術

建設、メンテナンス、廃炉、及びインフラ分野における生産性向上に資する自動化技術として６軸ロボット

の高度化、自動ブラスト・自動塗装技術の開発に加え、フィジカルAIの活用に向けたロボット制御技術及び画

像認識システムの構築を進めております。

 
（３）再生可能エネルギー技術（波力発電）

地域資源を活用した再生可能エネルギーの普及を目指し、波力発電システムの開発を進めております。2026

年7月期に海上実証試験を実施し、水槽実験結果と併せて基本的な発電性能や技術課題を抽出しました。今後は

中型規模の海上実証試験、実用規模での実証試験を経て、早期の実用化を目指しております。

 
beABLE研究開発センターを中核拠点として、廃炉作業の高度化、産業分野における自動化の推進及び再生可能

エネルギー技術の実用化を図るとともに、地域課題の解決と持続可能な社会の実現に貢献してまいります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度の設備投資については、生産設備の増強、研究開発機能の充実・強化などを目的とした設備投資を継続

的に実施しております。なお、有形固定資産の他、無形固定資産への投資を含めて記載しております。

 

当事業年度において実施した設備投資等の総額は1,477,850千円であり、セグメントごとの設備投資について示す

と、次のとおりであります。

 

(1) 工事事業

当事業年度の主な設備投資は、工事の合理化及び老朽化設備の更新を中心とする総額577,057千円の投資を実施し

ました。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

 

(2) 再生可能エネルギー事業

当事業年度の主な設備投資は、老朽化設備の更新を中心とする総額18,009千円の投資を実施しました。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

 
(3) その他事業

当事業年度の主な設備投資は、売上及びサービスの拡大を目的とした新規事務所開設を中心とする総額19,906千

円の投資を実施しました。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

 

(4) 全社共通

当事業年度の主な設備投資は、提出会社において、研究開発施設建設を中心とする総額862,878千円の投資を実施

しました。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。
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２ 【主要な設備の状況】
       2026年７月31日現在

事業所名

(所在地)

セグメント

の名称
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(名)建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡)

リース

資産
その他 合計

広野事務所

(福島県双葉郡広

野町)

工事事業

再生可能エネル

ギー事業

その他事業

事務所 237,803 96,663

77,450

(1,393)

［2,751］

56,131 230,254 698,303
82

（4）

大川原事業所

(福島県双葉郡

大熊町)

工事事業 事務所 210,241 ―

―

(―)

[11,233]

74,566 16,170 300,978
59

（―）

ソーラーパーク

楢葉(福島県双葉

郡楢葉町)

再生可能エネル

ギー事業
太陽光発電施設 626 403,323

―

(―)

［80,061］

1,080 0 405,029 ―

beABLE研究開発

センター

(福島県双葉郡双

葉町)

― 研究開発施設 ― ―

―

(―)

［14,700］

― 1,441,200 1,441,200 ―

 

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。

２．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、ソフトウエア、特許権、建設仮勘定、ソフトウエア仮

勘定であります。

３．賃借している土地の面積は［ ］で外書きしております。

４．従業員数の（ ）は、臨時従業員数を外書きしております。

 
３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額(千
円)

beABLE研究開発センター
(福島県双葉郡双葉町)

工事事業

再生可能エネル

ギー事業

研究開発拠点 2,202,543 1,441,200

銀行借入、

自己株式処

分資金、増

資資金

2025年８月 2027年２月 (注)２

富津工場

（千葉県富津市）
工事事業 新工場建設 1,200,000 335,853

銀行借入、

自己株式処

分資金、増

資資金

2025年12月 2027年12月 (注)２

 

（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．完成後の増加能力については、計数的把握が困難であるため記載を省略しております。

 
(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2026年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年10月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,175,000 10,666,600
東京証券取引所
スタンダード市場

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であり
ます。なお、単元株式数は100
株であります。

計 10,175,000 10,666,600 ― ―
 

（注）１．2026年７月29日をもって、当社株式は東京証券取引所スタンダード市場に上場しております。

２．提出日現在の発行数には、2026年10月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

３．2026年８月31日を払込期日とする第三者割当による募集株式の発行により、普通株式の発行済株式の総数は

491,600株増加しております。
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(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストック・オプション制度の内容】

a．第３回及び第４回新株予約権

 第３回新株予約権 第４回新株予約権

決議年月日 2025年６月24日 2025年６月24日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役　　８

当社監査役　　３

当社従業員　 143 (注)７

社外協力者　　６

新株予約権の数（個）　※ 4,865[4,855] (注)１ 271 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内

容及び数（株）　※

普通株式　486,500［485,500］

(注)２、６

普通株式　27,100

(注)２、６

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,117 (注)２、６ 1,117 (注)２、６

新株予約権の行使期間　※ 2027年6月25日～2035年6月24日 2027年6月25日～2035年6月24日

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円）　※

発行価格　　1,117

資本組入額　558.5

(注)６

発行価格　　1,117

資本組入額　558.5

(注)６

新株予約権の行使の条件　※ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項　※ 譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による

承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項　※
(注)４

 

※　当事業年度の末日(2026年７月31日)における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末現

在(2026年９月30日)にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[　]内に記載して

おり、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。

なお、当社が株式分割（株式無償割当を含む。）又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式

の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていな

い本新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これ

を切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 株式分割・株式併合の比率
 

また、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交付、株式交換もしくは株式移転を行う場合

又はその他やむを得ない事由が生じた場合には、本新株予約権の目的となる株式の数は、合理的な範囲で調

整されるものとする。

２．当社が株式分割（株式無償割当を含む。）又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１

円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割・株式併合の比率
 

また、当社が時価を下回る払込金額で募集株式の発行又は自己株式の処分を行う場合(本新株予約権の行使

に基づく株式の発行・処分を除く)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交付、株式交換もしくは株式

移転を行う場合又はその他やむを得ない事由が生じた場合には、行使価額は、合理的な範囲で調整されるも

のとする。

３．新株予約権の行使の条件は、以下のとおりです。

第３回新株予約権

①　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社又は

当社子会社の取締役、監査役、執行役員、従業員の地位を有していなければならない。ただし、新株予

約権者が任期満了により退任又は定年退職した場合、あるいは取締役会が正当な理由があると認めた場

合はこの限りではない。

②　新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の権利行使は認めないものとする。ただ

し、取締役会が認めた場合は、この限りではない。

③　新株予約権の行使は、当社普通株式に係る株式がいずれかの金融商品取引所に上場することを条件とす
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る。

④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑤　各本新株予約権1個未満の行使を行うことはできない。

第４回新株予約権

①　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社又は

当社子会社の取締役、監査役、執行役員、従業員、顧問、社外協力者その他これに準ずる地位を有して

いなければならない。ただし、新株予約権者が任期満了により退任又は定年退職した場合、あるいは取

締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。

②　新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の権利行使は認めないものとする。ただ

し、取締役会が認めた場合は、この限りではない。

③　新株予約権の行使は、当社普通株式に係る株式がいずれかの金融商品取引所に上場することを条件とす

る。

④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑤　各本新株予約権1個未満の行使を行うことはできない。

４．当社が組織再編行為を実施する際の新株予約権の取扱い

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日において残

存する本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第２３６条１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予

約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、

再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株

予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株

式移転計画において定めた場合に限るものとする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の時点において新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれ

ぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、前記（注）１に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、前記（注）２で定められた行使価額を調整して得られる再編後払込金額に上記③に従って決定され

る当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

前記に定める新株予約権を行使できる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、前記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使の条件

前記（注）３に準じて決定する。

⑦　増加する資本金及び資本準備金に関する事項

本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第１７条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じ

たときは、その端数を切り上げるものとする。本新株予約権の行使により株式を発行する場合において

増加する資本準備金の額は、上記の資本金等増加限度額から上記に定める増加する資本金の額を減じた

額とする。

⑧　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑨　新株予約権の取得事由

後記（注）５に準じて決定する。

５．会社が新株予約権を取得することが出来る事由及び取得の条件

（イ）新株予約権者が権利行使をする前に、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案又は当社が完全子会

社となる株式交換契約承認もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主

総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社は、取締役会が別途定める日

に、無償で本新株予約権を取得することができる。

（ロ）新株予約権者が権利行使をする前に、本新株予約権の行使の条件の規定に該当しなくなった場合、及

び新株予約権者が保有する本新株予約権を放棄した場合には、当社は、取締役会の決議により別途定

める日において本新株予約権の全部又は一部を無償で取得することができ、一部を取得する場合は、

取締役会の決議により取得する本新株予約権を決定するものとする。

６．2026年２月16日開催の取締役会決議により、2026年３月４日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割

を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の行使

時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調

整されております。
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７．退職による権利の喪失により、本書提出の前月末現在における付与対象の区分及び人数は、当社取締役８

名、当社監査役３名、当社従業員142名となっております。

 
b．第５回及び第６回新株予約権

 第５回新株予約権 第６回新株予約権

決議年月日 2025年10月24日 2025年10月24日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役　 ８

当社従業員　 76

社外協力者　 ３

新株予約権の数（個）　※ 1,207 (注)１ 80 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内

容及び数（株）　※

普通株式　120,700

(注)２、６

普通株式　8,000

(注)２、６

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,117 (注)２、６ 1,117  (注)２、６

新株予約権の行使期間　※ 2027年10月25日～2035年10月24日 2027年10月25日～2035年10月24日

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円）　※

発行価格　 1,117

資本組入額　558.5

(注)６

発行価格　　1,117

資本組入額　558.5

(注)６

新株予約権の行使の条件　※ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項　※ 譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による

承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項　※
(注)４

 

※　当事業年度の末日（2026年７月31日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在(2026年９月30日)にかけて変更された事項はありません。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、提出日現在は100株である。

なお、当社が株式分割（株式無償割当を含む。）又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式

の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていな

い本新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これ

を切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 株式分割・株式併合の比率
 

また、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交付、株式交換もしくは株式移転を行う場合

又はその他やむを得ない事由が生じた場合には、本新株予約権の目的となる株式の数は、合理的な範囲で調

整されるものとする。

２．当社が株式分割（株式無償割当を含む。）又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１

円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割・株式併合の比率
 

また、当社が時価を下回る払込金額で募集株式の発行又は自己株式の処分を行う場合(本新株予約権の行使

に基づく株式の発行・処分を除く)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交付、株式交換もしくは株式

移転を行う場合又はその他やむを得ない事由が生じた場合には、行使価額は、合理的な範囲で調整されるも

のとする。

３．新株予約権の行使の条件は、以下のとおりです。

第５回新株予約権

①　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社又は

当社子会社の取締役、監査役、執行役員、従業員の地位を有していなければならない。ただし、新株予

約権者が任期満了により退任又は定年退職した場合、あるいは取締役会が正当な理由があると認めた場

合はこの限りではない。

②　新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の権利行使は認めないものとする。ただ

し、取締役会が認めた場合は、この限りではない。

③　新株予約権の行使は、当社普通株式に係る株式がいずれかの金融商品取引所に上場することを条件とす

る。
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④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑤　各本新株予約権1個未満の行使を行うことはできない。

第６回新株予約権

①　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社又は

当社子会社の取締役、監査役、執行役員、従業員、顧問、社外協力者その他これに準ずる地位を有して

いなければならない。ただし、新株予約権者が任期満了により退任又は定年退職した場合、あるいは取

締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。

②　新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の権利行使は認めないものとする。ただ

し、取締役会が認めた場合は、この限りではない。

③　新株予約権の行使は、当社普通株式に係る株式がいずれかの金融商品取引所に上場することを条件とす

る。

④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑤　各本新株予約権1個未満の行使を行うことはできない。

４．当社が組織再編行為を実施する際の新株予約権の取扱い

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日において残

存する本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第２３６条１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予

約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、

再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株

予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株

式移転計画において定めた場合に限るものとする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の時点において新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれ

ぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、前記（注）１に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、前記（注）２で定められた行使価額を調整して得られる再編後払込金額に上記③に従って決定され

る当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

前記に定める新株予約権を行使できる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、前記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使の条件

前記（注）３に準じて決定する。

⑦　増加する資本金及び資本準備金に関する事項

本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第１７条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じ

たときは、その端数を切り上げるものとする。本新株予約権の行使により株式を発行する場合において

増加する資本準備金の額は、上記の資本金等増加限度額から上記に定める増加する資本金の額を減じた

額とする。

⑧　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑨　新株予約権の取得事由

後記（注）５に準じて決定する。

５．会社が新株予約権を取得することが出来る事由及び取得の条件

（イ）新株予約権者が権利行使をする前に、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案又は当社が完全子会

社となる株式交換契約承認もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主

総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社は、取締役会が別途定める日

に、無償で本新株予約権を取得することができる。

（ロ）新株予約権者が権利行使をする前に、本新株予約権の行使の条件の規定に該当しなくなった場合、及

び新株予約権者が保有する本新株予約権を放棄した場合には、当社は、取締役会の決議により別途定

める日において本新株予約権の全部又は一部を無償で取得することができ、一部を取得する場合は、

取締役会の決議により取得する本新株予約権を決定するものとする。

６．2026年２月16日開催の取締役会決議により、2026年３月４日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割

を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の行使

時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調

整されております。
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② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年３月４日
(注)１

8,140,000 10,175,000 ― 36,695 ― ―

 

(注)１．2026年２月16日開催の臨時取締役会決議により、2026年３月４日付で普通株式１株につき５株の株式分割を

行っております。

２．決算日後、2026年８月31日を払込期日とする有償第三者割当増資（オーバーアロットメントによる売出しに

関連した第三者割当増資）による新株式491,600株（割当価格644円、資本組入額322円）発行により、資本金

及び資本準備金はそれぞれ158百万円増加しております。

 

(5) 【所有者別状況】

       2026年７月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数 100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 7 21 51 12 9 2,899 2,999 ―

所有株式数
(単元)

― 3,385 8,820 41,470 5,635 26 42,411 101,747 300

所有株式数
の割合(％)

― 3.33 8.67 40.76 5.54 0.03 41.68 100.0 ―
 

(注)１．自己株式300,000株は、「個人その他」に3,000単元を含めて記載しております。

２．当社従業員持株会が所有する当社株式330,000株は、「個人その他」に3,300単元を含めて記載しております。
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(6) 【大株主の状況】

2026年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

エイブル興産株式会社 福島県いわき市平字大町42番地の５ 3,823,400 38.72

佐藤 順英 福島県双葉郡大熊町 1,800,000 18.23

ビーエイブル従業員持株会
福島県双葉郡広野町大字上北迫字岩沢１番
地の９

330,000 3.34

NOMURA PB NOMINEES LIMITED
OMNIBUS-MARGIN
（CASHPB）　　　　　　（常任代理
人 野村證券株式会社）

1 ANGEL LANE, LONDON, EC4R 3AB, UNITED
KINGDOM 　　　　　　　　　　　　　　
（東京都中央区日本橋１丁目13番１号）

248,500 2.52

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 201,400 2.04

楽天証券株式会社共有口 東京都港区南青山２丁目６番21号 179,000 1.81

株式会社大東銀行 福島県郡山市中町19番１号 160,000 1.62

株式会社クラフティア 福岡県福岡市中央区天神１丁目11番１号 142,800 1.45

三菱ＵＦＪeスマート証券株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目２番５号 138,500 1.40

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番地 132,300 1.34

計 ― 7,155,900 72.46
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― 単元株式数100株

300,000

完全議決権株式(その他)
普通株式

98,747

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準と
なる株式であり、単元株式数は100株
であります。

9,874,700

単元未満株式
普通株式

― ―
300

発行済株式総数 10,175,000 ― ―

総株主の議決権 ― 98,747 ―
 

 

② 【自己株式等】

    2026年７月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ビーエイブル

福島県双葉郡大熊町大字夫
沢字中央台551番地の６

300,000 ― 300,000 2.95

計 ― 300,000 ― 300,000 2.95
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 普通株式
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

 
該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

 
該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 
該当事項はありません。

 
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

2,650,000 1,740,863,500 ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、
会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

― ― ― ―

その他
(    ―      )

― ― ― ―
     

保有自己株式数 300,000  300,000 ―
 

（注）2026年２月16日開催の取締役会決議に基づき、2026年３月４日付で普通株式１株につき５株の株式分割を行って

おり、「株式数」は当該株式分割後の数値を記載しております。

 
３ 【配当政策】

当社は、株主への還元を第一として、配当原資確保のための収益力を強化し、継続的かつ安定的な配当を行なうこ

とを基本方針としておりますが、内部留保資金を今後の事業展開への備えと再生可能エネルギー関連の開発費用とし

て投入していくことで収益力強化につなげて参ります。

 
当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としておりますが、会社法第454条第５項に規定する中間

配当（基準日１月31日）を取締役会の決議によって行うことができる旨を定款において、定めております。剰余金の

配当を行う場合、配当の決定機関は取締役会であり、毎年７月31日を基準日とした期末配当、毎年１月31日を基準日

とした中間配当のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる旨を定款において、定めております。

また、１株当たり配当金は20円を下限とする方針であります。

 
当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき当社普通株式１株につき、20円の配当を実施することといた

しました。当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

2026年10月29日
定時株主総会決議

197,500 20.0
 

 

EDINET提出書類

株式会社ビーエイブル(E41918)

有価証券報告書

 55/128



 

４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、社是である「利他」に基づき、倫理観を持ち人格を高めることにより、人類・社会の進歩発展に貢献

することが、結果として当社の企業価値を高め、株主の皆様や役職員をはじめ、取引先、地域社会など全てのス

テークホルダーの期待に沿うものと考えております。そのためには法令遵守に徹するとともに、経営品質ならび

に経営の透明性・効率性の維持・向上に努めつつ、そうした企業行動を全てのステークホルダーに積極的かつ適

時適切に開示して参ります。

 

② 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は会社法上の機関として取締役会及び監査役会を設置しております。業務執行にかかる権限・責任を取締

役会に集中させる一方で、取締役会から独立した監査役及び監査役会が取締役会の業務執行状況に対する監査機

能を担うことで、適切な経営の意思決定と業務執行の実現ならびに組織的な牽制体制の有効性が図られると考え

ていることから、当該体制を採用しております。

 
なお、当社は、2023年10月26日開催の第33回定時株主総会において、監査役設置会社から監査役会設置会社へ

移行いたしました。これは、監査役会による取締役会の監督機能をより一層強化することでコーポレート・ガバ

ナンス体制の更なる充実を図り、経営の健全性と透明性を高めることを目的としたものであります。

 
　当社のコーポレート・ガバナンス体制図は以下のとおりであります。

 

 
イ. 取締役会

取締役会は、代表取締役１名と取締役６名の計７名（うち社外取締役３名）で構成され、代表取締役社長

佐藤順英を議長として、経営上の重要事項に関する意思決定と業務執行の監査・監督を行っております。な

お取締役会は原則として月１回開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、ここには全ての監査役が出席

し、取締役の業務執行状況を監視できる体制となっております。

・月次決算

・資金繰り状況

・受注、売上、利益、生産状況

 
構成員は以下のとおりであります。

議長：代表取締役社長　佐藤 順英

構成員：鈴内 浩二、渡辺 靖、神谷 均、長谷川 淳治（社外取締役）、栗林 利紗（社外取締役）、伊藤 綾

乃（社外取締役）
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ロ. 監査役会

監査役会は、監査役３名（うち社外監査役３名）で構成されており、原則として、毎月１回の監査役会を

開催し、監査計画の策定及び監査実施結果の報告等を行っております。さらに、必要に応じて臨時監査役会

を開催しております。また、内部監査室及び会計監査人と会議を開催することにより、監査に必要な情報の

共有化を図っております。なお構成員等の状況は以下のとおりであります。

 
議長：常勤監査役　赤津 澄之（社外監査役）

構成員：椎名 真司（社外監査役）、安松 綾菜（社外監査役）

 
ハ. 経営会議

当社は、常勤取締役、常勤監査役、執行役員にて構成される経営会議を設置しております。経営会議は、

毎月１回の定例開催の他、必要に応じて臨時に開催し、取締役会の委嘱事項及びその他経営上の課題に関

し、審議又は決定を行っております。本会議では、業務執行を担当する執行役員又は役職者が業務執行の状

況を適時に報告して参加者が審議することにより、業務執行の実情に即した迅速かつ的確な意思決定を確保

しております。

 
ニ. 内部監査室

当社は、代表取締役社長直轄の部署として内部監査室を設置し、内部監査担当２名が業務の有効性及び効

率性を担保すること等を目的として、内部監査計画に基づいて内部監査を実施しております。内部監査室

は、当社グループ全部門を対象に監査を行い、結果について代表取締役社長及び監査役に報告するととも

に、被監査部門へフィードバックを行い是正を求め、業務の適正性の確保に努めております。また、重要な

指摘事項がある場合には、内部監査規程に基づき監査役会の承認を得て是正指示を行い、その改善状況につ

いて報告を受け、必要に応じてフォローアップ監査を実施しております。さらに、内部監査室は、常勤監査

役及び会計監査人と随時意見交換を行い、三様監査の連携強化を図るとともに、監査役及び会計監査人によ

る監査の実効性に寄与しております。

 
ホ. リスク・コンプライアンス委員会

当社は、コンプライアンス活動及びリスク管理活動に必要な情報の共有を図るため、リスク・コンプライ

アンス委員会を設置しております。当委員会は、代表取締役社長を議長として取締役（社外取締役を含

む）、監査役（社外監査役を含む）にて構成され、原則として四半期に１回開催することで、経営活動にお

けるリスクの適切な管理及び法令遵守等に関する重要事項の報告・協議・意思決定を行い、経営活動におけ

る課題の改善及び管理機能の向上を図っております。なお、当委員会において重要性が高いと判断したリス

ク事項については随時取締役会に報告され、審議に供されることとなっております。

 
ヘ. 指名・報酬諮問委員会

当社は、取締役の指名・報酬等に係る取締役会の機能に対し、独立社外取締役の関与を高めることによ

り、手続きの公正性・透明性・客観性を強化し、コーポレート・ガバナンスの充実を図ることを目的とし、

報酬等の決定及び選任等の決定の必要に応じて随時開催いたします。なお、当委員会の構成員等の状況は以

下のとおりであります。

委員長：長谷川 淳治（社外取締役）

委員：栗林 利紗（社外取締役）、伊藤 綾乃（社外取締役）、佐藤 順英、鈴内 浩二

 
③ 企業統治に関するその他の事項

イ. 内部統制システムの整備状況

当社は、経営ならびに業務の適正性を確保するための体制整備の基本方針として、取締役会において以下

のとおり「内部統制システム構築の基本方針」を定めており、現在その基本方針に基づいて内部統制システ

ムの運用を行っております。

１　取締役会の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（会社法施行規則第100条第１項第１号）
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取締役会、経営会議等の議事録、並びに稟議書、報告書その他取締役の職務執行に係る重要な書類につ

いては、「文書管理規程」及び「情報セキュリティ管理規程」に基づき適切に保存及び管理する。

 
２　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（会社法施行規則第100条第１項第２号）

(１) 当社のリスク管理体制を整備するために、「リスク管理規程」を定める。

(２) 代表取締役社長を委員長とする「リスク・コンプライアンス委員会」を設置し、全社的なリスクの把

握及びその評価、ならびに対応策の策定を行い、監査役会、内部監査室ならびに外部の専門家とも連

携のうえ、全社各部門におけるリスクマネジメントの適正化を図る。

(３) 自然災害や事故発生等の重大な経営リスクとなる緊急事態が発生した場合には、上記委員会に加え

て、代表取締役社長を委員長とする「緊急事態対策委員会」を設置し、損害の拡大を防止しこれを最

小限に止める体制を整える。

(４) 内部監査室が、リスク管理体制の構築・運用状況について、内部監査を実施する。

 
３　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（会社法施行規則第100条第１項第３号）

(１) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、取締役会を毎月１回開催するほか、

必要に応じて適宜臨時に開催する。

(２) 業務執行の効率的実施を補完強化する体制として、経営会議、営業会議を定期的に開催し、都度、会

社の重要課題について、意見・情報交換を行う。

(３) 経営の健全性と効率性を高めるために「執行役員制度」を導入し、各執行役員の責任範囲を明確にす

る。

(４) 当社の営業目標値を年度目標として策定し、それに基づく業績管理を行い、毎月１回開催される「全

社採算会議」において、達成状況の報告、課題共有、評価等を行う。

 
４　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（会社法362条第４項第６号及び会社法施行規則第100条第１項第４号）

(１) コンプライアンス体制の基礎として、「コンプライアンス行動規範」を定める。

(２) 代表取締役社長を委員長とする「リスク・コンプライアンス委員会」を設置し、企業理念・法令遵守

の考え方を社内に徹底するとともに、コンプライアンス経営の維持、向上、推進を支援する。

(３) 内部監査室が、業務監査の一環として、コンプライアンス体制の構築・運用状況について、内部監査

を実施する。

(４) 法令上疑義のある行為その他のコンプライアンスに関する社内通報体制として、「内部通報規程」を

定め、内部通報制度を整備する。

(５) 反社会的勢力に対して毅然とした対応をするため「反社会的勢力対応規程」を定め、不当な圧力や金

銭の要求に対し断固たる態度で対応する。

 
５　当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（会社法施行規則第100条第１項第５号）

(１) 経営管理については、「関係会社管理規程」を定め、子会社の「職務決裁基準」を尊重するとともに

重要事項の決定に関しては当社への承認・報告を求める。

(２) 関係会社は、「関係会社管理規程」に従い、経営状況、経営計画、重大なクレーム、その他の業務上

重要な事項について、当社に都度報告する。

(３) 関係会社における業務の適正を確保するため、関係会社にも適用する行動指針として「コンプライア

ンス行動規範」を定める。

(４) 内部監査室は当社の「内部監査規程」に準じて関係会社を監査する。

 
６　監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに監

査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

（会社法施行規則第100条第３項第１号、第２号及び第３号）
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(１) 当社の規模等を勘案し、原則、総務部の使用人が監査役職務を補助する監査役スタッフを兼務する。

ただし、監査役会から専任のスタッフを求められた場合は、監査役会の意向を尊重し検討する。

(２) 監査役スタッフが監査役の補助職務を担う場合は、取締役等からの独立性を確保するとともに、監査

役の指揮命令に従わなければならない。監査役スタッフの任命、人事異動等については監査役と事前

に協議する。

 
７　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制等

（会社法施行規則第100条第３項第４号、第５号、第６号及び第７号）

(１) 当社の取締役及び使用人、並びに関係会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受

けた者は、当社及び関係会社の業務又は業績に影響を与える重要な事項について、監査役に都度報告

する。前記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、当社の取締役及び使用人並びに関係会社の

取締役、監査役及び使用人に対して報告を求めることができる。

(２) 当社は、前項の監査役への報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを

行うことを禁止し、その旨を当社及び関係会社の取締役、監査役及び使用人に周知徹底する。

(３) 監査役は取締役の執行状況を把握するため取締役会、経営会議等の重要な社内会議に出席する。

(４) 監査役は、稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、取締役又は使用人に対してその説明

を求めることができる。

(５) 監査役は、内部監査室や会計監査人との定期的な連絡会を設け、実効性のある監査活動を行う。

(６) 監査役(会)は、代表取締役社長と定期的な会合を持ち、会社が対処すべき課題等について意見交換を

する。

(７) 監査役の職務執行について生じる費用又は債務は、請求のあった後、速やかに処理する。

(８) 監査役の職務執行のための環境整備に努める。

 
ロ. 責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額として

おります。

 
ハ. 取締役の定数

当社の取締役は、８名以内とする旨を定款において、定めております。

 
ニ. 取締役の選任の決議条件

取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び選任決議は、累積投票によらない旨を定款において、定めて

おります。

 
ホ. 株主総会決議事項のうち取締役会で決議できる事項

・自己株式の取得

当社は、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行することを可能とするた

め、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得するこ

とができる旨を定款において、定めております。

・剰余金の配当

当社は、機動的な配当政策及び資本政策を実施することを可能とするため、剰余金の配当等会社法第459

条第１項各号に定める事項については、法令に特段の定めがある場合を除き、取締役会の決議によって定

めることができる旨を定款において、定めております。

・取締役との責任免除

当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第1項

の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の

限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款において、定めております。
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④ 取締役会の活動状況

当事業年度において当社は取締役会を月１回又は必要に応じて臨時取締役会を開催しており、個々の取締役の

出席状況については次のとおりであります。

取締役会における具体的な検討内容として、月次決算状況の確認や予算と実績の差異分析、年度事業計画や中

期経営計画の策定、組織変更及び人事異動に関する事項、新規事業計画等について審議し意思決定を行っており

ます。

氏名 開催回数 出席回数

佐藤 順英 23 23

鈴内 浩二 23 23

根本 義和 23 23

渡辺 靖 23 23

岡井 勇 23 23

土田 俊昭 23 23

緒方 浩之 20 20

神谷 均 20 20

長谷川 淳治 23 23

栗林 利紗 23 23

伊藤 綾乃 23 23
 

（注）１．緒方 浩之、神谷 均は、2025年10月24日開催の第35回定時株主総会において取締役に就任しております

ので、就任後に開催された取締役会の出席状況を記載しております。

２．根本 義和、岡井 勇、土田 俊昭、緒方 浩之は2026年10月29日開催の第36回定時株主総会終結の時を

もって取締役を退任しております。

 
⑤ 指名・報酬諮問委員会の活動状況

当事業年度において当社は指名・報酬諮問委員会を７回開催しており、当事業年度における委員の出席状況に

ついては次のとおりであります。

指名・報酬諮問委員会における具体的な検討内容として、取締役及び執行役員の選解任、取締役報酬の基本方

針、取締役報酬の内容決定等について審議しております。

氏名 開催回数 出席回数

長谷川 淳治 ７ ７

栗林 利紗 ７ ７

伊藤 綾乃 ４ ４

椎名 真司 ３ ３

佐藤 順英 ７ ７

鈴内 浩二 ７ ７
 

（注）１．伊藤 綾乃は、2025年10月24日開催の取締役会において委員に就任しておりますので、就任後に開催さ

れた指名・報酬諮問委員会の出席状況を記載しております。

２．椎名 真司は、2025年10月24日開催の取締役会において委員を退任しておりますので、在任期間中に開

催された指名・報酬諮問委員会の出席状況を記載しております。
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(2) 【役員の状況】

① 役員一覧

 

男性7名　女性3名(役員のうち女性の比率30.0％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役

社長
佐藤 順英 1956年２月14日

1978年４月 東電工業株式会社（現 東京パワーテクノロジー株式会

社） 入社

1991年３月 同社 退職

1991年３月 東設エンジニアリング株式会社（現 当社）設立

1992年５月 当社 代表取締役社長 事業統括（現任）

2015年２月 エイブルエナジー株式会社（現 エイブルエナジー合同

会社）代表取締役

2017年１月 エイブル興産株式会社 代表取締役（現任）

2019年２月 エイブルエナジー合同会社 職務執行者（現任）

2021年３月 一般社団法人ふくしま風力O&Mアソシエーション理事

（現任）

(注)

３
5,623,400

取締役

副社長
鈴内 浩二 1959年３月９日

1977年４月 東京電力株式会社（現 東京電力ホールディングス株式

会社） 入社

2019年３月 同社 退職

2019年４月 当社 入社 経営管理担当部長

2019年７月 当社 安全・品質・放管部長

2020年11月 当社 内部監査室長（兼）人事部長

2021年10月 当社 執行役員 営業本部長（兼）人事部長

2023年８月 当社 執行役員 営業本部長

2023年10月 当社 取締役 営業本部長

2024年10月 当社 専務取締役

2025年11月 当社 取締役副社長 事業統括補佐 ESG部門担当（現

任）

(注)

３
―

常務取締役 渡辺 靖 1963年３月26日

1987年４月 株式会社リケン 入社

1992年３月 同社 退職

1992年４月 学校法人柏崎情報開発学院 入社 教務部講師

2003年10月 株式会社柏崎情報開発センター 転籍 システム課長

2007年４月 同社 事業企画室長兼総務室長

2009年２月 株式会社飯塚鉄工所 入社

2010年２月 同社 退職

2010年４月 当社 入社

2012年４月 当社 総務部長（兼）経営企画室長

2016年10月 当社 取締役 総務本部長

2018年10月 当社 取締役 火力開発部長

2019年２月 エイブルエナジー合同会社 職務執行者（現任）

2019年７月 当社 取締役 経営企画部長（兼）バイオマス発電部長

2020年８月 当社 取締役 事業開発本部長（兼）経営企画室長

2022年10月 当社 常務取締役 管理部門担当（現任）

(注)

３
―

取締役 神谷 均 1966年５月４日

1990年４月 株式会社第一勧業銀行（現 株式会社みずほ銀行） 入

社

2020年９月 同社 退職

2020年10月 NISSHA株式会社 入社

2025年５月 同社 退職

2025年７月 当社 入社 管理本部 副本部長

2025年８月 当社 執行役員 管理本部 副本部長

2025年10月 当社 取締役 最高財務責任者（CFO）IR担当（現任）

(注)

３
―
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役 長谷川 淳治 1953年10月８日

1977年４月 国際電信電話株式会社（現 KDDI株式会社） 入社

2006年10月 同社 執行役員 経営管理本部長

2009年４月 同社 執行役員 コンシューマ事業統括本部長

2010年４月 同社 執行役員 グループ財務・関連事業本部長

2011年10月 同社 執行役員コンシューマ事業企画本部長

2013年10月 株式会社ジュピターテレコム（現JCOM株式会社）取締

役副社長執行役員経営管理部門長

2014年４月 KDDI株式会社 執行役員常務

2018年３月 同社 退職

2020年６月 日本プラスト株式会社 社外取締役（現任）

2020年10月 当社 社外取締役（現任）

(注)

３
―

取締役 栗林 利紗 1989年９月22日

2015年３月 有限責任監査法人トーマツ入社

2018年７月 有限会社栗林会計事務所 取締役（現任）

2018年９月 株式会社Ri-speKt（現 株式会社Rizze）代表取締役

（現任）

2018年９月 福島工業高等専門学校 非常勤講師（現任）

2023年10月 当社 社外取締役（現任）

2024年４月 株式会社ＬＯＣＯ取締役（現任）

(注)

３
―

取締役 伊藤 綾乃 1978年12月６日

2007年９月 弁護士登録

〃 オリック東京法律事務所入所

2018年３月 伊藤法律事務所開業（現任）

2022年４月 東京三弁護士会多摩支部多文化共生プロジェクト副座

長（現任）

2024年４月 第二東京弁護士会仲裁センター運営委員会副委員長

（現任）

2024年４月 武蔵野簡易裁判所調停委員（現任）

2025年１月 当社 社外取締役（現任）

(注)

３
―

常勤監査役 赤津 澄之 1959年８月６日

1980年４月 日立原町電子工業株式会社（現 ミネベアパワーデバイ

ス株式会社）入社

2013年10月 同社 原町工場 工場長

2015年４月 同社 取締役兼第二事業部事業部長

2020年９月 同社 監査室監査員（内部監査）

2025年１月 当社 常勤監査役（現任）

(注)

４
―

監査役 椎名 真司 1958年11月８日

1981年４月 株式会社東京電気工務所入社（現 株式会社東京エネシ

ス）

2013年６月 同社 執行役員総務部長

2018年６月 同社 監査役

2021年６月 同社 取締役監査等委員 就任

2023年10月 当社 監査役（現任）

(注)

４
―

監査役 安松 綾菜 1997年６月９日

2020年４月 有限責任 あずさ監査法人 入社

2023年11月 tokumo会計事務所開業（現任）

2023年12月 公認会計士登録

2024年２月 税理士登録

2025年１月 当社 監査役（現任）

2025年10月 株式会社タックスナップ　コーポレートマネージャー

（現任）

(注)

４
―

計 5,623,400
 

(注) １．取締役 長谷川 淳治、取締役 栗林 利紗、取締役 伊藤 綾乃は、社外取締役であります。

２．監査役 赤津 澄之、監査役 椎名 真司、監査役 安松 綾菜は、社外監査役であります。

３．取締役の任期は、就任の時から１年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会終結

の時までであります。

４．監査役の任期は、就任の時から４年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会終結

の時までであります。 

５．代表取締役社長 佐藤 順英の所有株式数には、同氏が代表取締役を兼務する同氏の資産管理会社エイブル興

産株式会社の所有株式数を含めております。

６．根本 義和、岡井 勇、土田 俊昭、緒方 浩之は2026年10月29日開催の第36回定時株主総会の終結の時をもっ

て、取締役を退任しております。
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７．執行役員制度について

当社は、取締役会の意思決定機能と監督機能の強化及び業務執行の効率化を図るため執行役員制度を導入

しております。なお、2026年10月30日以降、より現場に近い意思決定を促進し、事業環境の変化に迅速かつ

柔軟に対応できる経営体制を構築するため、従来の雇用型執行役員制度に加え、委任型執行役員制度を導入

いたしました。

有価証券報告書提出日（2026年10月30日）現在の執行役員は以下の15名であり、そのうち４名(※)は委任

型執行役員となっております。

氏名 担当

根本 義和 ※執行役員　工事本部長

岡井 勇 ※執行役員　研究開発本部長

土田 俊昭 ※執行役員　安全・品管・放管本部長

緒方 浩之 ※執行役員　経営企画室長

及川 和彦 執行役員　工事本部本部長付

佐藤 剛 執行役員　工事本部副本部長

五十嵐 一憲 　執行役員　営業本部長

吉田 寛之 執行役員　工事本部副本部長

佐藤 雅俊 執行役員　電力小売事業本部長

中林 泰三 　執行役員　経理・財務部長

木田 純一 　執行役員　総務部長

市場 裕介 　執行役員　再エネ工事部長

川本 哲也 執行役員　営業本部副本部長

石田 久喜 　執行役員　再生可能エネルギー開発本部長

大塚 太郎 執行役員　仙台営業所長
 

 
2026年11月１日以降、当社の執行役員は以下の７名で、全員が委任型執行役員となる予定であります。

氏名 担当

根本 義和 執行役員　工事本部長

岡井 勇 執行役員　研究開発本部長

土田 俊昭 執行役員　安全・品管・放管本部長

緒方 浩之 執行役員　経営企画室長

五十嵐 一憲 執行役員　営業本部長

吉田 寛之 執行役員　工事本部副本部長

川本 哲也 執行役員　営業本部副本部長
 

（注）及川 和彦、佐藤 剛、佐藤 雅俊、中林 泰三、木田 純一、市場 裕介、石田 久喜及び大塚 太郎は、

執行役員を退任し、2026年11月１日以降、各所属部門の運営を担う理事として業務にあたる予定となっ

ております。

 
② 社外役員の状況

当社の社外取締役は長谷川 淳治氏、栗林 利紗氏、伊藤 綾乃氏の３名であります。

長谷川淳治氏は、豊富な経営管理の経験を有することから、当社の業務執行を監督するのに適切な人材と判断し

選任しております。当社と同氏との間には人的関係、資本的関係、取引関係その他の特別な利害関係はありませ

ん。

栗林利紗氏は、公認会計士として豊富な経験及び企業会計、税務に関する高度な専門知識を有していることか

ら、当社の業務執行を監督するのに適切な人材と判断し選任しております。株式会社Rizzeの代表取締役でありま

す。なお、当社と同氏及び株式会社Rizzeとの間には人的関係、資本的関係、取引関係その他の特別な利害関係は

ありません。
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伊藤 綾乃氏は、弁護士の資格を有しており企業法務に関する相当程度の知見を有していることから、専門的な

知識・経験等を当社の経営に独立した立場から反映していただくことを期待し、社外取締役として選任しておりま

す。伊藤法律事務所の代表であります。なお、当社と同氏及び伊藤法律事務所との間には人的関係、資本的関係、

取引関係その他の特別な利害関係はありません。

当社の社外監査役は赤津 澄之氏、椎名 真司氏、安松 綾菜氏の３名であります。

赤津 澄之氏は、日立原町電子工業株式会社（現ミネベアパワーデバイス株式会社）の取締役でありました。豊

富な知見から会社経営に関する経営の監視や適切な助言を期待できることから、社外監査役として選任しておりま

す。当社と同氏及びミネベアパワーデバイス株式会社との間に取引関係はありません。なお、当社と同氏との間に

は人的関係、資本的関係、取引関係その他の特別な利害関係はありません。

椎名 真司氏は、株式会社東京エネシスの取締役監査等委員でありました。豊富な知見から会社経営に関する経

営の監視や適切な助言を期待できることから、社外監査役として選任しております。当社と同氏との間には人的関

係、資本的関係、取引関係その他の特別な利害関係はありません。

安松 綾菜氏は、公認会計士の資格を有しており財務及び会計に関する相当程度の知見を有していることから、

専門的な知識・経験等を当社の監査に独立した立場から反映していただくことを期待し、社外監査役として選任し

ております。tokumo会計事務所の代表であります。なお、当社と同氏及びtokumo会計事務所との間には人的関係、

資本的関係、取引関係その他の特別な利害関係はありません。

当社においては、社外取締役又は社外監査役を選任するにあたり、独立性に関する基準又は方針として明確に定

めたものはありませんが、東京証券取引所の定める独立役員の独立性に関する判断基準を踏まえて、独立性を確保

しつつ職務を適切に遂行できる人物を社外役員として選任しております。

 
③ 社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統

制部門との関係

常勤監査役は、会計監査人及び内部監査担当者と随時連絡を取り合うことにより情報を共有し、会計監査及び内

部監査にも適宜同席・同行するなどの連携を取っております。非常勤の社外監査役は、毎月の監査役会において、

常勤監査役から内部監査担当者及び会計監査人との連携状況についての報告を受け、必要に応じて管理部門との連

携により経営情報を入手しております。また、社外取締役を含む取締役は監査役と適宜会合を持ち意思疎通を図っ

ていくこととしております。
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(3) 【監査の状況】

①　監査役監査の状況

当社は監査役会設置会社であり、常勤監査役１名、非常勤監査役２名の合計３名で監査役会を構成していま

す。監査役会は、監査計画及び監査方針に基づき、独立的な立場から、取締役の職務が法令や定款に適合してい

るか、取締役会などの重要会議における意思決定が適法かつ妥当であるかについて監査しています。

常勤監査役である赤津澄之氏は、日立原町電子工業株式会社（現 ミネベアパワーデバイス株式会社）におい

て、工場長、取締役兼事業部長及び内部監査業務を歴任しており、製造現場の業務運営、企業経営及び内部統

制・監査に関する知見を有しております。これらの経験を活かし、常勤監査役として日常的な監査及び経営上の

重要事項の検証を担っております。監査役である椎名真司氏は、株式会社東京エネシスにおいて執行役員総務部

長、監査役及び取締役監査等委員を歴任しており、総務・管理部門、企業経営及び監査実務に関する豊富な経験

と知見を有しております。また、監査役である安松綾菜氏は、公認会計士の資格を有しており、あずさ監査法人

での業務経験から、企業の会計業務に精通しております。当社は、これら各監査役の多様な経験及び専門性を監

査役会における審議並びに取締役の職務執行の監査に活かすことにより、監査機能の実効性向上を図っておりま

す。

また、内部統制システムの有効性、事業報告及び計算書類の適法性及び適正性、会計監査人の選任や監査の相

当性についても確認し、必要に応じて改善提案を行っています。さらに、競合取引や利益相反取引が法令に従っ

て行われているかも監視しています。

常勤監査役は日常的な監査を通じて、財務状況や業務運営を監査しています。また、取締役会や経営会議など

の重要会議に出席して議論や意思決定を直接確認しています。加えて、議事録や稟議書、重要な契約書を閲覧

し、取締役の業務遂行が法令及び定款に適合しているかを監視しています。さらに、代表取締役社長との意見交

換や取締役や執行役員からの業務報告の受領に加え、内部監査室及び会計監査人から定期的に監査に関する報告

を受け、四半期に１回目安で三様監査会議を開催し、積極的に情報交換を行うなど、相互の連携を図っていま

す。また、各事業所への往査や業務部門へのインタビューを通じ、経営リスクの低減やコーポレート・ガバナン

スの向上に寄与しています。

これらの監査活動の結果は監査役会に報告され、最終的に監査報告として取りまとめられ、企業の透明性と適

法性の維持に努めております。

当事業年度において当社は監査役会を月１回、又は必要に応じて臨時監査役会を開催しており、個々の監査役

の出席状況については次のとおりであります。

氏名 開催回数 出席回数

椎名 真司 14 14

赤津 澄之 14 14

安松 綾菜 14 14
 

 
②　内部監査の状況

当社における内部監査は、代表取締役社長直属の独立した部署である内部監査室を担当部署として、２名を配

置しており、内部監査規程に基づき、関係会社を含めた全部署を対象として内部監査を毎期実施し、業務運営の

適正性を確保しています。内部監査では、社内の各業務が社内規程及び社内ルールに基づいて適正に運営されて

いるかを厳正に監査し、経営の健全化及び効率化に資するとともに、内部統制の強化を図っております。

 
内部監査室は、監査結果については定期的（年１回以上）代表取締役社長及び監査役に報告するとともに、そ

の報告書写しを被監査事業所の本部長並びに被監査部署の本部長あてに送付しています。また、内部監査の実効

性を確保するため、監査結果については監査役及び監査役会に対して直接報告を行う体制としているほか、適

宜、取締役会においても内部監査報告を実施しております。経営上の重要課題や緊急性の高い事項が確認された

場合には、内部監査規程に基づき、監査役会の承認を得たうえで是正指示を行い、その内容及び対応状況につい

ては、代表取締役社長に報告するとともに、必要に応じて取締役会及び監査役会へも直接報告を行う体制として

おります。

加えて、被監査部門による改善報告を受け、内部監査室にて内容確認のうえ、必要に応じてフォローアップ監

査を実施し、改善状況を継続的に確認しております。

 

EDINET提出書類

株式会社ビーエイブル(E41918)

有価証券報告書

 65/128



さらに、監査役及び会計監査人と随時意見交換を行い、四半期に１回三様監査会議を開催し、堅確な内部監査

体制の構築と実施を図るとともに、監査役及び会計監査人による監査の実効性に寄与しています。加えて、内部

監査の実効性を確保するための取組みとして、内部監査室では監査計画の策定にあたり、リスクベースのアプ

ローチを行っており、特にリスクの高い業務や部門に重点を置いて監査を実施しています。また、監査後には

フォローアップ監査を行い、指摘事項の是正状況を確認し、未解決の問題がないかを追跡しています。これによ

り、監査状況、監査結果及び重要な問題点等が代表取締役社長や監査役会に適切に伝達され、必要に応じて迅速

かつ適切な対策が検討・実施される体制を確立しています。

 
③　会計監査の状況

ａ　監査法人の名称

栄監査法人

 
ｂ　継続監査期間

2024年７月期以降の３年間

 
ｃ　業務を執行した公認会計士

指定社員　業務執行社員　公認会計士　横井　陽子

指定社員　業務執行社員　公認会計士　比佐　進一郎

 
ｄ　監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士４名、その他１名であります。

 
ｅ　監査法人の選定方針と理由

当社は、会計監査人の選定に関しては、会計監査人の品質管理体制、独立性、及び専門性等を総合的に勘

案し問題がないことを確認する方針としており、当該基準を満たし高品質な監査を維持しつつ効率的な監査

業務の運用が期待できることから、栄監査法人を会計監査人として選定しております。

 
ｆ　監査役及び監査役会による監査法人の評価

当社の監査役及び監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が発行する「会計監査人の評価及び選定基準

策定に関する監査役等の実務指針」に基づいて、監査法人に対して評価を行っております。

その結果、栄監査法人による監査が適切であると判断し、決定しております。

 
④　監査報酬の内容等

ａ　監査公認会計士等に対する報酬の内容

 

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

26,000 ― 28,000 1,350
 

 

（前事業年度）

当社における非監査業務は、該当事項はありません。

 
（当事業年度）

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、有価証券届出書の提出に伴うコン

フォートレター作成業務であります。

 
ｂ　監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬(ａを除く)

該当事項はありません。
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ｃ　その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 
ｄ　監査報酬の決定方針

監査日程、当社の規模及び業務の特性等を総合的に勘案し、監査法人から提示を受けた監査報酬見積額を

もとに当社と監査法人の両者協議の上、監査役会の同意を得て決定しております。

 

ｅ　監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度の監

査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂行状況を確

認し、最近事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第

399条第１項の同意を行っております。
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(4) 【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を定めており、その内容は、株主総会で決議さ

れた報酬等の枠内で、会社業績と本人の職務遂行状況等を総合的に勘案することとしております。

当社の取締役及び監査役の報酬等に関して、2025年10月24日開催の第35回定時株主総会において、取締役は年

額200百万円以内(決議日時点の取締役の員数は11名)、監査役は年額25百万円以内(決議日時点の監査役の員数は

３名)と決議しております。なお、取締役の報酬については、2026年10月29日開催の第36回定時株主総会におい

て、取締役の減員に伴い、年額150百万円以内（うち社外取締役は年額30百万円以内、決議日時点の取締役の員数

は7名）に改定することを決議しております。

当社の取締役（社外取締役を除く）の報酬は、企業価値の持続的な向上を図ることを念頭に置き、個々の取締

役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針として、具体的には職責に応じた

固定報酬と、業績動向を踏まえた役員賞与の金銭報酬、ならびに中長期的なインセンティブを企図した非金銭報

酬として、不定期に発行するストック・オプションにより構成されております。当事業年度においては、取締役

に対してストック・オプションを付与しております。

固定報酬、業績連動報酬である役員賞与及び非金銭報酬であるストック・オプションの支給割合については、

各取締役の職責、業績への貢献度、当社の業績動向及び企業価値の持続的な向上に資するインセンティブとして

の有効性等を総合的に勘案して決定することとしております。なお、業績連動報酬と業績連動報酬以外の報酬等

の具体的な支給割合については、あらかじめ固定的な割合を定めず、各取締役の職責等を踏まえて決定すること

としております。

役員賞与については、当事業年度末時点の業績を明確に反映するため、業績動向、年度予算の達成状況及び個

人別の業績評価を勘案して決定することとしております。当社は、業績連動報酬等として取締役（社外取締役を

除く。）に対して役員賞与を支給しており、その指標は経常利益率としております。当該指標は、収益性及び経

営成果を適切に反映することから採用しており、経常利益率10％以上を目標としております。なお、賞与原資

は、経常利益率10％を超えて計上した利益の５％を上限として算定しております。

また、2024年10月24日開催の取締役会決議により、指名・報酬諮問委員会を設置しました。取締役の個人別の

報酬等の内容の原案は、独立社外取締役を主要な構成員とする指名・報酬諮問委員会に諮問して答申を得たの

ち、取締役会において当該答申を踏まえて審議・決定しております。なお、個人別の報酬額については、取締役

会決議に基づき代表取締役がその具体的内容について委任を受けることができるものとし、代表取締役は、指

名・報酬諮問委員会の答申、及び取締役会における審議内容を最大限尊重したうえで、受任した権限の範囲にお

いてこれを行使するものとしております。

なお、当事業年度に係る個人別の報酬等は、2025年10月24日開催の取締役会において、第35回株主総会の決議

により承認を得た取締役の報酬等の枠内で、代表取締役社長 佐藤 順英に決定を委任することを決議しておりま

す。個人別の報酬等の額の決定を代表取締役に一任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各取締役個人

の評価を行うには代表取締役が適していると判断したためであります。また、当社取締役会は、取締役の個人別

の報酬等について、当該報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が、取締役会で決議された決定方

針と整合していることを確認しております。監査役の報酬は、監査役会で個別報酬額を審議の上決定しておりま

す。

 
②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(名)固定報酬 業績連動報酬 非金銭報酬等

取締役
(社外取締役を除く。)

147,276 145,314 1,961 ― 8

監査役
（社外監査役を除く。）

― ― ― ― ―

社外役員 28,680 28,680 ― ― 6
 

 
③　役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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④　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。
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(5) 【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、株式

の価値の変動又は株式に係る配当によって利益を受けることを目的とする投資を純投資目的である投資株式と

し、それ以外を純投資目的以外の目的である投資株式としております。

 
②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ 保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内

容

保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式について、当該株式が、取引先との関係強化を目的とし

て、当社グループ全体の企業価値向上に資することを条件に保有しております。

保有中の銘柄に関しては、取締役会・経営会議等に対する定期的な報告を行っております。また、当該銘柄

について保有する意義又は合理性が認められなくなったときは、速やかに売却交渉を開始いたします。

なお、「保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式」に係る議決権行使については、議案の内容につ

いて個別に精査し、投資先の経営方針、経営戦略、経営計画及び社会情勢等を勘案して妥当性を検討した上で

行使することを基本としております。

 

ｂ 銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(千円)

非上場株式 2 3,000

非上場株式以外の株式 3 43,268
 

 
（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

該当事項はありません。

 
（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

該当事項はありません。

 
ｃ　特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上
額

（千円）

貸借対照表計上
額

（千円）

株式会社大東銀行

20,000 20,000

同社は当社の株主であり、継続的な取引
関係の維持・強化に加え、設備投資資金
に係る融資支援等を通じて当社の資金調
達基盤の安定化に資する関係にあること
から保有しております。定量的な保有効
果の記載は困難でありますが、取引状
況、資金調達支援の状況、配当実績、株
価変動リスク等を総合的に勘案し、保有
の適否を継続的に検証しております。

有

20,400 14,700

株式会社ハイデイ
日高

6,568 6,568

経営者間の継続的な情報交換等を通じ
て、経営管理及び企業価値の向上に資す
る知見の獲得を目的として保有しており
ます。定量的な保有効果の記載は困難で
ありますが、当該関係を通じた情報収集
の状況、配当実績、株価変動リスク等を
総合的に勘案し、保有の適否を継続的に
検証しております。

無

18,915 22,331
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銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上
額

（千円）

貸借対照表計上
額

（千円）

株式会社福島銀行

11,800 11,800

地元金融機関として継続的な取引関係を
有しており、地域経済及び事業環境に関
する情報提供並びに設備投資資金に係る
融資支援等を通じて、当社の事業運営及
び資金調達基盤の安定化に資する関係に
あることから保有しております。定量的
な保有効果の記載は困難でありますが、
取引状況、情報提供及び資金調達支援の
状況、配当実績、株価変動リスク等を総
合的に勘案し、保有の適否を継続的に検
証しております。

無

3,953 2,796

 

 
みなし保有株式

 該当事項はありません。

 
③　保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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５ 【従業員の状況等】

(1) 【人材戦略に関する基本方針等】

当社は、「人的資本の強化、ならびに多様性の確保」をサステナビリティ経営の推進における重要なテーマの

一つとして位置付け、各種取り組みを進めております。なお、将来に関する当該事項は、本書提出日現在におい

て当社が入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づくものであり、実際の結果は、経営環

境、社会情勢、法令・政策その他の不確実な要因により、当該記載と異なる可能性があります。

当社では、社員一人ひとりが当社の成長を支える重要な存在であるとの認識のもと、「人を大切にする企業」

を目指し、多様な人材が仕事と家庭を両立しながら、最大限の能力を発揮できる職場環境及び企業風土の醸成に

取り組んでおります。

また、多様性の強みを活かした組織風土の醸成は、当社社是及び経営理念の実現に資するものと考えており、

性別、国籍、新卒・中途採用等を問わず、多様な個性、経験、能力及び価値観を有する人材の中核人材への登用

を進めております。

人的多様性の確保に関する人材育成方針及び社内環境整備方針、ならびに具体的な指標や目標は定めておりま

せんが、多様な人材がその能力を十分に発揮できる職場環境等の整備は、当社の中長期的な企業価値の向上に資

するものと認識しております。今後は多様性の内容にかかる具体的な目標設定や、進捗状況の開示等について検

討してまいります。

当社における従業員の給与その他の給付の額及び内容の決定に関する方針につきましては、市場水準や職責、

企業業績及び個人の成果・貢献度等を総合的に勘案しつつ、適正な給与水準の確保に努め、公正で納得感のある

評価・処遇を行っております。賞与につきましては会社全体の業績及び個人の実績等を勘案して決定しておりま

す。

当社は、中期経営計画において「事業基盤の強靭化」及び「再生可能エネルギー事業の拡大」を重点施策とし

て位置付けております。これらの経営戦略を実現するため、人材の確保及び育成を重要な経営課題と認識し、人

財投資を中心とした経営基盤の強化に取り組んでおります。具体的には、工事計画、施工管理、安全・品質管

理、再生可能エネルギー事業運営及び研究開発を担う人材の採用・育成に注力するとともに、資格取得支援や階

層別教育を通じて専門性の向上を図っております。なお、当社の経営戦略の詳細については、「第２ 事業の状況

１ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載のとおりであります。

 

(2) 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

    2026年７月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)
平均年間給与の対前
事業年度増減率(％)

224〔16〕 46.4 6.1 5,947 4.4
 

 
セグメントの名称 従業員数(名)

工事事業 107 〔5〕

再生可能エネルギー事業 30 〔2〕

その他事業 42 〔7〕

全社(共通) 45 〔2〕

合計 224 〔16〕
 

(注) １．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者、契約社員を含む就業人員数であり

ます。

２．従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の最近１年間の平均人員であります

３．臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

４．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

５．全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門及び研究開発部門の従業員であります。

 
(2) 労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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(3) 管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の

額の差異

 

当事業年度

補足説明管理的地位にある労働者
に占める女性労働者の割

合(％)
(注)１

男性労働者の
育児休業取得率(％)

(注)２

労働者の男女の
賃金の額の差異(％)

(注)１

正規雇用
労働者

パート・
有期労働者

全労働者
正規雇用
労働者

パート・
有期労働者

11.5 100.0 ― 65.5 69.2 50.0 (注)３
 

(注) １．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」(平成27年法律第64号)の規定に基づき算出したもので

あります。

　　　２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規

定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成

３年労働省令第25号）第71条の６第２号における育児休業等及び育児目的休暇の取得割合を算出したもので

あります。

     ３．当社では役割・能力に基づく等級制度及び評価制度を導入しており、同一の役割・職務・等級における男女

間の賃金差はありません。全労働者における男女の賃金差異は、技術系職種に男性が多い一方で事務系職種

に女性が多いなど職種構成の違いに加え、女性は若年層が多く、男性は50代～60代を中心とした年配層が多

いことによる勤続年数や等級分布の差によるものです。今後は女性管理職比率の向上やキャリア形成支援に

取り組み、構造的な賃金差異の縮小を図ってまいります。
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第５ 【経理の状況】

 
１ 財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

 
２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(2025年８月１日から2026年７月31日まで)

の財務諸表について、栄監査法人の監査を受けております。

 
３ 連結財務諸表について

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものと

して、連結財務諸表は作成しておりません。なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割

合を示すと次のとおりであります。　

　①資産基準　　　　　　  0.0％　

　②売上高基準　　　　  　0.0％　

　③利益基準　　　　    △0.9％　

　④利益剰余金基準　    △0.2％　

　※会社間項目の消去後の数値により算出しております。

 
４ 財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には会計基準等の内容を適

切に把握し、会計基準等の変更について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会計

基準機構へ加入するとともに、財務・会計専門情報誌の定期購読及び専門的な情報を有する各種団体が行うセミ

ナー等に参加しております。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2025年７月31日)
当事業年度

(2026年７月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 ※４  1,197,283 ※４  1,879,342

  完成工事未収入金 ※３,※４  556,975 ※３,※４  563,210

  契約資産 ※３  2,405,988 ※３  2,642,531

  電子記録債権 7,290 1,650

  未成工事支出金 89,992 ※１  77,090

  原材料及び貯蔵品 17,784 15,809

  前渡金 ― 7,689

  前払費用 41,843 74,959

  未収入金 ※３  28,036 ※３  26,496

  金利スワップ資産 15,903 33,553

  その他 ※３  22,786 ※３  7,063

  流動資産合計 4,383,884 5,329,396

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 373,809 350,262

   建物附属設備（純額） 114,681 110,110

   構築物（純額） ※４  27,550 ※４  31,734

   機械及び装置（純額） ※４  528,246 ※４  471,422

   車両運搬具（純額） 27,731 45,500

   工具、器具及び備品（純額） 55,552 96,246

   土地 232,932 543,375

   リース資産（純額） 48,896 203,322

   建設仮勘定 786,314 1,466,610

   有形固定資産合計 ※２  2,195,715 ※２  3,318,586

  無形固定資産   

   ソフトウエア 148,810 187,155

   ソフトウエア仮勘定 2,372 ―

   特許権 ― 10,000

   無形固定資産合計 151,182 197,155

  投資その他の資産   

   投資有価証券 42,827 46,268

   関係会社株式 41,000 41,000

   出資金 30,700 30,746

   関係会社出資金 2,595,150 3,052,367

   長期前払費用 25,152 20,802

   繰延税金資産 86,999 72,288

   その他 26,017 ※３  47,697

   投資その他の資産合計 2,847,847 3,311,169

  固定資産合計 5,194,745 6,826,912

 資産合計 9,578,630 12,156,308
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2025年７月31日)
当事業年度

(2026年７月31日)

負債の部   

 流動負債   

  電子記録債務 128,209 140,012

  工事未払金 537,564 551,745

  短期借入金 ※５  600,000 ―

  １年内返済予定の長期借入金 ※４,※６  325,040 ※４,※５,※６  348,595

  リース債務 13,890 41,741

  未払金 ※３  737,439 ※３  114,321

  未払費用 121,854 141,566

  未払法人税等 43,124 178,879

  未払消費税等 143,012 51,708

  未成工事受入金 65,012 46,444

  前受金 55 55

  預り金 22,924 28,000

  賞与引当金 79,159 79,546

  役員賞与引当金 ― 1,961

  工事損失引当金 3,629 ―

  資産除去債務 78,000 ―

  流動負債合計 2,898,916 1,724,579

 固定負債   

  長期借入金 ※４,※６  1,420,540 ※４,※５,※６  2,539,128

  リース債務 42,870 184,301

  資産除去債務 120,395 132,807

  固定負債合計 1,583,805 2,856,237

 負債合計 4,482,722 4,580,817

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 36,695 36,695

  資本剰余金   

   その他資本剰余金 ― 1,334,155

   資本剰余金合計 ― 1,334,155

  利益剰余金   

   利益準備金 9,173 9,173

   その他利益剰余金   

    特別償却準備金 33,806 48,610

    圧縮積立金 3,308 3,156

    繰越利益剰余金 5,451,458 6,172,324

   利益剰余金合計 5,497,746 6,233,264

  自己株式 △452,750 △46,042

  株主資本合計 5,081,691 7,558,072

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 14,215 17,418

  評価・換算差額等合計 14,215 17,418

 純資産合計 5,095,907 7,575,491

負債純資産合計 9,578,630 12,156,308
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 2024年８月１日
　至 2025年７月31日)

当事業年度
(自 2025年８月１日
　至 2026年７月31日)

売上高   

 完成工事高 7,852,556 8,619,016

 その他の売上高 1,131,614 1,289,513

 売上高合計 ※１,※２  8,984,171 ※１,※２  9,908,530

売上原価   

 完成工事原価 5,876,594 6,283,759

 その他の売上原価 970,788 1,158,225

 売上原価合計 ※２,※３  6,847,382 ※２,※３  7,441,984

売上総利益   

 完成工事総利益 1,975,962 2,335,256

 その他の売上総利益 160,826 131,288

 売上総利益合計 2,136,788 2,466,545

販売費及び一般管理費 ※２,※４,※５  1,465,483 ※２,※４,※５  1,456,857

営業利益 671,305 1,009,688

営業外収益   

 受取利息 ※２  915 ※２  2,801

 受取配当金 987 1,200

 金利スワップ評価益 10,107 17,650

 受取家賃 13,297 11,657

 受取保険金 ― 30,000

 業務受託料 ※２  14,260 ※２  26,200

 雑収入 8,945 ※２  16,455

 営業外収益合計 48,514 105,965

営業外費用   

 支払利息 34,124 58,745

 資金調達費用 28,196 5,300

 上場関連費用 ― 21,507

 雑損失 674 8,007

 営業外費用合計 62,995 93,561

経常利益 656,824 1,022,092

特別利益   

 固定資産売却益 ※６  1,974 ※６  239

 特別利益合計 1,974 239

特別損失   

 固定資産除売却損 ※７  412 ※７  9,757

 減損損失 ― 2,165

 特別損失合計 412 11,922

税引前当期純利益 658,386 1,010,410

法人税、住民税及び事業税 161,934 260,420

法人税等調整額 20,812 14,471

法人税等合計 182,747 274,892

当期純利益 475,639 735,517
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【売上原価明細書】

（1）完成工事原価報告書

  
前事業年度

(自 2024年８月１日
至 2025年７月31日)

当事業年度
(自 2025年８月１日
至 2026年７月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ  材料費  509,116 8.7 365,207 5.8

Ⅱ  労務費  422,776 7.1 445,801 7.1

Ⅲ 外注費  3,680,438 62.6 4,066,041 64.7

Ⅳ 経費 ※２ 1,264,263 21.5 1,406,709 22.4

計  5,876,594 100.0 6,283,759 100.0
 

（注）１．当社の原価計算は、個別原価計算であります。

※２．経費のうちには工事損失引当金繰入額が、前事業年度△43,935千円、当事業年度△3,629千円それぞれ

含まれております。

 
（2）その他の売上原価報告書

  
前事業年度

(自 2024年８月１日
至 2025年７月31日)

当事業年度
(自 2025年８月１日
至 2026年７月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ  材料費  30,666 3.2 60,651 5.2

Ⅱ  労務費  290,875 30.0 399,298 34.5

Ⅲ 外注費  429,007 44.2 486,754 42.0

Ⅳ 経費  220,238 22.7 211,520 18.3

計  970,788 100.0 1,158,225 100.0
 

（注）当社の原価計算は、個別原価計算であります。

EDINET提出書類

株式会社ビーエイブル(E41918)

有価証券報告書

 78/128



③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　2024年８月１日　至　2025年７月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他

資本剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計特別償却

準備金
圧縮積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 36,695 ― ― 9,173 33,845 3,671 4,975,417 5,022,107

当期変動額         

当期純利益   ―    475,639 475,639

自己株式の処分   ―     ―

特別償却準備金の積立   ―  7,104  △7,104 ―

特別償却準備金の取崩   ―  △7,144  7,144 ―

圧縮積立金の取崩   ―   △363 363 ―

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
        

当期変動額合計 ― ― ― ― △39 △363 476,041 475,639

当期末残高 36,695 ― ― 9,173 33,806 3,308 5,451,458 5,497,746
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産

合計自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等

合計

当期首残高 △452,750 4,606,052 12,435 12,435 4,618,488

当期変動額      

当期純利益  475,639   475,639

自己株式の処分  ―   ―

特別償却準備金の積立  ―   ―

特別償却準備金の取崩  ―   ―

圧縮積立金の取崩  ―   ―

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  1,780 1,780 1,780

当期変動額合計 ― 475,639 1,780 1,780 477,419

当期末残高 △452,750 5,081,691 14,215 14,215 5,095,907
 

 

EDINET提出書類

株式会社ビーエイブル(E41918)

有価証券報告書

 79/128



 

当事業年度(自　2025年８月１日　至　2026年７月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他

資本剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計特別償却

準備金
圧縮積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 36,695 ― ― 9,173 33,806 3,308 5,451,458 5,497,746

当期変動額         

当期純利益   ―    735,517 735,517

自己株式の処分  1,334,155 1,334,155     ―

特別償却準備金の積立   ―  21,653  △21,653 ―

特別償却準備金の取崩   ―  △6,849  6,849 ―

圧縮積立金の取崩   ―   △151 151 ―

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
        

当期変動額合計 ― 1,334,155 1,334,155 ― 14,803 △151 720,865 735,517

当期末残高 36,695 1,334,155 1,334,155 9,173 48,610 3,156 6,172,324 6,233,264
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産

合計自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等

合計

当期首残高 △452,750 5,081,691 14,215 14,215 5,095,907

当期変動額      

当期純利益  735,517   735,517

自己株式の処分 406,707 1,740,863   1,740,863

特別償却準備金の積立  ―   ―

特別償却準備金の取崩  ―   ―

圧縮積立金の取崩  ―   ―

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  3,202 3,202 3,202

当期変動額合計 406,707 2,476,381 3,202 3,202 2,479,583

当期末残高 △46,042 7,558,072 17,418 17,418 7,575,491
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 2024年８月１日
　至 2025年７月31日)

当事業年度
(自 2025年８月１日
　至 2026年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 658,386 1,010,410

 減価償却費 243,261 276,763

 固定資産除売却損 412 9,757

 固定資産売却益 △1,974 △239

 金利スワップ評価損益（△は益） △10,107 △17,650

 減損損失 ― 2,165

 システム障害対応引当金の増減額（△は減少） △51,000 ―

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △228 ―

 賞与引当金の増減額（△は減少） 7,390 386

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） ― 1,961

 工事損失引当金の増減額（△は減少） △43,935 △3,629

 受取利息及び受取配当金 △1,903 △4,002

 支払利息 34,124 58,745

 売上債権の増減額（△は増加） △162,041 △17,773

 契約資産の増減額（△は増加） △313,664 △236,542

 棚卸資産の増減額（△は増加） 10,301 14,877

 仕入債務の増減額（△は減少） △29,406 33,434

 未払金の増減額（△は減少） 29,476 81,078

 未払費用の増減額（△は減少） 34,003 17,450

 未成工事受入金の増減額（△は減少） △412,421 △18,572

 その他 41,784 △85,009

 小計 32,458 1,123,612

 利息及び配当金の受取額 1,853 3,890

 利息の支払額 △34,520 △56,167

 法人税等の支払額 △310,505 △124,665

 法人税等の還付額 4,916 21

 営業活動によるキャッシュ・フロー △305,797 946,691

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △85,498 △1,868,808

 有形固定資産の売却による収入 49,252 4,217

 無形固定資産の取得による支出 △37,703 △100,961

 資産除去債務の履行による支出 ― △78,000

 貸付けによる支出 ― △8,000

 関係会社出資金の払込による支出 ― △457,217

 出資金の払込による支出 △30,000 △46

 その他 △16,441 △2,450

 投資活動によるキャッシュ・フロー △120,390 △2,511,266

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 400,000 △600,000

 長期借入れによる収入 ― 1,476,000

 長期借入金の返済による支出 △325,040 △333,856

 リース債務の返済による支出 △9,147 △28,072

 自己株式の処分による収入 ― 1,740,863

 資金調達費用の支払による支出 △28,196 △5,300

 その他 ― △3,000

 財務活動によるキャッシュ・フロー 37,616 2,246,634

現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △388,571 682,059

現金及び現金同等物の期首残高 1,585,854 1,197,283

現金及び現金同等物の期末残高 ※  1,197,283 ※  1,879,342
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 関係会社株式、関係会社出資金

移動平均法による原価法

 

(2) その他の有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

 

２　棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 未成工事支出金

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）

 

(2) 原材料・貯蔵品

先入先出法又は個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）

 

３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　 15～50年

建物附属設備　　　　　 ８～15年

構築物　　　　　 　　　10～15年

機械及び装置　　　　　 ６～17年

車両運搬具　　　　　　 ４～５年

工具、器具及び備品　　 ３～15年

 
(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

 

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 
(4) 長期前払費用

定額法を採用しております。
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４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

 

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上してお

ります。

 

(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度末における業績を勘案した支給見込額に基づき

計上しております。

 
(4) 工事損失引当金

受注工事の損失に備えるため、未引渡工事のうち当事業年度末で損失の可能性が高く、かつ、その金額を合

理的に見積もることのできる工事について、翌事業年度以降に発生が見込まれる金額を計上しております。

 
 

５　収益及び費用の計上基準

(1) 工事事業

主に発電所関連プラント設備の設置及び解体工事等を行っており、長期の工事契約を締結しております。

当該契約については、工事の施行進捗により履行義務が一定の期間にわたり充足されると判断し、履行義務

の充足に係る進捗度を基にして収益を認識しております。進捗度は工事の総原価見積額に対する事業年度末

までの発生原価の割合に基づき算定しております。

　また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、当該履行義務を充足する際に発

生する費用を回収することが見込まれる場合は、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができ

る時まで、原価回収基準により収益を算出しております。

　なお、工期がごく短い契約については、顧客との引き渡し検収が完了した一時点で収益を認識しておりま

す。

(2) 再生可能エネルギー事業

主に発電所関連プラント設備の運営管理業務と発電所燃料の揚荷業務の支援業務を行っております。運営

管理業務は、契約期間にわたり発電設備に対して点検業務を提供する義務を負っており、点検業務の進捗に

より履行義務が一定の期間にわたり充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度を基に収益を認識し

ております。進捗度は点検業務の総原価見積額に対する事業年度末までの発生原価の割合に基づき算定して

おります。

発電所燃料の揚荷業務の支援業務は、作業完了ごとに履行義務が充足されると判断し収益を認識しており

ます。

 
６ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。
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(重要な会計上の見積り)

前事業年度(自　2024年８月１日　至　2025年７月31日)

　約束した財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識する方法

（以下、いわゆる「工事進行基準」という。）による完成工事高

（1）当事業年度の財務諸表に計上した金額

工事進行基準による完成工事高　　　　　　　 3,056,794千円

（*）当事業年度に完成した工事に係る完成工事高及び原価回収基準により認識した完成工事高は除いておりま

す。

 
（2）会計上の見積りの内容に関する情報

①当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出方法

工事進行基準による完成工事高は、工事ごとに工事収益総額、工事原価総額及び当事業年度末における工事進

捗度を見積り、工事収益総額に工事進捗度を乗じて算出しております。

②当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

工事収益総額及び工事原価総額の見積りについては、工事着工段階において実行予算を編成し、適時・適切に

工事の状況に応じて見直しを行っております。また事業年度末の工事進捗度を見積る方法として、原価比例法を

採用しております。

③翌事業年度の財務諸表に与える影響

工事は個別性が強く、工事の進行途上において当初は想定していなかった状況の変化や、工事契約の変更が行

われる場合があります。そのため、工事収益総額、工事原価総額及び工事進捗度の見積りには不確実性を伴うた

め、仮定した個別の工事ごとの諸条件と異なる事象が発生した場合には、完成工事高の金額に重要な影響を及ぼ

す可能性があります。

 
当事業年度(自　2025年８月１日　至　2026年７月31日)

　約束した財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識する方法

（以下、いわゆる「工事進行基準」という。）による完成工事高

（1）当事業年度の財務諸表に計上した金額

工事進行基準による完成工事高　　　　　　　 2,758,451千円

（*）当事業年度に完成した工事に係る完成工事高及び原価回収基準により認識した完成工事高は除いておりま

す。

 
（2）会計上の見積りの内容に関する情報

①当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出方法

工事進行基準による完成工事高は、工事ごとに工事収益総額、工事原価総額及び当事業年度末における工事進

捗度を見積り、工事収益総額に工事進捗度を乗じて算出しております。

②当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

工事収益総額及び工事原価総額の見積りについては、工事着工段階において実行予算を編成し、適時・適切に

工事の状況に応じて見直しを行っております。また事業年度末の工事進捗度を見積る方法として、原価比例法を

採用しております。

③翌事業年度の財務諸表に与える影響

工事は個別性が強く、工事の進行途上において当初は想定していなかった状況の変化や、工事契約の変更が行

われる場合があります。そのため、工事収益総額、工事原価総額及び工事進捗度の見積りには不確実性を伴うた

め、仮定した個別の工事ごとの諸条件と異なる事象が発生した場合には、完成工事高の金額に重要な影響を及ぼ

す可能性があります。
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(会計方針の変更)

該当事項はありません。

 
(未適用の会計基準等)

（リースに関する会計基準等）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日） 

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日）等

 
(1) 概要       

国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する等の取扱いを定めるもので

あります。

 
(2) 適用予定日       

2028年７月期の期首から適用予定であります。    

 
(3) 当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中でありま

す。

 
（後発事象に関する会計基準等）

・「後発事象に関する会計基準」（企業会計基準第41号　2026年１月９日　企業会計基準委員会）

・「後発事象に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第35号　2026年１月９日　企業会計基準委員

会）等

 
(1) 概要

「後発事象に関する会計基準」等は、後発事象の定義、会計処理及び開示等を取り扱う包括的な会計基準を設

定することを優先的な課題とし、日本公認会計士協会　監査・保証基準委員会　監査基準報告書560実務指針第１

号「後発事象に関する監査上の取扱い」で示されている会計に関する内容を原則として踏襲して企業会計基準委

員会に移管することを基本的な方針として、表現の見直し及び後発事象の評価期間の整理を行うとともに、財務

諸表の公表の承認に関する注記を新たに求める等、後発事象に関する会計処理及び開示について定めたものであ

ります。

 
(2) 適用予定日

2028年７月期の期首から適用予定であります。
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(表示方法の変更)

該当事項はありません。

　

(会計上の見積りの変更)

該当事項はありません。

　

(追加情報)

該当事項はありません。

　

(貸借対照表関係)

※１　棚卸資産及び工事損失引当金の表示

損失が見込まれる工事契約に係る棚卸資産は、これに対応する工事損失引当金を相殺表示しております。

相殺表示した棚卸資産に対応する工事損失引当金の額

 前事業年度
(2025年７月31日)

当事業年度
(2026年７月31日)

未成工事支出金 ― 千円 1,737 千円
 

 
※２　有形固定資産の減価償却累計額

 

 
前事業年度

(2025年７月31日)
当事業年度

(2026年７月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 1,798,966 千円 1,963,894 千円
 

 

※３　関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(2025年７月31日)
当事業年度

(2026年７月31日)

完成工事未収入金 66,611 千円 199,132 千円

契約資産 88,649 〃 86,244 〃

未収入金 19,659 〃 17,009 〃

その他（流動資産） 4,700 〃 3,326 〃

その他（投資その他の資産） ― 〃 12,700 〃

未払金 1,485 〃 1,073 〃
 

 

※４　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(2025年７月31日)
当事業年度

(2026年７月31日)

現金及び預金 36,827 千円 36,889 千円

完成工事未収入金 33,175 〃 21,101 〃

構築物 146 〃 0 〃

機械及び装置 279,318 〃 232,241 〃

計 349,468 千円 290,233 千円
 

 

 
前事業年度

(2025年７月31日)
当事業年度

(2026年７月31日)

１年内返済予定の長期借入金 73,600 千円 73,600 千円

長期借入金 235,200 〃 161,600 〃

計 308,800 千円 235,200 千円
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※５　当座貸越契約及びコミットメントライン契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため複数の取引銀行と当座貸越契約、コミットメントライン契約を締結

しています。これらの契約に基づく当事業年度末における借入未実行残高はそれぞれ次のとおりであります。

 

 
前事業年度

 (2025年７月31日)
当事業年度

(2026年７月31日)

当座貸越限度額の総額 3,550,000 千円 3,550,000 千円

借入実行残高 600,000 〃 － 〃

差引 2,950,000 千円 3,550,000 千円
 

 

 
前事業年度

 (2025年７月31日)
当事業年度

(2026年７月31日)

コミットメントライン契約の総額 2,511,000 千円 2,511,000 千円

借入実行残高 － 〃 1,346,000 〃

差引 2,511,000 千円 1,165,000 千円
 

 
※６　財務制限条項

前事業年度(自　2024年８月１日　至　2025年７月31日)

長期借入金のうち1,168,800千円（１年内返済予定の長期借入金を含む）には、以下の財務制限条項が付されており

ます。

（１）純資産維持

① 長期借入金（2014年３月契約分  308,800千円）

各年度の決算期末日の貸借対照表における純資産の部の金額を負の値としないこと。

② 長期借入金（2021年12月契約分  860,000千円）

各年度の決算期末日の貸借対照表における純資産の部の金額を、直前の決算期末日における純資産の部の金

額の75％以上に維持すること。

（２）利益維持

各年度の決算期における損益計算書に示される経常損益を２期連続して損失としないこと。

 
当事業年度(自　2025年８月１日　至　2026年７月31日)

長期借入金のうち2,305,200千円（１年内返済予定の長期借入金を含む）には、以下の財務制限条項が付されており

ます。

（１）純資産維持

① 長期借入金（2014年３月契約分  235,200千円）

各年度の決算期末日の貸借対照表における純資産の部の金額を負の値としないこと。

② 長期借入金（2021年12月契約分  724,000千円）

各年度の決算期末日の貸借対照表における純資産の部の金額を、直前の決算期末日における純資産の部の金

額の75％以上に維持すること。

③ 長期借入金（2025年３月契約分  1,346,000千円）

各年度の決算期末日の貸借対照表における純資産の部の金額を負の値としないこと。

 
（２）利益維持

各年度の決算期における損益計算書に示される経常損益を２期連続して損失としないこと。
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(損益計算書関係)

※１ 顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客と

の契約から生じる収益の金額は、財務諸表「注記事項　(収益認識関係)　１．顧客との契約から生じる収益を分

解した情報」に記載しております。

 
※２ 関係会社との取引に係るものは、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2024年８月１日
至 2025年７月31日)

当事業年度
(自 2025年８月１日
至 2026年７月31日)

営業取引による取引高     

売上高 574,465 千円 551,215 千円

受取出向料 180,995 〃 197,185 〃

水道光熱費 13,979 〃 11,550 〃

営業取引以外の取引による取引高     

業務受託料 14,260 〃 26,200 〃

受取技術料 ― 〃 4,800 〃

受取利息 20 〃 142 〃
 

 
※３ 売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額（△は戻入額）は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2024年８月１日
至 2025年７月31日)

当事業年度
(自 2025年８月１日
至 2026年７月31日)

工事損失引当金繰入額 △43,935 千円 △3,629 千円
 

 
※４ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2024年８月１日
至 2025年７月31日)

当事業年度
(自 2025年８月１日
至 2026年７月31日)

役員報酬 143,132 千円 173,994 千円

従業員給与 264,081 〃 304,635 〃

減価償却費 89,630 〃 101,494 〃

賞与引当金繰入額 23,354 〃 27,927 〃

開発費 120,918 〃 178,599 〃

     

おおよその割合     

販売費 7.0 ％ 7.0 ％

一般管理費 93.0 ％ 93.0 ％
 

 
※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 2024年８月１日
至 2025年７月31日)

当事業年度
(自 2025年８月１日
至 2026年７月31日)

一般管理費 120,918 千円 178,599 千円

計 120,918 千円 178,599 千円
 

 

※６ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 2024年８月１日
至 2025年７月31日)

当事業年度
(自 2025年８月１日
至 2026年７月31日)

車両運搬具 等 1,974 千円 239 千円

計 1,974 千円 239 千円
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※７ 固定資産除売却損の内容は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 2024年８月１日
至 2025年７月31日)

当事業年度
(自 2025年８月１日
至 2026年７月31日)

建物 ― 千円 4,397 千円

建物附属設備 ― 〃 1,850 〃

機械及び装置 350 〃 3,225 〃

工具、器具及び備品 62 〃 283 〃

計 412 千円 9,757 千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 2024年８月１日 至 2025年７月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2,035,000 ― ― 2,035,000
 

 
２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 590,000 ― ― 590,000
 

 
３ 新株予約権等に関する事項

内訳
目的となる株式の

種類

目的となる株式の数（株） 当事業
年度末残高
（千円）

当事業
年度期首

当事業
年度増加

当事業
年度減少

当事業
年度末

ストック・オプショ

ンとしての第３回新

株予約権

― ― ― ― ― ―

自社株式オプション

としての第４回新株

予約権

― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ―
 

 
４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。
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当事業年度(自 2025年８月１日 至 2026年７月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2,035,000 8,140,000 ― 10,175,000
 

（注）１．2026年３月４日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行ったため、株式数が8,140,000株増加して

おります。

 
２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 590,000 2,302,000 2,592,000 300,000
 

（注）１．2026年３月４日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行ったため、自己株式総数が2,302,000株増

加しております。

２．第三者割当による自己株式の処分により14,500株減少（株式分割前）、新規上場に伴う公募による自己株式の

処分により2,577,500株減少（株式分割後）しております。

 
３ 新株予約権等に関する事項

内訳
目的となる株式の

種類

目的となる株式の数（株） 当事業
年度末残高
（千円）

当事業
年度期首

当事業
年度増加

当事業
年度減少

当事業
年度末

ストック・オプショ

ンとしての第３回新

株予約権

― ― ― ― ― ―

自社株式オプション

としての第４回新株

予約権

― ― ― ― ― ―

ストック・オプショ

ンとしての第５回新

株予約権

― ― ― ― ― ―

自社株式オプション

としての第６回新株

予約権

― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ―
 

 
４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

配当の原資
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年10月29日
定時株主総会

普通株式 197,500 利益剰余金 20.0 2026年７月31日 2026年10月30日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

　　※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

 

 
前事業年度

(自 2024年８月１日
至 2025年７月31日)

当事業年度
(自 2025年８月１日
至 2026年７月31日)

現金及び預金 1,197,283 千円 1,879,342 千円

預入期間が３か月を超える定期預金 ―  〃 ―  〃

現金及び現金同等物 1,197,283 千円 1,879,342 千円
 

 

(リース取引関係)

１．ファイナンス・リース取引

（借主側）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(金融商品関係)

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については、銀行等金融機関からの借入によっ

ております。また、投機的なデリバティブは行わない方針であります。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である完成工事未収入金については、顧客の信用リスクに晒されておりますが、与信管理規程に沿っ

てリスク低減を図っております。

投資有価証券は主として上場株式であり、市場価格の変動リスク及び発行体の信用リスクに晒されております

が、四半期ごとに時価の把握を行いリスク低減を図っております。

関係会社出資金は、関連会社に対する出資金であり、その回収可能性について同社の事業リスクに晒されてお

りますが、同社の事業計画について、予算実績比較分析を適時に行い、差異の原因とそれを踏まえた行動計画の

合理性を検討し、財務状況を総合的に判断したうえで、回収可能性を検討しております。

営業債務である工事未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

借入金は、主に運転資金及び設備投資資金を目的としたものであり、金利の変動リスクに晒されております。

なお、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して、金利スワップ取引を実施しております。

資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）については、経理・財務本部経

理・財務部において、適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手元流動性を維持すること等により管理

しております。

 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。

 

(4) 信用リスクの集中

当事業年度の貸借対照表日現在における営業債権のうち35％が特定の大口顧客に対するものであります。
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２　金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 
前事業年度(2025年７月31日)

 

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

投資有価証券(*２) 39,827 39,827 ―

資産計 39,827 39,827 ―

長期借入金(*３) 1,745,580 1,732,785 △12,794

負債計 1,745,580 1,732,785 △12,794

デリバティブ取引(*４)    

ヘッジ会計が適用されていないもの 15,903 15,903 ―
 

(*１) 「現金及び預金」、「完成工事未収入金」、「工事未払金」、「短期借入金」については主に短期間で決済さ

れるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(*２) 市場価格のない株式等及び出資金は、上記表には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以

下のとおりであります。

区分 前事業年度（千円）

　投資有価証券  

非上場株式 3,000

　関係会社株式  

非上場株式 41,000

　出資金  

組合出資金 30,700

　関係会社出資金  

合同会社出資金 2,595,150
 

(*３) 長期借入金については、１年内返済予定分を含めて表示しています。

(*４) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、( )で示しております。
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当事業年度(2026年７月31日)

 

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

投資有価証券(*２) 43,268 43,268 ―

資産計 43,268 43,268 ―

長期借入金(*３) 2,887,724 2,859,929 △27,794

負債計 2,887,724 2,859,929 △27,794

デリバティブ取引(*４)    

ヘッジ会計が適用されていないもの 33,553 33,553 ―
 

(*１) 「現金及び預金」、「完成工事未収入金」、「工事未払金」、「短期借入金」については主に短期間で決済さ

れるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(*２) 市場価格のない株式等及び出資金は、上記表には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以

下のとおりであります。

区分 当事業年度（千円）

　投資有価証券  

非上場株式 3,000

　関係会社株式  

非上場株式 41,000

　出資金  

組合出資金 30,746

　関係会社出資金  

合同会社出資金 3,052,367
 

(*３) 長期借入金については、１年内返済予定分を含めて表示しています。

(*４) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、( )で示しております。

 

(注１) 金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度(2025年７月31日)

 

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 1,197,283 ― ― ―

完成工事未収入金 556,975 ― ― ―

合計 1,754,258 ― ― ―
 

 

当事業年度(2026年７月31日)

 

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 1,879,342 ― ― ―

完成工事未収入金 563,210 ― ― ―

合計 2,442,553 ― ― ―
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(注２) 借入金の決算日後の返済予定額

前事業年度(2025年７月31日)

 

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 600,000 ― ― ― ― ―

長期借入金（１年内含む） 325,040 325,040 325,040 305,040 205,840 259,580

合計 925,040 325,040 325,040 305,040 205,840 259,580
 

 

当事業年度(2026年７月31日)

 

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

長期借入金（１年内含む） 348,595 1,134,309 360,309 261,109 246,709 536,689

合計 348,595 1,134,309 360,309 261,109 246,709 536,689
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３　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 
(1) 時価で貸借対照表に計上している金融商品

前事業年度(2025年７月31日)

 

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 39,827 ― ― 39,827

デリバティブ取引     

　金利関連 ― 15,903 ― 15,903

資産計 39,827 15,903 ― 55,730
 

 
当事業年度(2026年７月31日)

 

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 43,268 ― ― 43,268

デリバティブ取引     

　金利関連 ― 33,553 ― 33,553

資産計 43,268 33,553 ― 76,821
 

 
(2) 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前事業年度(2025年７月31日)

 

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内含む） ― 1,732,785 ― 1,732,785

負債計 ― 1,732,785 ― 1,732,785
 

 
当事業年度(2026年７月31日)

 

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内含む） ― 2,859,929 ― 2,859,929

負債計 ― 2,859,929 ― 2,859,929
 

 
(注)　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１
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の時価に分類しております。

 

デリバティブ取引

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しております。

 

長期借入金

元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定しており、その時価をレベル２の

時価に分類しております。
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(有価証券関係)

１ 関係会社株式

関係会社株式（貸借対照表計上額　前事業年度 41,000千円、当事業年度 41,000千円）及び関係会社出資金（貸

借対照表計上額　前事業年度 2,595,150千円、当事業年度 3,052,367千円）は、市場価格のない株式等であるた

め、時価を記載しておりません。

 

２ その他有価証券

前事業年度(2025年７月31日)
 

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

   

  株式 37,031 15,176 21,854

小計 37,031 15,176 21,854

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

   

  株式 2,796 2,914 △118

小計 2,796 2,914 △118

合計 39,827 18,090 21,736
 

（注）１．非上場株式（貸借対照表計上額3,000千円）及び出資金（貸借対照表計上額30,700千円）については、市場価

格のない株式等であるため、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

２．表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

 

当事業年度(2026年７月31日)
 

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

   

  株式 43,268 18,090 25,177

小計 43,268 18,090 25,177

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

   

  株式 － － －

小計 － － －

合計 43,268 18,090 25,177
 

（注）１．非上場株式（貸借対照表計上額3,000千円）及び出資金（貸借対照表計上額30,746千円）については、市場価

格のない株式等であるため、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

２．表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。
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(デリバティブ取引関係)

１ ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

金利関連

前事業年度(2025年７月31日)

 

 種類
契約額等
(千円)

契約額等のうち
１年超
(千円)

時価
(千円)

評価損益
(千円)

市場取引
以外の取引

金利スワップ取引     

 変動受取・固定支払 1,168,800 959,200 15,903 15,903

合計 1,168,800 959,200 15,903 15,903
 

(注)  時価の算定方法  取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当事業年度(2026年７月31日)

 

 種類
契約額等
(千円)

契約額等のうち
１年超
(千円)

時価
(千円)

評価損益
(千円)

市場取引
以外の取引

金利スワップ取引     

 変動受取・固定支払 959,200 749,600 33,553 33,553

合計 959,200 749,600 33,553 33,553
 

(注)  時価の算定方法  取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。

 
(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、確定拠出制度を採用しております。

 

２．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度33,330千円、当事業年度36,742千円であります。
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(ストック・オプション等関係)

 

１．ストック・オプション及び自社株式オプションにかかる費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

 

２．ストック・オプション及び自社株式オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプション及び自社株式オプションの内容

 
第３回 新株予約権

（ストック・オプション）
第４回 新株予約権

（自社株式オプション）

付与対象者の区分及び人数
(注)１

当社取締役　 ８名
当社監査役　 ３名
当社従業員　143名

社外協力者　 ６名

株式の種類別のストック・オプショ
ン及び自社株式オプションの数　
(注)２

普通株式　486,500株 普通株式　27,100株

付与日 2025年６月30日 2025年６月30日

権利確定条件 (注)３ (注)４

対象勤務期間 対象勤務期間はありません。 対象勤務期間はありません。

権利行使期間
自 2027年６月25日
至 2035年６月24日

自 2027年６月25日
至 2035年６月24日

 

 

 
第５回 新株予約権

（ストック・オプション）
第６回 新株予約権

（自社株式オプション）

付与対象者の区分及び人数
(注)１

当社取締役　 ８名
当社従業員　 76名

社外協力者　 ３名

株式の種類別のストック・オプショ
ン及び自社株式オプションの数　
(注)２

普通株式　120,700株 普通株式　8,000株

付与日 2025年10月31日 2025年10月31日

権利確定条件 (注)３ (注)４

対象勤務期間 対象勤務期間はありません。 対象勤務期間はありません。

権利行使期間
自 2027年10月25日
至 2035年10月24日

自 2027年10月25日
至 2035年10月24日

 

(注)１．付与対象者の区分については、割当日現在の区分を記載しております。

２．株式数に換算して記載しております。2026年２月16日開催の取締役会決議に基づき、2026年３月４日付

で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。上記「ストック・オプション及び自

社株式オプションの数」は当該株式分割後の数を記載しております。

３．権利確定条件は次のとおりです。

（１）新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社又

は当社子会社の取締役、監査役、執行役員、従業員の地位を有していなければならない。ただし、新

株予約権者が任期満了により退任又は定年退職した場合、あるいは取締役会が正当な理由があると認

めた場合はこの限りではない。

（２）新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の権利行使は認めないものとする。ただ

し、取締役会が認めた場合は、この限りではない。

（３）新株予約権の行使は、当社普通株式に係る株式がいずれかの金融商品取引所に上場することを条件と

する。

４．権利確定条件は次のとおりです。

（１）新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社又

は当社子会社の取締役、監査役、執行役員、従業員、顧問、社外協力者その他これに準ずる地位を有

していなければならない。ただし、新株予約権者が任期満了により退任又は定年退職した場合、ある

いは取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。

（２）新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の権利行使は認めないものとする。ただ

し、取締役会が認めた場合は、この限りではない。

（３）新株予約権の行使は、当社普通株式に係る株式がいずれかの金融商品取引所に上場することを条件と

する。
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(2) ストック・オプション及び自社株式オプションの規模及びその変動状況

① ストック・オプション及び自社株式オプションの数

当事業年度（2026年７月期）において存在したストック・オプション及び自社株式オプションを対象と

し、ストック・オプション及び自社株式オプションの数については、株式数に換算して記載しております。

 
第３回 新株予約権

（ストック・オプション）
第４回 新株予約権

（自社株式オプション）

権利確定前(株)   

 前事業年度末 499,600 27,100

 付与 － －

 失効 13,100 －

 権利確定 － －

 未確定残 486,500 27,100

権利確定後(株)   

 前事業年度末 － －

 権利確定 － －

 権利行使 － －

 失効 － －

 未行使残 － －
 

 

 
第５回 新株予約権

（ストック・オプション）
第６回 新株予約権

（自社株式オプション）

権利確定前(株)   

 前事業年度末 － －

 付与 120,700 8,000

 失効 － －

 権利確定 － －

 未確定残 120,700 8,000

権利確定後(株)   

 前事業年度末 － －

 権利確定 － －

 権利行使 － －

 失効 － －

 未行使残 － －
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② 単価情報

 
第３回 新株予約権

（ストック・オプション）
第４回 新株予約権

（自社株式オプション）

権利行使価格(円) 1,117 1,117

行使時平均株価(円) ― ―

付与日における公正な評価単価(円) ― ―
 

 
 

第５回 新株予約権
（ストック・オプション）

第６回 新株予約権
（自社株式オプション）

権利行使価格(円) 1,117 1,117

行使時平均株価(円) ― ―

付与日における公正な評価単価(円) ― ―
 

(注)2026年２月16日開催の取締役会決議に基づき、2026年３月４日付で普通株式１株につき５株の

割合で株式分割を行っております。上記「ストック・オプション及び自社株式オプションの

数」及び「単価情報」は当該株式分割後の数及び価格を記載しております。

 
３．ストック・オプション及び自社株式オプションの公正な評価単価の見積方法

ストック・オプション及び自社株式オプションの付与日時点において、当社は未公開企業であるため、ス

トック・オプション及び自社株式オプションの公正な評価単価は本源的価値の見積りによっております。な

お、単位当たりの本源的価値を算定する基礎となる自社の株式価値の評価は、DCF法により算定した価格を基礎

として決定しております。

 

４．ストック・オプション及び自社株式オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。

 

５．ストック・オプション及び自社株式オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度

末における本源的価値の合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプション及び自社株式オプ

ションの権利行使日における本源的価値の合計額

当事業年度末における本源的価値の合計額 － 千円

当事業年度において権利行使されたストック・オプション及び自

社株式オプションの権利行使日における本源的価値の合計額
該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 前事業年度
(2025年７月31日)

 
当事業年度

(2026年７月31日)

繰延税金資産      
減損損失 85,875千円  75,436千円

賞与引当金 26,095〃  23,977〃

投資有価証券評価損 10,380〃  9,246〃

資産除去債務 68,644〃  40,931〃

開発資産 20,656〃  23,881〃

未払事業税 4,773〃  18,980〃

工事損失引当金 1,224〃  ―〃

その他 11,663〃  15,561〃

繰延税金資産小計 229,313千円  208,013千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当金 △97,711〃  △87,036〃

評価性引当額小計 △97,711千円  △87,036千円

繰延税金資産合計 131,602千円  120,976千円

      
繰延税金負債      
その他有価証券評価差額金 △7,520千円  △7,759千円

資産除去債務に対応する除去費用 △17,615〃  △17,865〃

特別償却準備金 △17,721〃  △21,656〃

その他 △1,744〃  △1,407〃

繰延税金負債合計 △44,602千円  △48,688千円

繰延税金資産純額 86,999千円  72,288千円
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 

 前事業年度
(2025年７月31日)

 
当事業年度

(2026年７月31日)

法定実効税率 33.8 ％  33.8 ％

（調整）      
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1 ％  0.1 ％

住民税均等割等 0.2 ％  1.0 ％

特別税額控除 △6.1 ％  △8.7 ％

税率変更による影響 △0.2 ％  1.0 ％

その他 0.0 ％  0.1 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.8 ％  27.2 ％
 

 

（注）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

当社は、2026年7月29日付で東京証券取引所スタンダード市場に株式を上場いたしました。この上場に伴

い実施する第三者割当増資による新株式の発行により、当社の資本金が増加し、外形標準課税適用法人とな

る見込みです。

これに伴い、2026年８月１日以降開始する事業年度における税効果会計の適用に当たり使用する法定実効

税率は、従来の34.6％から30.8％に変更となります。

この税率変更により、当事業年度末における繰延税金資産の金額は8,866千円減少し、法人税等調整額は

9,817千円増加しております。
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(資産除去債務関係)

前事業年度(2025年７月31日)

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

主として建物・土地等の原状回復義務や太陽光発電設備撤去費用等であります。

 
(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から５～30年と見積り、割引率は△0.15%～2.44％を使用して資産除去債務の金額を計算

しております。

 
(3) 当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 196,910千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 911 〃

時の経過による調整額 573 〃

有形固定資産の除却に伴う減少額 ― 〃

期末残高 198,395千円
 

 
当事業年度（2026年７月31日）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

主として建物・土地等の原状回復義務や太陽光発電設備撤去費用等であります。

 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から15～30年と見積り、割引率は0.00%～3.93％を使用して資産除去債務の金額を計算し

ております。

 

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 198,395千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 11,730 〃

時の経過による調整額 681 〃

有形固定資産の除却に伴う減少額 △78,000 〃

期末残高 132,807千円
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(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前事業年度(自　2024年８月１日　至　2025年７月31日)

     (単位：千円)

 

 報告セグメント

合計
工事事業

再生可能エネル
ギー事業

その他事業 計

一時点で移転される財 965,381 751,622 200,877 1,917,881 1,917,881

一定の期間にわたり移転される財 6,887,175 179,114 ― 7,066,290 7,066,290

顧客との契約から生じる収益 7,852,556 930,736 200,877 8,984,171 8,984,171

その他の収益 ― ― ― ― ―

外部顧客への売上高 7,852,556 930,736 200,877 8,984,171 8,984,171
 

 
当事業年度(自　2025年８月１日　至　2026年７月31日)

     (単位：千円)

 

 報告セグメント

合計
工事事業

再生可能エネル
ギー事業

その他事業 計

一時点で移転される財 822,229 719,723 291,254 1,833,207 1,833,207

一定の期間にわたり移転される財 7,796,786 278,535 ― 8,075,322 8,075,322

顧客との契約から生じる収益 8,619,016 998,259 291,254 9,908,530 9,908,530

その他の収益 ― ― ― ― ―

外部顧客への売上高 8,619,016 998,259 291,254 9,908,530 9,908,530
 

 
２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「注記事項（重要な会計方針）５．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 
３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度

末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する

情報

(1) 契約残高及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の内訳は以下のとおりであります。

  (単位：千円)

 
前事業年度

(2025年７月31日)
当事業年度

(2026年７月31日)

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 402,223 564,265

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 564,265 564,860

契約資産(期首残高) 2,092,324 2,405,988

契約資産(期末残高) 2,405,988 2,642,531

契約負債(期首残高) 477,433 65,012

契約負債(期末残高) 65,012 46,444
 

契約資産は、主に、顧客との工事契約について期末日時点で履行義務を充足しているが未請求となってい

る対価に対する当社の権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する権利が無条件になった時点

で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。当該対価は、個々の契約に定められた支払条件に従っ

て請求し、受領しております。契約資産は、主に、収益認識による増加と債権への振替による減少に伴い変

動しております。

　契約負債は、主に、顧客との工事契約について期末日時点で履行義務を充足していないが支払条件に基づ

き顧客から受け取った未成工事受入金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩され

ます。

前事業年度に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は449,924千円でありま
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す。

また、過去の期間に充足又は部分的に充足した履行義務から、前事業年度に認識した収益の額に重要性は

ありません。

当事業年度に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は54,547千円でありま

す。

また、過去の期間に充足又は部分的に充足した履行義務から、当事業年度に認識した収益の額に重要性は

ありません。

なお、貸借対照表上、契約負債は「未成工事受入金」として表示しております。

 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

前事業年度において、残存履行義務に配分した取引価格の総額は4,018,690千円であります。当該残存履行

義務に配分した取引価格の収益の認識が見込まれる時期は、概ね期末日後１年以内であります。

当事業年度において、残存履行義務に配分した取引価格の総額は3,952,394千円であります。当該残存履行

義務に配分した取引価格の収益の認識が見込まれる時期は、概ね期末日後１年以内であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、事業部・サービス区分別のセグメントから構成されており、「工事事業」、「再生可能エネルギー事

業」、「その他事業」の３つを報告セグメントとしています。

 
(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「工事事業」の廃炉・原子力分野では、原子力プラントの保守、減容処理設備、遠隔操作ロボット等による廃

炉作業、ロボットを応用したメンテナンス工事などを行っております。火力・プラント分野では、メンテナンス

を含めた各種プラント施設や発電所建設における機器・設備据付工事、その他鉄骨工事及び溶接作業を行ってお

ります。

「再生可能エネルギー事業」では、主に原子力発電設備工事で培ってきた技術により、再生可能エネルギー発

電所（太陽光発電、木質バイオマス発電、風力発電）の建設工事、オペレーション＆メンテナンス工事、太陽光

発電による電力供給を行っております。また当事業年度より電力小売事業を開始しました。翌事業年度には、関

連会社であるエイブルエナジー合同会社が運営する福島いわきバイオマス発電所の電力を活用した地産地消型の

電力販売事業を予定しております。

「その他事業」では、「地域貢献を通じて共に成長する事業」と位置付け、健康事業及び料飲事業を展開して

おります。健康事業では、福島県浜通り地域を中心に、いわき市内３か所で機能訓練型デイサービス「元氣ジ

ム」を運営するほか、居宅介護支援事業及び訪問看護事業を展開しております。料飲事業では、秋田県鹿角市に

おいて、地域活性化に資する事業として、地元食材を活用した料飲サービスを提供しております。

 
２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一でありま

す。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。
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３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度(自 2024年８月１日 至 2025年７月31日)

     （単位：千円）

 
報告セグメント

調整額
(注)１

財務諸表
計上額
(注)２工事事業

再生可能エネ
ルギー事業

その他事業 計

売上高       

  外部顧客への売上高 7,852,556 930,736 200,877 8,984,171 ― 8,984,171

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 7,852,556 930,736 200,877 8,984,171 ― 8,984,171

セグメント利益又は損失
(△)

1,143,361 1,095 △98,445 1,046,011 △374,705 671,305

セグメント資産 3,032,796 697,509 65,607 3,795,914 5,782,716 9,578,630

その他の項目       

  減価償却費 54,812 77,377 1,808 133,998 109,262 243,261

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

79,571 20,100 18,984 118,656 786,772 905,428
 

(注)１．調整額の内容は以下のとおりであります。

（１）セグメント利益又は損失(△)の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。

（２）セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主に報告セグメントに帰

属しない現金及び預金、関係会社出資金等であります。

（３）減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係る減価償却費であります。

（４）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は 、各報告セグメントに属していない管理部門に係る全

社資産の増加額であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、損益計算書の営業利益と一致しております。

 
当事業年度(自 2025年８月１日 至 2026年７月31日)

     （単位：千円）

 
報告セグメント

調整額
(注)１

財務諸表
計上額
(注)２工事事業

再生可能エネ
ルギー事業

その他事業 計

売上高       

  外部顧客への売上高 8,619,016 998,259 291,254 9,908,530 ― 9,908,530

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 8,619,016 998,259 291,254 9,908,530 ― 9,908,530

セグメント利益又は損失
(△)

1,601,249 △14,974 △96,783 1,489,490 △479,802 1,009,688

セグメント資産 3,975,044 792,972 95,201 4,863,218 7,293,090 12,156,308

その他の項目       

  減価償却費 116,343 74,849 5,224 196,418 80,345 276,763

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

577,057 18,009 19,906 614,972 862,878 1,477,850
 

(注)１．調整額の内容は以下のとおりであります。

（１）セグメント利益又は損失(△)の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。

（２）セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主に報告セグメントに帰

属しない現金及び預金、関係会社出資金等であります。

（３）減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係る減価償却費であります。

（４）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに属していない管理部門に係る全社

資産の増加額であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、損益計算書の営業利益と一致しております。
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【関連情報】

前事業年度(自 2024年８月１日 至 2025年７月31日)

１　製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２　地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

貸借対照表の有形固定資産は、すべて本邦に所在しているため、記載を省略しております。

 

３　主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

東京電力ホールディングス株式会社 4,842,025 工事事業及び再生可能エネルギー事業
 

 
当事業年度(自 2025年８月１日 至 2026年７月31日)

１　製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２　地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

貸借対照表の有形固定資産は、すべて本邦に所在しているため、記載を省略しております。

 

３　主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

東京電力ホールディングス株式会社 5,178,420 工事事業及び再生可能エネルギー事業

株式会社日立プラントコンストラクション 1,002,405 工事事業
 

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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(持分法損益等)

１．関連会社に関する事項

  （単位：千円）

 
前事業年度

(自 2024年８月１日
至 2025年７月31日)

当事業年度
(自 2025年８月１日
至 2026年７月31日)

関連会社に対する投資の金額 2,595,150 3,052,367

持分法を適用した場合の投資の金額 15,408,469 21,109,452

持分法を適用した場合の投資利益の金額 60,745 174,146
 

 
２．開示対象特別目的会社に関する事項

当社は、開示対象特別目的会社を有しておりません。
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【関連当事者情報】

１ 関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者との取引

財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

前事業年度(自 2024年８月１日 至 2025年７月31日)
 

種類
会社等の
名称
又は氏名

所在地

資本金又

は出資金

(千円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

関連
会社

エイブル
エナジー
合同会社

福島県

双葉郡
広野町

1,000

・バイオマス
発電所設備の
運転

・電力の供給、
販売等

（所有）

直接 40.0

・バイオマスの
揚荷役や発
電所／倉庫
の管理に関
する業務受
託等

・出向者の派遣
による業務
支援

・役員の兼任

管理業務の
受託

571,761

完成工事
未収入金

66,611

契約資産 88,649

出向料収入 164,109 未収入金 12,587

関連
会社

大熊
るるるん電力
株式会社

福島県
双葉郡
大熊町

90,000 地域新電力
（所有）
直接 20.0

・電力の受給／
発電所の点
検業務受託
等

・出向者の派遣
による業務
支援

・役員の兼任

電気料 13,979 未払金 1,178

出向料収入 16,886

未収入金 5,982
支援業務
受託契約金

14,260

 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格等を参考にして、一般取引先と同様に協議の上、決定しております。

 
当事業年度(自 2025年８月１日 至 2026年７月31日)

 

種類
会社等の
名称

又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

(千円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

関連
会社

エイブル
エナジー
合同会社

福島県
双葉郡
広野町

1,000

・バイオマス
発電所設備の
運転

・電力の供給、
販売等

（所有）

直接 40.0

・バイオマスの
揚荷役や発
電所／倉庫
の管理に関
する業務受
託等

・出向者の派遣
による業務
支援

・役員の兼任

管理業務の
受託(注)

536,956

完成工事
未収入金

198,802

契約資産 86,244

出向料収入
(注)

183,585 未収入金 13,724

関連
会社

大熊
るるるん電力
株式会社

福島県
双葉郡
大熊町

90,000 地域新電力
（所有）
直接 20.0

・電力の受給／
発電所の点
検業務受託
等

・出向者の派遣
による業務
支援

・役員の兼任

点検業務の
受託等(注)

11,607
完成工事

未収入金
330

電気料(注) 11,550 未払金 1,073

出向料収入
(注)

13,600

未収入金 3,122支援業務
受託契約金
(注)

26,200

関連
会社

合同会社
佐野バイオマ
ス発電

群馬県
館林市

1,000 発電事業
（所有）
直接 20.0

・設備運転保全
業務受託

出資の引受 457,217 ― ―

 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格等を参考にして、一般取引先と同様に協議の上、決定しております。
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２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記

（１）親会社情報

該当事項はありません。

 
（２）重要な関連会社の要約財務諸表

当事業年度において、重要な関連会社はエイブルエナジー合同会社及びその傘下の福島バイオマスロジス

ティックス合同会社であり、その要約連結財務諸表は次のとおりであります。
 

  (単位：千円)

 前事業年度 当事業年度

流動資産合計 16,483,627 16,317,472

固定資産合計 76,001,107 88,595,348

   
流動負債合計 7,110,129 6,067,946

固定負債合計 51,133,564 52,840,487

   
純資産合計 34,241,041 46,004,385

   
売上高 19,008,680 19,599,284

税金等調整前当期純利益 144,204 722,662

当期純利益 134,988 497,522
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(１株当たり情報)

 

 
前事業年度

(自 2024年８月１日
至 2025年７月31日)

当事業年度
(自 2025年８月１日
至 2026年７月31日)

１株当たり純資産額 705.32円 767.14円

１株当たり当期純利益 65.83円 97.99円
 

(注) １．前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非

上場であるため、期中平均株価を把握できませんので記載しておりません。また、当事業年度の潜在株式調

整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２．当社は2026年３月４日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益を算定しております。

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前事業年度

(自 2024年８月１日
至 2025年７月31日)

当事業年度
(自 2025年８月１日
至 2026年７月31日)

１株当たり当期純利益   

  当期純利益(千円) 475,639 735,517

  普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

  普通株式に係る当期純利益(千円) 475,639 735,517

  普通株式の期中平均株式数(株) 7,225,000 7,506,250

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

第３回新株予約権
新株予約権の数　4,996個
（普通株式499,600株）
第４回新株予約権
新株予約権の数　271個
（普通株式27,100株）
 
なお、これらの詳細は「第４
提出会社の状況 １株式等の
状況（２）新株予約権等の状
況」に記載のとおりでありま
す。

第３回新株予約権
新株予約権の数　4,865個
（普通株式　486,500株）
第４回新株予約権
新株予約権の数　271個
（普通株式　27,100株）
第５回新株予約権
新株予約権の数　1,207個
（普通株式120,700株）
第６回新株予約権
新株予約権の数　80個
（普通株式8,000株）
 
なお、これらの詳細は「第４
提出会社の状況 １株式等の
状況（２）新株予約権等の状
況」に記載のとおりでありま
す。

 

 

４．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前事業年度末
(2025年７月31日)

当事業年度末
(2026年７月31日)

純資産の部の合計額(千円) 5,095,907 7,575,491

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) ― ―

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 5,095,907 7,575,491

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株
式の数(株)

7,225,000 9,875,000
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(重要な後発事象)

（第三者割当による新株式の発行）

　当社は、2026年７月29日付で東京証券取引所スタンダード市場に株式を上場いたしました。この上場にあたり、

2026年６月25日及び2026年７月９日開催の取締役会において、みずほ証券株式会社が行うオーバーアロットメントに

よる売出しに関連して、同社を割当先とする第三者割当増資による新株式の発行を次のとおり決議し、2026年８月31

日に払込が完了いたしました。

 
① 募集方法 第三者割当（オーバーアロットメントによる売出し）

② 発行する株式の種類及び数 普通株式　491,600株

③ 割当価格 １株につき　644円

④ 資本組入額 １株につき　322円

⑤ 割当価格の総額 316,590千円

⑥ 資本組入額の総額 158,295千円

⑦ 払込期日 2026年８月31日

⑧ 割当先 みずほ証券株式会社

⑨ 資金の使途
beABLE研究開発センター（福島県双葉郡）の設備投資資
金、富津工場（千葉県富津市）の設備投資資金、借入金の
返済
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⑤ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】
 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産        

  建物 621,601 17,477 8,796 630,281 280,018 36,626 350,262

 建物附属設備 195,863 11,394 6,102 201,154 91,044 14,113 110,110

  構築物 69,159 8,718 － 77,877 46,142 4,534 31,734

  機械及び装置 1,725,651 28,461 37,731 1,716,381 1,244,958 82,060 471,422

  車両運搬具 68,836 44,300 5,408 107,727 62,226 26,530 45,500

  工具、器具及び備品 216,868 75,238
1,173
(165)

290,933 194,687 34,096 96,246

  土地 232,932 310,443 － 543,375 － － 543,375

  リース資産 77,455 179,872 9,189 248,139 44,816 25,447 203,322

  建設仮勘定 786,314 698,610 18,314 1,466,610 － － 1,466,610

有形固定資産計 3,994,681 1,374,516
86,717
(165)

5,282,481 1,963,894 223,409 3,318,586

無形固定資産        

 特許権 － 10,000 － 10,000 － － 10,000

 ソフトウエア 259,210 93,333
1,634
(1,634)

350,910 163,754 53,354 187,155

 ソフトウエア仮勘定 2,372 － 2,372 － － － －

無形固定資産計 261,582 103,333
4,006
(1,634)

360,910 163,754 53,354 197,155

長期前払費用 25,152 5,612
9,962
(366)

20,802 － － 20,802
 

(注)「当期減少額」欄の（）は内数で、当事業年度の減損損失計上額であります。

 
当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

建設仮勘定 beABLE研究開発センター建設費用 673,200千円

土地 富津事業所土地取得 310,443千円

車両運搬具 特殊車両購入 44,300千円

リース資産 車両の増台及び入替に伴うリース契約 173,908千円
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【社債明細表】

該当事項はありません。

 
【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 600,000 ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 325,040 348,595 1.8 ―

１年以内に返済予定のリース債務 13,890 41,741 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

1,420,540 2,539,128 2.0
2028年３月～
2041年３月

リース債務(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

42,870 184,301 ―
2026年10月～
2033年７月

合計 2,402,341 3,113,767 ― ―
 

(注) １．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務における「平均利率」は、リース料相当額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債

務を貸借対照表に計上しているため記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の貸借対照表日後５年内における１年ごと

の返済予定額の総額
 

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 1,134,309 360,309 261,109 246,709

リース債務 38,779 37,674 36,294 32,392
 

 

【引当金明細表】
 

科目
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

賞与引当金 79,159 79,546 79,159 ― 79,546

役員賞与引当金 ― 1,961 ― ― 1,961

工事損失引当金 3,629 ― 29 3,599 ―
 

(注) １．工事損失引当金については、棚卸資産と相殺表示したものを含めておりません。

２．工事損失引当金の当期減少額（その他）は、洗替による戻入額であります。

 

【資産除去債務明細表】
 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

不動産賃貸借契約に
伴う原状回復義務

126,162 4,142 78,000 52,305

太陽光発電設備撤去費用 72,232 8,269 － 80,502

合計 198,395 12,412 78,000 132,807
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①  現金及び預金
 

区分 金額(千円)

現金 387

預金  

  普通預金 1,278,955

 定期預金 600,000

計 1,878,955

合計 1,879,342
 

 

② 完成工事未収入金

相手先別内訳
 

相手先 金額(千円)

エイブルエナジー合同会社 198,802

東京電力ホールディングス株式会社 72,815

東北電力株式会社 33,874

東京パワーテクノロジー株式会社 29,300

株式会社ルネサンス 28,586

その他 199,831

合計 563,210
 

 

滞留状況

計上期別 金額(千円)

2026年７月期計上額 563,210

2025年７月期以前計上額 ―

合計 563,210
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③ 契約資産

相手先別内訳
 

相手先 金額(千円)

東京電力ホールディングス株式会社 2,130,836

東京パワーテクノロジー株式会社 107,790

JFEエンジ・株式会社ビーエイブルJV工事共同企業体 95,000

エイブルエナジー合同会社 86,244

JFEエンジニアリング株式会社 83,734

その他 138,925

合計 2,642,531
 

 
④ 電子記録債権

相手先別内訳
 

相手先 金額(千円)

株式会社日立プラントコンストラクション 1,650

合計 1,650
 

 
期日別内訳

 

期日 金額(千円)

2026年９月満期 1,650

合計 1,650
 

 

⑤ 未成工事支出金
 

区分 金額(千円)

材料費 1,218

労務費 17,600

外注費 45,694

経費 12,576

合計 77,090
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⑥ 原材料及び貯蔵品
 

区分 金額(千円)

貯蔵品 9,287

工事用資材 3,904

食材及び備品 2,617

合計 15,809
 

 
⑦ 関係会社出資金

相手先別内訳
 

相手先 金額(千円)

エイブルエナジー合同会社 2,595,150

合同会社佐野バイオマス発電 457,217

合計 3,052,367
 

 

⑧ 電子記録債務

相手先別内訳
 

相手先 金額(千円)

株式会社木田商事 115,764

カンタム・ウシカタ株式会社 15,670

株式会社虎屋鋼機 7,965

東洋安全防災株式会社 611

合計 140,012
 

 

期日別内訳

期日 金額(千円)

2026年８月満期 19,230

2026年９月満期 40,241

2026年10月満期 40,981

2026年11月満期 39,558

合計 140,012
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⑨ 工事未払金

相手先別内訳
 

相手先 金額(千円)

株式会社F・Iテックス 55,028

株式会社ニーズ 30,874

西尾レントオール株式会社 24,971

サンエス株式会社 23,130

株式会社原町架設工業 22,970

その他 394,770

合計 551,745
 

 
⑩ 未払金

 

相手先 金額(千円)

株式会社スペースワン 19,800

東京電力ホールディングス株式会社 8,000

アマゾンジャパン合同会社 3,888

カンタム・ウシカタ株式会社 3,525

宝印刷株式会社 3,355

その他 75,751

合計 114,321
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(3) 【その他】

当事業年度における半期情報等

 

 中間会計期間 当事業年度

売上高 (千円) 4,727,766 9,908,530

税引前
中間(当期)純利益

(千円) 616,508 1,010,410

中間(当期)純利益 (千円) 440,310 735,517

１株当たり
中間(当期)純利益

(円) 60.44 97.99
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 毎年８月１日から翌年７月31日まで

定時株主総会 毎年10月

基準日 毎年７月31日

剰余金の配当の基準日 毎年７月31日、毎年１月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

    取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

    株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

    取次所 －

    買取手数料 無料

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告としております。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができな
い場合は、日本経済新聞に掲載して行います。
当社の公告掲載ＵＲＬは次のとおりであります。
https://www.able-can.jp/investors/

株主に対する特典 なし
 

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない

旨、定款において、定めております。

①会社法第189条第２項各号に掲げる権利

②会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

③株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 
２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
(1) 有価証券届出書及びその添付書類

有償一般募集増資(ブックビルディング方式による募集)及び株式売出し(ブックビルディング方式による売出し)

2026年６月25日　東北財務局長に提出。

 
(2) 有価証券届出書の訂正届出書

上記(1)に係る訂正届出書を2026年７月10日及び2026年７月21日　東北財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2026年10月30日

株式会社ビーエイブル

取締役会 御中

 
栄監査法人

 

大阪事務所
 

 
指定社員

業務執行社員  公認会計士 横井　陽子  
 

 
指定社員

業務執行社員  公認会計士 比佐　進一郎  
 

 
＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ビーエイブルの2025年８月１日から2026年７月31日までの第36期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細

表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ビーエイブルの2026年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分か

つ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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一定の期間にわたり収益を認識する工事契約に係る収益認識

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

【注記事項】（重要な会計方針）５収益及び費用の計
上基準に記載のとおり、工事契約については、期間がご
く短い工事契約及び原価回収基準を適用する工事契約を
除き、履行義務の充足に係る進捗度を基にして収益を認
識している。進捗度は工事の総原価見積額に対する事業
年度末までの発生原価の割合に基づき算定している。
【注記事項】（重要な会計上の見積り）に記載の通
り、当事業年度において、一定の期間にわたり収益を認
識する方法により計上された売上高（当事業年度に完成
した工事に係る売上高及び原価回収基準により認識した
売上高を除く）は、2,758,451千円であり、全社の売上
高に占める割合は、27.8％である。
一定の期間にわたり収益を認識する方法の適用にあ
たっては、工事収益総額、工事原価総額及び事業年度末
における履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積る
必要がある。工事は個別性が強く、工事の進行途上にお
いて当初は想定していなかった状況の変化や、工事契約
の変更が行われる場合がある。
そのため、工事収益総額、工事原価総額及び工事進捗
度の見積りには不確実性を伴っており、仮定した個別の
工事ごとの諸条件と異なる事象が発生した場合には、完
成工事高の金額に重要な影響を及ぼす可能性がある。
以上から、当監査法人は、一定の期間にわたり収益を
認識する工事契約に係る収益認識が、当事業年度におい
て特に重要であり、監査上の主要な検討事項に該当する
ものと判断した。

当監査法人は、一定の期間にわたり収益を認識する工
事契約に係る収益認識の検討にあたり、主に以下の監査
手続を実施した。
・工事収益総額の見積り及び工事原価総額の見積りに関
連する内部統制の整備・運用状況を評価した。
・一定の期間にわたり収益を認識する方法の適用にあ
たって、見積りの妥当性を検討するために、過年度の
工事収益総額及び工事原価総額の見積額と、その後の
確定額を比較し見積りの精度を確かめた。
・重要性の高い工事案件の契約金額について、顧客への
直接確認を行い、架空工事の有無や契約金額の妥当性
を確かめた。
・決算日において、変更契約を含め締結している工事契
約のうち、一定の基準に基づき選定した工事につい
て、工事収益総額を契約書類等と突合した。
・仕様変更や市況の変動等により工事原価総額が見直さ
れた場合に、その見直しを合理的に行っているか確か
めるため、適切な担当者等に対して質問を実施すると
ともに、根拠資料を確認した。
・工事契約に係る認識の単位ごとに利益率の推移を比較
検討し、利益率の変動が大きい案件について、適切な
担当者等に対して質問するとともに、必要に応じて根
拠資料を確認した。
・決算日までに発生した工事原価について、一定の基準
に基づき選定した原材料費、外注費等について請求書
等の証憑突合を実施した。
・決算日における工事進捗度が、決算日までに発生した
工事原価及び工事原価総額に基づき算定されているこ
とを再計算により確かめた。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営

者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容

の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

EDINET提出書類

株式会社ビーエイブル(E41918)

有価証券報告書

127/128



 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付

意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将

来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　財務諸表に対する意見表明の基礎となる、財務諸表に含まれる構成単位の財務情報に関する十分かつ適切な監査

証拠を入手するために、財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、構成単位の財務諸表の監査に関する指揮、監督

及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社の監査証明業務に基づく報酬及び非監査

業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(３)【監査の状況】に記

載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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